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平成２８年第３回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第３号） 

 

                            平成２８年６月７日（火曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ７ 番 櫻田貴久議員 

      １．熊本地震から学ぶ本市の緊急災害時の水道対策について 

      ２．観光行政について 

      ３．商店街と「まちづくり」について 

      ４．既存庁舎における市民サービスの向上について 

    ５ 番 佐藤一則議員 

      １．まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

      ２．交通安全・交通事故防止等の対策について 

    ２０番 山本はるひ議員 

      １．循環型社会を目指す本市の取り組みについて 

      ２．甲状腺エコー検査の実施と助成について 

      ３．市図書館の今後のあり方と駅前図書館について 

    １ 番 藤村由美子議員 

      １．地域住民たすけあい事業について 

      ２．若者の自立支援について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 櫻 田 貴 久 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、７番、櫻田貴久

議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 皆さん、おはようござい

ます。 

  議席番号７番、ＴＥＡＭ那須塩原、櫻田貴久で

す。通告に従い、市政一般質問を行います。 

  １、熊本地震から学ぶ本市の緊急災害時の水道

対策について。 

  東日本大震災より５年が過ぎ、現在、被災した

東北、北関東地域は徐々に復興してきております

が、先月14日及び15日、熊本地震が発生いたしま

した。一連の地震活動は布田川及び日奈久断層帯

の活動によって引き起こされたものと考えられて

います。活断層の多い日本では、いつまた大地震

が発生するかわかりません。 

  那須塩原市には、関谷構造線となる活断層が分

布しており、地震発生の確率は低いと言われてい

ますが、熊本地震を見ても、万が一この関谷構造

線を震源とする直下型地震が発生した場合には、

壊滅的な打撃を受けることになります。本市には

北那須浄水場など県の施設があり、市内の半分ぐ

らいの水道を県水で賄っている本市にとって重要

な施設が被災する可能性があります。 

  大地震になると、まずライフラインがとまりま

す。電気、水道はストップします。特に水道は、

水道管が被害を受けるだけではなく、全ての水道

にかかわるシステムが電源喪失に伴い制御がきか

なくなり、甚大な被害が予想されます。そこで、

緊急災害時の災害用井戸の設備を提案するととも

に、本市の取り組みについて、以下の点について

お伺いをいたします。 

  ⑴本市の災害用井戸の設置状況についてお伺い

します。 

  ⑵災害発生時の飲料水は、周辺自治体や自衛隊

からの給水活動や救援物資などで確保できると思

いますが、大量に必要な生活用水が不足します。

最も必要とされるのがトイレの水です。そこで、

本市の考えをお伺いします。 

  ⑶断水の影響を最小限に抑えるバックアップ体

制についてお伺いします。 

  ⑷本市における、市民が所有する井戸の数につ

いてお伺いします。 

  ⑸災害時拠点強靭化緊急促進事業に係る国の補

助金を活用し、市内の公共施設に災害用井戸の設

置を検討してみてはどうか、本市の考えをお伺い

します。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 
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○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） おはようございます。 

  櫻田貴久議員の質問に、順次お答えをしたいと

思います。 

  １の熊本地震から学ぶ本市の緊急災害時の水道

対策についてお答えをいたします。 

  初めに、⑴の本市の災害用井戸の設置状況につ

いてお答えをいたします。 

  現在、市が管理をしております災害用井戸は、

黒磯保健センター敷地内の消防詰所脇に１カ所、

蛇尾川河川防災ステーション敷地内の水防センタ

ーに１カ所の合計２カ所ございます。本災害用井

戸につきましては、災害時に飲料水としても使用

できるよう、定期的に水質検査を行っております。 

  次に、⑵の災害発生時の飲料水は周辺自治体や

自衛隊からの救援により確保できると思うが、ト

イレの水などの生活用水が不足することに対する

市の考え方についてお答えをいたします。 

  災害により断水が発生した場合、市は断水解消

に向け水道施設、設備の応急復旧活動に全力で当

たるとともに、被災者に対する飲料水の給水活動

を優先的に実施をいたします。 

  また、飲料水以外の生活用水につきましては、

断水している世帯への戸別の給水は非常に難しい

ことと思われますが、まずは避難所においてトイ

レなどに活用する生活用水を確保することを優先

して取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、⑶の断水の影響を最小限に抑えるバック

アップ体制についてですが、水道施設のバックア

ップ体制につきましては、これまで浄水施設では

水源の複数確保や非常用電源として小水力発電や

自家発電設備の整備を行ってまいりました。 

  また、水の相互運用では、県営北那須水道の有

効活用や配水区域間を結ぶ連絡配水管の整備を行

っているところであります。今後も、災害時の断

水を最小限に抑えるために、水道施設の整備を図

ってまいりたいと考えております。 

  次に、⑷の本市における市民が所有する井戸の

数についてですが、現在、市内には多数の井戸が

ありますが、井戸の数につきましては把握してい

ない状況でございます。 

  最後に、⑸の災害時拠点強靭化緊急促進事業に

係る国の補助金を活用し、公共施設に災害用井戸

の設置を検討してはどうかについてお答えをいた

します。 

  市全域に断水などの被害が及ぶような大規模な

災害が発生した場合、生活用水が不足することは

明らかであります。議員から国の補助金活用につ

いてのご提案がございましたが、災害用井戸の設

置を初め、災害時の生活用水の確保と供給の手段

につきましては、今後、調査してまいりたいと考

えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴より順次再

質問をさせていただきます。 

  まず初めに、本市の災害用井戸について、どの

ように認識をしているのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） ただいま市長のほうから

答弁がありましたように、現在、本市におきまし

ては管理している２つの災害用井戸について、平

常時から飲用も可能な状態で管理しているところ

でございます。 

  しかし、災害時、特に地震が起こった場合等に

つきましては下水道の破損、そういったものも考

えられまして、地下水が汚染される、そういうふ
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うなことも考えられます。そういったときには、

飲料水としての提供については、水質検査で安全

を確認してからというふうなことになりますけれ

ども、断水が発生しているような状況においては、

生活用水の供給には活用できるものと考えており

ます。 

  したがいまして、災害用井戸については、災害

時の水の確保に大きく寄与するものであると認識

しているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、本市の災害用

井戸の設置状況につきましてはただいま答弁をい

ただきましたが、防災訓練等に災害用井戸を使用

した実績はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 防災訓練に使用したこと

はあるかということでございますが、これまでに

使用した実績はございません。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、今後、施設を

ふやす計画はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 現在のところ、この災害

用井戸の整備に関する具体的な計画はございませ

ん。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、ここで災害用

井戸の設置について１つ提案をしたいと思います。 

  黒磯運動場野球場は、平成30年夏のオープンに

今、着々と計画を進めているところではございま

すが、野球場などは天然芝にかなり多くの散水を

します。そこで、水道水で賄うようなことはやめ、

ぜひ井戸水で考えてもらいたいと思います。 

  そこで、武道館等が避難施設に指定されている

と思うが、また野球場なども避難施設になると思

うことから、ぜひ災害用井戸を考えてみてはどう

か、本市の考えをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 現在のところ、本市が避

難所にしております施設については、井戸自体、

それを備えている施設はございません。災害用井

戸については、災害時の水の確保に大変大きく寄

与するものだというふうに考えておりますので、

避難所への井戸の併設につきましては、今後、研

究をしてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 野球場のオープンは平成

30年夏です。計画に入れてみてはどうかお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 平成30年というふうなこ

とでございます。その時期にどうかというような

ことは、ただいまはっきりとは申し上げることは

できませんが、先ほど申し上げましたように、調

査研究をしてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） もう一度お伺いしますが、

野球場のオープンは平成30年夏ですので、これは

多分、スポーツ振興課の所管になると思います。

野球場にそういった機能を持たせてはどうか、教

育部の考えをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 黒磯運動場野球場に防災
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用の井戸ということでございます。今現在、工事

に向けて作業を進めているところですが、おおむ

ね設計が完了しているという状況でもございまし

て、今現在、数量の調整を行っているということ

で、新たに井戸設置に係る工事を追加するという

のは、正直ちょっと厳しい状況にあるというのが

現状でございます。 

  しかしながら、ただいまご質問等いただいてい

る中で、黒磯運動場については、やはり広大な敷

地を持っている。また武道館が避難所に指定され

ているということで、その災害時の施設としては

一定の規模もあるということで、やはり水道水の

確保というのも大切なものであろうというふうに

も考えておりますので、今後、関係部局と調整を

しながら検討していければというふうに考えてお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ、設計変更が可能で

あれば、ぜひ前向きに進めてもらいたいと思いま

す。 

  東日本大震災や熊本地震のように、震災により

全てのライフラインが停止すると水道水はストッ

プします。東日本大震災では矢板市の貯水量

8,000ｔの中央配水池が被災して、市内の３分の

２が１カ月以上断水し、復旧までにはかなりの時

間がかかりました。 

  そこで、もしもの事態に備えて水の確保の必要

性を共通認識したところで、⑵の再質問に入りま

す。 

  人間が生きていくためには、入浴は我慢できて

も排せつ行為を我慢することは不可能であり、水

洗トイレが、ほとんどの現状ではその洗浄水が必

要です。生活用水として最低でも１人当たり１日

20 は必要とされています。 

  そこで、ただいまの答弁では、今後取り組むと

いうことですが、今回の私の一般質問が取り組み

の喚起につながったのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 飲料水以外の生活用水の

確保、あるいは提供につきましては、本市の地域

防災計画、これに必要量の確保、供給に努めると

いうふうなこととしております。 

  しかしながら、飲料水と比べますと具体的な体

制、あるいは方法、そういったところまでは具体

的に残念ながら決められていないというふうな状

況でございますので、今回ご質問を、あるいはご

提案をいただいたところでございますが、それを

きっかけに災害時における生活用水の確保、ある

いは供給の方法等に関する検討を今後も行ってい

きたいというふうに考えているところでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、今後の具体的

な取り組みについて、詳細にお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 今後の詳細な取り組みと

いうふうなことでございますけれども、まずはや

はり避難所、そこでの生活用水を何とかしなけれ

ばならないというようなことかと思います。それ

もトイレというようなことになると思いますが、

避難所までの運搬のまずは方法、それから避難所

内での使用方法などについて検討をしておくこと

が必要だろうというふうに考えております。また

これらを実施する、実際に行う職員、それから関

係機関、こういった体制もあらかじめ検討し、決

めていくことも肝心だろうというふうには考えて

いるところでございます。 

  ただいま申し上げましたように、災害時の生活
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用水の確保、そして供給、これを速やかに行うた

めに必要となる事項を決めておき、有事に備えた

いというふうに考えているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、そこでさらな

る安心・安全の向上に努めてもらいたいと思いま

す。 

  また、那須塩原市地域防災計画などにも生活用

水について具体的に盛り込んでみてはどうか、本

市の考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 先ほど来お答えしていま

すとおり、災害時における生活用水の確保、それ

から供給の方法等に関する検討、これらを早急に

行い、その結果が具体的な形になりましたら地域

防災計画のほうにも盛り込んでいきたいというふ

うに考えているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ、前向きに検討して

いただきたいと思います。 

  阪神・淡路大震災では、死亡者が6,434人のう

ち922人が震災後に亡くなりました。また、新潟

県中越地震では、51人中35人が震災後しばらくた

ってから亡くなりました。なぜ、無傷で生き延び

た人が命を落としてしまうのか。避難生活中に死

亡する大きな原因の一つにトイレ問題があります。 

  阪神・淡路大震災の地震後に亡くなられた方の

死因は心不全、心筋梗塞、脳梗塞、エコノミーク

ラス症候群など、３割の人が血管を詰まらせる病

気が原因です。生活用水さえ確保できれば、断水

状態でも十分に暮らすことができるので、血栓症

になる確率も大幅に減少させることができるもの

と考えられています。こういった事実を含め、本

市の生活用水の確保についてのコンセプトについ

てお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 生活用水確保についての

コンセプトというふうなことでございますけれど

も、先ほどの繰り返しとなってはしまいますけれ

ども、やはり生活用水に関しましては、まずは避

難所におけるトイレ、これに使用する生活用水の

確保をどういうふうにしていったらいいのか。あ

るいは供給というようなことになるわけですが、

その辺のところ、優先的に取り組んでいかなけれ

ばならない事項というふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、次に⑶の再質

問に入ります。 

  断水の影響を最小限に抑えるということはどう

いうことなのか、市民の皆様にわかりやすく説明

をいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（邉見 修） 水道施設の整備の面

からお答えをいたします。 

  断水が発生します主な要因といたしましては、

災害による施設の破損のほか、水源では枯渇など

により取水ができなくなる、それから浄水場では

停電によりまして浄水ができないことなどが挙げ

られるかと思います。このため、浄水場では１つ

の水源が断たれた場合でも他の水源から取水がで

きるようにというところで、水源の複数確保に努

めているというところでございます。北那須水道

からの受水も、非常時の大切な給水源だというふ

うには考えてございます。 

  また、停電に備えてというところでは、浄水場

の運転機能を維持するために、非常用の発電整備

を整備しているというところでございます。 
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  さらに、水道管では、管が破損した場合でも断

水範囲の影響を最小限に抑えるためというところ

で、水の相互融通ができるようにというところで

連絡管の整備を行っているというところでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは次に、浄水施設

での水源の複数確保や非常電源としての小水力発

電や自家発電設備の整備はいつから行っているの

か。また、普及率についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（邉見 修） 浄水場での水源の複

数確保、それから非常用電源の整備はいつから行

っているのか。それから普及率ということでござ

いますので、お答えをいたします。 

  本市には５つの浄水場がございまして、これに

対して19の水源を有しております。最も古くから

稼働しております鳥野目浄水場を一例にお答えを

させていただきます。 

  鳥野目浄水場は、昭和９年建設時に中川を水源

といたしまして供用を開始したところでございま

す。これに加えまして、昭和48年までに２カ所の

地下水源を整備してございます。さらに昭和55年

には北那須水道の受水を開始しましたので、現在

では４つの水源が確保されているという状況でご

ざいます。 

  また、非常用電源でございますけれども、平成

27年に小水力発電設備を整備をしたところでござ

います。このほか、自家発電設備につきましては

昭和47年に設置しているという状況でございます。 

  それから、浄水場の自家発電設備の普及率の、

整備状況でございますけれども、市内５カ所の浄

水場のうち、鳥野目、千本松、穴沢浄水場に設置

してございますので、普及率ということでは60％

ということになりますけれども、要害、それから

蟇沼浄水場につきましては動力を必要としないと

いう施設でございますので、ポータブル型の発電

機を停電時に搬入するということで対応している

という状況でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、最後に、今後

の整備については計画的に進めていくのか、具体

的にお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（邉見 修） お答えします。 

  浄水場の機能強化を図るというところで、現在、

穴沢浄水場のバックアップといたしまして板室本

村の配水池、それから穴沢浄水場を結ぶ送水管の

整備を昨年から進めておりまして、完了は平成31

年ということで見込んでいるという状況でござい

ます。 

  それから、断水範囲を最小に抑えるというとこ

ろでは、これらにつきましては連絡管の整備とい

うことになるかと思いますけれども、これについ

ては多額の費用を要するということでございます

ので、道路の計画でありますとか老朽管の更新と

か、こういったところに合わせまして効率的に進

めていきたいといったところで考えているところ

でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 後に水道料金の改定など

もあるときには、こういったこと、こういった事

実を丁寧に説明してもらいたいと思います。 

  それでは、⑷の再質問に入ります。 

  那須塩原市内には、市民が所有する井戸は多数
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あると思いますが、広報なすしおばらなどを利用

して井戸の数を把握し、災害時に災害用井戸とし

て市に提供いただけるように協力を依頼してみて

はどうか、本市の考えをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 災害時に協力をしていた

だく井戸の登録や指定の制度についてというふう

なことでございますけれども、県内外におきまし

ても先進的な取り組み事例が見られます。あくま

で飲料水じゃなくて生活用水の確保というふうな

ことで、そういった取り組みをしているというふ

うなことでございますけれども、日ごろから災害

用井戸の存在を周知するというふうなことをやっ

ているというようなことでございまして、災害時

にはその有効活用を図ろうというふうなものでご

ざいます。 

  これにつきましては、やはり新たな井戸を掘削

するというよりは、もともと市民の皆さんがお持

ちになっている井戸を活用するというふうなこと

からしますと、経費的には少ないもので、市民の

方々の協力を得られればできるというふうなこと

で、メリットがあるんだろうというふうには考え

ております。 

  そんな中で、取り組み事例を見ますと、その災

害用井戸のポンプの設置、あるいは修繕費用、こ

ういったものに補助をしたりといったような運用

もしているというふうなところも見られるところ

でございますので、今後、ほかの自治体の事例を

研究しながら、本市に合った制度はどういったも

のなのか、こういったことを検討していきたいと

いうふうには考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ、先進事例を参考に

して取り組んでもらいたいと強く要望いたします。 

  それでは、⑸の再質問に入ります。 

  生活用水の大切さは十分に理解をしていただい

たことと思います。そこで、調査、研究はどこの

部署が行うのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 災害時の生活用水の確保、

供給、それから災害用井戸の設置というふうなこ

とに関しましては、総務部総務課が中心となって

調査を実施してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは最後に、災害用

井戸の設置について、本市のプライオリティーを

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 災害用井戸の設置につい

ての優先順位というようなことかと思いますけれ

ども、生活用水の確保においては、やはり井戸が

非常に有効な手段だということを再認識をしたと

ころでございます。繰り返しにはなりますが、生

活用水の確保、供給の方法等を考えますと、一つ

には新たな井戸を掘削する。あるいは、先ほどお

答えしましたように市民の皆様方からご協力をい

ただいて、災害用井戸というふうなことの協力井

戸の登録制度というようなことが考えられるわけ

でございますけれども、やはりまずは市民の皆様

方の協力を得ながら災害時協力井戸の登録制度の

導入、これによる生活用水の確保、これをまずは

進めてまいりたいというふうに考えているところ

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 今回の熊本地震を見ても、

生活用水の大切さは十分に認識をしていただいた
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と思います。 

  日本各地で防災への取り組みは行われています

が、災害用井戸の取り組みでは、東京都練馬区な

どはミニ防災井戸と呼ばれる民間の協力井戸の数

は約500カ所あり、井戸用の場所を提供すれば、

ポンプの設備費用やメンテナンス費用は全て区が

負担する。また、世田谷区などでは、民間の協力

井戸の数は約2,000カ所あり、手押しポンプの設

置や井戸の修理にかかった費用への半額５万円を

限度に補助もしています。また、兵庫県西宮市で

は、無料で水質検査を実施したり、多数の自治体

でさまざまな取り組みが行われています。 

  1949年12月26日に、栃木県今市で鶏頂山付近を

震源とする内陸型直下型地震で８時17分にマグニ

チュード6.2と８時24分にマグニチュード6.4の地

震が８分の間隔で続いて発生をいたしました。余

震は翌年３月下旬ごろまで続いたとあります。こ

ういういつどこで起こるかわからない地震であり

ます。備えあれば憂いなし、昔のことわざにある

ように、ふだんから準備をしておけば、いざとい

うときに何も心配がないということです。ぜひ、

災害用井戸の設置並びに整備を強く要望するとと

もに、まず野球場への災害用井戸の設置をこれま

た強く要望し、この項の質問を終了します。 

  ２、観光行政について。 

  観光のスタイルが団体型から個人型へ変化する

中で、地域には顧客視点に立ったマーケティング

戦略が求められています。その新しい推進体制と

して注目されているのが、地域全体の観光マネジ

メントを一本化する着地型観光のプラットホーム

組織であるＤＭＯです。本市としては、既に木下

審議監を中心に積極的に取り組んでいることは高

く評価のできるところです。また、地域の歴史的

魅力や特色を通じて日本の文化や伝統を語るスト

ーリーを日本遺産に認定する文化庁の事業に、県

内の自治体が相次いで名乗りを上げています。 

  市長の市政運営方針の第４の柱の中で、元気な

那須塩原市の中でも、誘客数の増加を目標とした

観光産業の振興など地域経済の活性化に取り組む

とあります。そこで、本市の観光の活性化並びに

観光の振興について、以下の点についてお伺いを

します。 

  ⑴ことしのゴールデンウイークを含めた１月か

ら５月までの観光入り込み数と宿泊者数は、前年

と比べどのように推移をしたのかお伺いをします。 

  ⑵本市としても、１年を通じて念願の観光局の

季節ごとの宿泊プランが完成したと思いますが、

プロモーションについてお伺いをします。 

  ⑶本市の日本遺産への取り組みについてお伺い

をします。 

  ⑷１泊２食つきが基本の日本の温泉宿ですが、

お湯同様、食の魅力、特に朝食の魅力を十分に伝

えることが重要だと思いますが、本市の具体的な

取り組みと関係団体との連携についてお伺いをし

ます。 

  ⑸本市の旅館にあるべきおもてなしの極意につ

いて、改めて本市の支援についてお伺いをします。 

  ⑹何度も観光客が訪れたくなる魅力的な温泉地

を今後つくり上げていく本市観光ビジョンについ

てお伺いします。また、温泉街の整備についても

お伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） ２の観光行政につき

まして、順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴のゴールデンウイークを含めた１月

から５月までの観光客入り込み数と宿泊者数につ

いてでございますが、集計が済んでおります１か
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ら４月までの数値でお答えをさせていただきます。

観光入り込み客数は272万8,972人で、前年比

2.7％の減、宿泊者数は24万7,148人で、前年比

3.0％の減となっております。また、ゴールデン

ウイーク期間中におけます主要施設の観光客入り

込み数は前年比9.0％の増、宿泊者数は前年比

5.3％の増となっております。 

  次に、⑵の四季を通した宿泊プランのプロモー

ションについてお答えいたします。 

  観光局を中心に、昨年の夏から季節ごとの宿泊

プランを造成しており、ことしの春をもって四季

を通した宿泊プランが出そろったところでありま

す。今後も、これらのプランをベースにさまざま

な角度からの検討、磨き上げを重ね、本市の観光

地の季節ごとのイメージアップと定着につなげて

まいりたいと考えております。 

  次に、⑶の日本遺産への取り組みについてお答

えいたします。 

  日本遺産につきましては、文化財の価値づけや

保護にとどまらず、点在する遺産の活用により地

域の活性化を図ることを目的として文化庁が認定

するものであります。 

  本市に存在しております多くの歴史的資源は現

在も重要な観光資源となっておりますが、日本遺

産として広く情報の発信を行うことができれば、

観光面でも集客が期待できると考えておりますの

で、文化財を所管する教育委員会や関係者と協議

しながら検討してまいりたいと考えております。 

  次に、⑷の温泉宿の食の魅力、特に朝食の魅力

を伝える本市の取り組みと関係団体との連携につ

いてお答えいたします。 

  食は旅の楽しみであり、旅のよしあしを印象づ

ける大きな要素であると考えておりますので、市

内の旅館、ホテルがそれぞれに工夫を凝らしてお

ります。さらに、地場産や旬のものにスポットを

当てたうんまいもんプロジェクトなどを展開して

おります。本市では、特に朝食とデザートの印象

づけと磨き上げを目的といたしました朝食デザー

トプロジェクトに取り組んでおり、地元の食材の

提供や、その加工方法、ＰＲ方法等について観光

局を中心に関係者と連携して取り組んでいるとこ

ろでございます。 

  こうした中で、昨年は大手旅行会社が主催した

朝ごはんフェスティバルにおいて、塩原温泉の旅

館が関東地区で１位、全国で３位に選ばれ、大き

く報道されたところでありまして、旅館等におけ

る朝食に対する意識がさらに向上してきていると

いう感じを受けております。 

  次に、⑸の本市の旅館にあるべきおもてなしの

極意につきましては、品質管理の徹底により宿泊

客の満足度を上げていくことであると考えており

ますが、さらにそれぞれの施設にそれぞれの極意

があるべきものと考えております。引き続き、旅

館や地域の方々ともに、観光地としての魅力の向

上に取り組んでまいりたいと考えております。 

  最後に、⑹の魅力的な温泉地をつくり上げてい

く本市の観光ビジョンと温泉街の整備についてお

答えいたします。 

  観光ビジョンにつきましては、本市の豊富で質

の高い温泉と歴史ある温泉街の情緒を守り、それ

を生かすこと。また、多くの観光客を求める余り

に品質低下を招かないこと。そして、10年後、20

年後を見据えた質の高いサービスの提供と満足度

の向上への取り組みを継続して実施していくとい

うことが重要であると考えております。 

  また、温泉街の整備につきましても基本となる

考え方は同様でありまして、古きよき温泉情緒を

生かすためのソフト事業と連動したまちづくりが

展開できるよう、関係団体、地元の皆様と協議し

ながら検討してまいりたいと考えております。 
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○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴より順次再

質問をさせていただきます。 

  速報値では、宿泊数はことしは減少したという

ことですが、原因についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 宿泊数の減少の原因

につきましては、施設ごとにそれぞれ要因がある

と思われますが、一つには暖冬であったこと、そ

れから降雪量が少なかったこと、こういったもの

が影響しているというふうに考えております。 

  また、観光庁が公表いたしました１月から３月

期の速報値でも、国内旅行の消費額が前年比で約

７％の落ち込みと平均泊数も減少しておりますの

で、本市においても同様の傾向があらわれている

というふうにも考えてございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 観光客入り込み数と宿泊

者数については、今までに比べ、本市としても数

値に対してスピーディーに対応できるようになっ

たことは、非常に評価のできることだと思います。

本市の観光行政が次のフェーズ、段階に変化して

いく上で、どんどんレベルアップしている証拠だ

と思います。木下審議監が就任して４年目を迎え、

いよいよ本市が観光で稼ぐことに対して本気にな

ってきたのではないかと、大いに期待できるもの

だと思います。明らかにこれまでとは違うことが

始まろうとしています。それは目標だけではなく、

本市観光ビジョンを実現するための施策にも顕著

にあらわれていると思います。それが四季を通じ

た宿泊プランだと思います。 

  それでは、⑵の再質問に入ります。 

  塩原温泉、板室温泉の魅力はあるものではなく

磨くもの、それは木下審議監の口ぐせでもありま

す。宿泊プランに象徴されるように、本市の観光

戦略は、資源の魅力を磨いてから発信するという

戦略に大きくかじを切ったように感じます。本市

の観光戦略について改めてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 観光戦略についての

ご質問にお答えをいたします。 

  本市では、これまで知名度を向上させるという

大きな課題に対しまして特に集中的に取り組みを

進めてまいりましたが、次の取り組みといたしま

して、具体的にどういう魅力をどういうふうに磨

き上げ、どのように発信していくのかということ

により重きを置いた戦略を展開していく段階にあ

るというふうに捉えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、観光局を中心

にどのようにプロモーションをするのか、具体的

にお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 観光局を中心にどの

ようにプロモーションをするのか。先ほど申し上

げましたことにもつながりますが、プロモーショ

ンにつきましても観光地としての知名度の向上や

イメージアップに加えまして、磨き上げた観光資

源の具体的な内容を伝え、その具体的な魅力を誘

客につなげることに観光関連事業者の皆さんとと

もに取り組んでまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは次に、本市の最

大のパートナーと言っても過言ではありませんが、

ＪＲとのタイアップについてお伺いをいたします。 

  平成30年春に、ＪＲの全国的大型キャンペーン
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であるディスティネーションキャンペーンの栃木

県実施が決定をしておりますが、本市の取り組み、

並びに戦略についてお伺いをします。現時点での

取り組み計画で結構です。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） ＪＲとのタイアップ、

ＪＲの全国的キャンペーンでありますディスティ

ネーションキャンペーン、ＤＣについてのご質問

です。 

  本市では、ＤＣの期間中にどれだけ多くのお客

様に訪れていただくかということばかりではなく、

また来ていただけるよう本市の魅力を伝えていく

大切な期間であるというふうに捉えております。

取り組みといたしましては、来年度のプレＤＣ、

そして平成30年のＤＣに向け、県や近隣市町と連

携して広域的な取り組みを推進していくこととし

ております。 

  また、市独自の取り組みにつきましても、今ま

で継続してきたＪＲとのタイアップ事業などの経

験や連携を生かしまして、積極的に進めてまいり

たいと考えております。 

  さらに、観光局におきましてはＤＣ対策に特化

した戦略を集中的に協議し、平成30年のＤＣが

後々の契機となりますよう取り組んでまいりたい

と考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ことしは、12月１日で黒

磯駅が開業し130年に当たる年でもあります。特

に、黒磯は鉄道を語らずして歴史は語れません。

ご存じのとおり、交流直流の分岐点でもありまし

た。また、この駅は御用邸の玄関口でもあります

し、すばらしい歴史があります。ぜひことしは黒

磯駅にとってもすばらしい１年になりますので、

観光としてのポテンシャルを十二分に活用し検討

してもらいたいと思います。 

  それでは、今まで結果が出ているメディアミッ

クスを通じてのプロモーションについて、今後の

取り組みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 今後のプロモーショ

ンということでございますが、栃木ＤＣの開催と

いうこの好機を逃さず最大限に生かすために、さ

まざまなメディアによるプロモーションについて

今年度の計画から少し練り直しも行いまして、よ

り効果が高まるように取り組んでまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ積極的に取り組んで

もらいたいと思います。 

  次に、今年度の観光局の事業についてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 今年度の観光局の事

業でございますが、来年４月からのプレＤＣを念

頭に置きまして、季節ごとのプランの磨き上げな

ど、観光地としての質の向上とプロモーションの

継続と並行いたしまして観光振興施策のさらなる

効率化と強化、事業基盤の確立を図るため、観光

局の法人化についても推進してまいりたいという

ふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 観光マーケットの変化に

対応した観光戦略に基づき、スピーディーに継続

性がある良質なプロモーションを実施することで、

塩原温泉、板室温泉の歴史、文化、美しい自然景

観などの観光資源を生かし、さらに磨き上げ、観

光地としての質の向上をことしも引き続き目指し
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ていただきたいと思います。 

  それでは、⑶の再質問に入ります。 

  地域の歴史的魅力や特色を通じて、日本の文化

や伝統を語るストーリーを日本遺産に認定する文

化庁の事業に、県内の自治体が相次いで名乗りを

上げています。昨年、水戸市、備前市、日田市と

つくったストーリー、近代日本の教育遺産群、学

ぶ心・礼節の本源で、ほかの17件とともに足利市

の足利学校が初の日本遺産に認定されたことはご

存じのとおりだと思いますが、本市のポテンシャ

ルを十分に理解し、また文化財を管理する教育委

員会の考えをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、お答えいたし

たいと思います。 

  議員ご承知のとおり、本市におきましては、古

くは縄文時代の大規模遺跡を初めとしまして、各

時代における特徴を物語るさまざまな文化遺産、

あるいは豊かな自然を物語る天然記念物が数多く

残されております。その中でも、明治期に始まる

開拓の歴史と、それに関する文化遺産が多く残さ

れているということは特筆すべきものというふう

に考えております。 

  また、国におきましても、５月11日に開かれま

した経済財政諮問会議において文部科学省のほう

で提出した資料の中にも、文化芸術資源を活用し

た経済活性化についてということで、今後の取り

組みの方向性の一つに文化財活用・理解促進戦略

プログラム2020を策定し、地域の文化財を一体的

に活用する取り組みへの支援を通して文化財を観

光資源として開花させるというようなことも述べ

られておりますので、大変興味のあるものだなと、

こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それではそこで、本市の

ポテンシャルの高さを感じると、日本遺産の認定

についてはどのようなものだったら認定されるの

かお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ただいま答弁にありまし

たように、やはり明治期に多くの元勲の方による

家族農場と呼ばれる大規模農場が存在いたします。

また、開拓事業の基盤となっております日本３大

疏水の一つに数えられております那須疏水という

ものが挙げられるかと思います。また家族農場の

名残としましては、国の指定重要文化財でありま

す旧青木家の那須別邸、また大山記念館松方別邸

など市内各所に点在しているのが現状でございま

す。あわせまして、那須疏水の旧取水施設も明治

期の大規模利水施設の代表的遺構として、同じく

国の重要文化財の指定を受けていると。 

  こういった文化遺産、これらを構成するストー

リーを組み立てることで、本市の歴史と現代に息

づく開拓精神、こういったものが認定の可能性に

あるのかなというふうには考えているところです。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 文化庁では、日本遺産を

2020年までに100件程度認定していくという予定

がありますが、本市の取り組みについてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ただいま申し上げました

本市の開拓の歴史というものは、やはり認定を受

けるに値するものというような認識を持っている

ところです。今後、認定に向けまして検討を進め

ていきたいと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 
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○７番（櫻田貴久議員） それでは次に、日本遺産

を認定、申請するためのスキームについてお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 日本遺産申請につきまし

ては、今回、文化庁のほうで単独の自治体が行う

地域型という申請の方法と、複数の自治体が連携

をして行うシリアル型の２種類の申請方法がある

というふうに聞いております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、シリアル型に

ついてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） シリアル型につきまして

は、ただいま申し上げましたとおり、複数の自治

体が共通する歴史的な経過であるとか文化財など

をテーマとしてストーリーを展開するというもの

でございます。構成する自治体が連名での申請を

行うものということで、これらのストーリー構成

を文化財の中で、国指定の重要文化財が１つは最

低でも入っていなければならないというような規

定もございますので、この複数の自治体の中でス

トーリー性を持ったシリアル型が、内容としては

那須塩原市においては当てはまるのかなというよ

うな考えを持っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） シリアル型についての説

明は十分に理解をするところではございますが、

それでは日本遺産についての取り組みについての

タイムスケジュールについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 今回の日本遺産事業につ

いては、平成27、28の２カ年で進めてきておりま

して、これまでの経過例を参考にしますと、まず

年明け、平成29年２月までに文化庁のほうに認定

申請を行う。そうしまして、翌年度になりますが、

平成29年４月に文化庁のほうで設置をする審議会

の中で審査が行われ、その月のうちに認定がされ

るというようなスケジュールを、ことしと同じと

いうことであれば、そういうスケジュールになる

というふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ、タイムスケジュー

ルにのっとりながら認定の獲得に努めてもらいた

いと思います。 

  今後、教育委員会と本市担当部局の連携につい

ても改めてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 日本遺産の認定について

は文化庁の事業でございますが、従来の文化財の

保護という視点だけではなく、やはりその活用と

いう部分、観光振興への連携、また地域活性化、

そういったものが強く打ち出されている事業とい

うことでございますので、それぞれ関係する部局

と十分連携を図りながら進めていきたいと、でき

るだけ早く打ち合わせを持ちたいというふうに考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 日本遺産の認定などの取

り組みは、市長が日ごろ口にしています近隣市町

との連携、これを考えるとこの取り組みが一助に

なると思いますが、市長の考えをお伺いいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 日本遺産の件で私の見解をと



－73－ 

いうお話でございます。 

  日ごろから私は、隣接の自治体との連携といっ

たものを念頭に置いて行政運営を行いたいと言っ

ております。今回の明治期の開拓の歴史、これは

やはり共通するやはり課題であろうと、問題であ

ろうというふうに思っているところでございます

し、ぜひとも近隣の首長さん方とお話をさせてい

ただきながら、スケジュール的にはお尻が決まっ

ている状況もございますので、ぜひともこれは積

極的に進めたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 最後に市長にもう一点だ

けお伺いしますが、ぜひ強いリーダーシップをと

って取り組んでもらいたいと思いますが、この強

いリーダーシップについて、市長の取り組みをお

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 昨日から私に対して強いリー

ダーシップを発揮しろというお話が多分出てきて

おりますので、これらにつきましては、私も全力

を挙げて取り組んでいきたいというふうに思って

おります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひお願いしたいと思い

ます。 

  それでは次に、⑷の再質問に入ります。 

  地場産や旬のものにスポットを当てたうまいも

んプロジェクトについて具体的にお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） うんまいもんプロジ

ェクト、う「ん」まいもんでございます、うんま

いもんプロジェクトにつきましては、観光関係者

や地元まちづくり団体などが主体となって継続的

に実施している取り組みでございます。カブや大

根などの旬の地場産品の販売や、旅館、飲食店等

での提供などのキャンペーンを行いまして、消費

の拡大とＰＲを行っているというものでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは次に、朝食デザ

ートプロジェクトの観光局を中心とした今年度の

取り組みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 朝食デザートプロジ

ェクトでございます。こちらのほうは季節の宿泊

プランおける食事やデザートへの地元食材の活用

を継続していく、こういったものとあわせまして

メディアとタイアップをいたしまして、朝食が自

慢の宿特集など、そういったものの企画も今、考

えているところでございます。この食のＰＲと関

係者の意識の醸成を引き続き図ってまいりたいと

いうふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 旅館で和風の朝食を前に

すると、小さなグラスでビールを飲みたくなるの

は私だけでしょうか。今、朝御飯を食べない人も

います。最近、保育士をしている妻との会話で、

朝御飯という言葉を知らないという子どもがいる

と聞いて驚きました。若いお母さんお父さんは朝

御飯を食べない家庭もあるんです。すると自然に

子どももだと思いますが、まずは朝食も旅の１つ

の楽しみですから、ぜひ朝御飯で塩原温泉、板室

温泉並びに平場の宿泊施設の活性化につながれば

と思います。 

  それでは、⑸の再質問に入ります。 
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  これまでは日本人が余り立ち入ることができな

かった赤坂や京都の迎賓館の公開や開放、自然保

護がメーンだった国立公園を体験、活用型の空間

にするなど、さまざまな規制緩和が進められてい

ます。おもてなしについても、かねてから観光の

支持要因であっても決定要因ではないことを指摘

する人もいましたが、今、国の観光施策からおも

てなしが姿を消しています。本市としては、関係

各位と今後どのように進めていくのか、具体的に

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 本市におきましては、

常にマーケットの目線に立ったニーズの把握に努

め、そのマーケットに合わせた観光資源やサービ

スの発信と提供を行うことが大切であるというふ

うに考えておりますので、誰に何を、１つのキー

ワードといたしまして、具体的なもの、ことの魅

力をしっかりと磨いた上で、的確な相手に発信し

ていくということを関係団体等と連携して今後も

進めてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、おもてなしの

定義について本市の所感をお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） おもてなしの定義と

いうことでございますが、おもてなしにつきまし

ては人的な気配り、心配りが必要であるというこ

とは当然でありますが、旅行を楽しみにしている

方々に具体的な期待感が持てるような情報をまず

お届けし、そして実際に来ていただいたときに、

その期待に応えられるような満足感を持って帰っ

ていただくということが基本ではないかというふ

うに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、最後に⑹の再

質問に入ります。 

  10年後、20年後を見据えた質の高いサービスの

提供とＣＳ、カスタマーズサティスファクション

の向上にも配慮をした基盤づくりは私も必要だと

思いますが、マスタープラン、もしくは（仮称）

那須塩原市観光総合計画などを策定してみてはど

うか、本市の考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 観光の振興、観光地

としてのまちづくりの推進というところで考えて

みますと、長期的、それから広角的な視点でのビ

ジョンを観光関係者を初めとする地域の皆さんと

行政が共有して、かつ足並みをそろえて協働し、

計画的に取り組んでいくことが必要であるという

ふうに考えております。 

  現在、観光局の活動の中で共有できるビジョン

や協働の体制づくり、意識の醸成等に取り組んで

いるところでありますので、状況を見きわめなが

ら計画の策定にも取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 本市観光のバイブルとし

て、ぜひスピーディーにかつ積極的に取り組んで

もらいたいと思います。できれば木下審議監が在

籍している間に策定してもらいたく、強く要望を

いたします。 

  次に、温泉街の整備についても、塩原温泉、板

室温泉の課題をどのように捉えているのか、現状

についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 本市の温泉街におけ
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る課題につきましては、良好な景観の維持や町並

みの整備、２次交通の充実や市の観光施設のあり

方など、それぞれに課題を抱えていると認識をし

ております。塩原温泉、板室温泉の関係者の中で

も、現状への危機感と活性化への気運が高まって

おりまして、それぞれに協議を行っているという

ところが現状でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 現状を踏まえたそんな中

で、温泉街などの町並み並びに景観の具体的な課

題についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 具体的な課題という

ことでございますが、温泉地におきましては、そ

の温泉街自体が観光資源であるというふうな考え

方をしております。温泉街に点在する空き店舗、

それから空き旅館等の有効活用や老朽化いたしま

した物件の整理など、こちらのほうは今、抱えて

いる大きな課題であるなというふうに感じており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、最後の再質問

に入りますが、温泉街の整備については、もちろ

ん関係者との意見交換などは必要不可欠だと思い

ますが、スキームについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 温泉街の整備に当た

りましてのスキームですが、現在の体制下におい

ては、市内の３観光協会が参画している観光局、

それから経済団体、地元住民等というスキームに

なると思います。それぞれが連携し、意見の集約、

役割の分担等を協議していくことが基本的なスキ

ームになるのではないかというふうに考えており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 日本遺産の趣旨と目的を

十分に理解した上で、積極的に取り組んでもらい

たいと思います。本市のポテンシャルを十分に理

解した上で進めていくことが成功の物語、すなわ

ちサクセスストーリーになるような気がします。

歴史の声に耳を傾けると、その土地に物語が生ま

れる。文化財は保存から活用への時代へ。日本遺

産は始まりますとあります。ぜひ市長には、強い

リーダーシップのもとで日本遺産の認定をかち取

ってもらいたいと強く要望します。 

  また、塩原温泉、板室温泉を初め、本市の観光

のますますの発展を期待し、また今後、観光局の

法人化並びに観光協会のさらなる活性化に期待を

し、この項の質問を終了します。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５９分 

 

再開 午前１１時０９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

  ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ３、商店街と「まちづく

り」について。 

  本市の商店街でも、空き店舗を利用したコミュ

ニティースペースの設置、地域の歴史、文化資源

の掘り起こし、市や祭りなどのイベントの実施、

アートとの連携、ゆるキャラの創作、ポイントカ

ード、スタンプの発行、子育て及び高齢者の支援、

一店逸品運動、各店独自のサービスや商品の提供

やチャレンジショップ、空き店舗を起業者に期間
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限定で格安に賃貸する創業支援の展開など、さま

ざまな取り組みを行ってきました。しかし、そう

したまちづくりの取り組みが、買い物客や販売額

の増加を通じた商店街の活性化に必ずしもつなが

っていないのが現状だと思います。 

  そこで、こうした商店街の現状を踏まえつつ、

以下の点についてお伺いをいたします。 

  ⑴本市の商店街数についてお伺いします。 

  ⑵本市の商店街が衰退した原因について、本市

の所感をお伺いします。 

  ⑶本市の商店街の活性化への課題と、その解決

に向け関係団体とどのような連携をとっているの

か具体的にお伺いをします。 

  ⑷商店街の今までの支援策について、詳細にお

伺いします。 

  ⑸商店街の必要性を本市としてどのように捉え

ているのかお伺いをします。 

  ⑹今後、商店街を本市としてはどのように支援

していくのか具体的にお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） ３の商店街と「まち

づくり」につきまして、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の本市の商店街数についてでありま

すが、現在、把握している市内の商店街は10商店

街、地区別に申し上げますと、黒磯地区が６、西

那須野地区が３、塩原地区が１となっております。 

  次に、⑵の本市の商店街が衰退した原因につい

ての本市の所感についてでありますが、大きくは、

大型店の郊外への進出や市街地の空洞化などの外

的、社会的要因と、経営者の高齢化や後継者不足

などの内的、個別的な要因が挙げられると考えて

おります。 

  次に、３と４につきましては関連がございます

ので、あわせてお答えをいたします。 

  本市の商店街の活性化への課題についてですが、

主なものといたしましては商店街や各店舗がそれ

ぞれに魅力アップを図っていくこと、地元と市商

工会等の関係団体が連携して、人が集まりやすい

環境づくりなどが挙げられるというふうに思って

おります。 

  次に、解決に向けた関係団体との連携と商店街

への支援につきましては、市内の商工会と連携し、

経営者や後継者を対象といたしました研修会、創

業支援塾の開催等に取り組んできたほか、商工会

や商店街の活性化イベント等の支援を行ってまい

りました。 

  また、駅前や中心市街地でのイベントやまちづ

くり活動の支援といたしまして、黒磯の駅前活性

化委員会やえきっぷくろいそ、株式会社まちづく

りにしなすのが取り組んでいる事業活動への補助、

駅前イルミネーション事業への補助などを行って

きたところであります。 

  次に、⑸の商店街の必要性を本市としてどのよ

うに捉えているかについてお答えいたします。 

  商店街は、日常の消費生活を支える場であると

ともに、多様な交流やにぎわいを創出している場

でもありますので、市民の生活利便性の向上はも

とより、まちの活性化の観点からも商店街の果た

す役割は大きいものと捉えております。 

  最後に、⑹の今後、商店街を本市としてどのよ

うに支援していくのかについてお答えいたします。 

  商店街への支援につきましては、今後もイベン

ト等や施設整備等への支援を継続する必要がある

と考えております。 

  また、個々の店舗の魅力向上が商店街の活性化

やまちのにぎわいにつながるものと考えておりま

すので、引き続き商工会や関係団体との連携を図
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りながら、お店の特色づくりやその磨き上げ等を

促進し、個々の店舗と商店街を点と面の視点から

支援してまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、関連をしてい

ますので、一括で再質問をさせていただきます。 

  商店街数のここ数年の推移についてお伺いをい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 市内の商店街の数の

推移でございますが、平成16年度には21商店街、

平成21年度で13商店街、現在10商店街となってお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 商店街が衰退した原因に

ついては、本市としての考えはもっともだと思い

ます。しかし、商店街の歴史をひもとくと、なぜ

発展をしたのかを歴史に問いかけてみると、もっ

と具体的に見えてくるものがあると思います。本

市としても、３つの駅の整備には、商店街の果た

す役割は非常に大きいと思います。１つ例をとる

と、ただいま開発を進めている黒磯駅前なども、

これからソフトの部分で商店街のかかわり方が非

常に大きなターニングポイントになるような感じ

がします。 

  確かに、本市としてもさまざまな取り組みをし

てきたことは理解をします。しかし、なお衰退し

ていく現状を踏まえ、本市の関連団体との意見交

換会等は積極的に行われているのかお伺いをいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 関連団体との意見交

換会等につきましては、商店街活性化、町中のに

ぎわいづくり、空き店舗対策とさまざまな事業を

行うに当たって意見、情報の交換を行っておりま

す。 

  また、例にありました黒磯駅前におきましても、

商店街を含めた市民団体でありますえきっぷくろ

いそ等の団体と黒磯駅周辺地区全体の活性化につ

いての意見交換やビジョンの共有化に努めている

というところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 本市としては逆に、商工

会並びに商店街等とどのようなスタンスでかかわ

ってきたのか具体的にお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 市は、商店街や商業

の振興、それから市民の生活利便性の向上やまち

づくり等の観点から各種施策を推進し、あるいは

パートナーとして協働し、時には奮起を促すとい

うスタンスで支援し、ともに取り組んでまいった

というふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、本市で行われ

ている商工会等並びに商店街等のイベントの数に

ついて、本市が補助をしているイベントの数につ

いてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 本市が補助をしてい

る商工会、商店街等のイベントの数でございます。

昨年度補助を行いましたイベントの数については、

14のイベントでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 14のイベントの内訳につ

いてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 14のイベントを申し

上げます。初めに、那須塩原市商工会が主催とな

りまして実施しました商工会祭り、それから那須

塩原駅西口広場のイルミネーションの整備。西那

須野商工会が主体となって実施いたしました、美

味い上手い那須塩原感謝祭、西那須野駅前のイル

ミネーション。株式会社でありますまちづくりに

しなすの関連の事業といたしましては、五軒町商

店街の納涼祭、それから駅西祭、そすいの秋祭り、

さらに花市、そすい屋台祭り。黒磯駅前通り商店

街が実施いたしました黒磯駅前のイルミネーショ

ン整備、黒磯駅前の活性化委員会が中心に開催い

たしましたキャンドルナイト、もったいない市、

それからえきっぷくろいそが中心に行いましたえ

きっぷ・好きっぷ交流広場というようなイベント

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 地域の中で常設店舗を構

えるということは、文字どおり地域に根をおろす

ということだと思います。そうした中で、商人と

客との間の信頼関係は、地域というまとまりの中

で形成をされていると思います。商人の皆様は町

内会や自治会の活動を中心になって支え、祭りが

あればお金、労力を率先して提供し、地域の政治

課題にも熱心に取り組むといった形で地域社会に

おけるコミュニティーを積極的に担っていると思

います。 

  こうした形で活発に展開されてきた商店街等の

組織について、本市の支援並びに今後どのように

支援をしていくのか、改めてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 商店街等の組織に対

する支援ということでございます。こちらにつき

ましては、イベントや研修会の開催、街路灯の整

備補助等を行っておりまして、今後、商店街等を

取り巻く状況を注視しながら支援してまいりたい

というふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 改めて、商店街の再生に

は、多くの人々がエネルギーを注ぎ、再生に向け

ての意識や取り組みが活性化をしていく現状を踏

まえ、商店街全体で直面する困難な問題や課題に

向け、個々の商店や商店街全体としていずれも取

り組みやすく、また取り組みの成果や集客に結び

つきやすいものについて、本市の職員並びに担当

部局はどのようにアドバイスやコーディネートを

していくのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 担当部局の職員にお

いては、商店街の事業の企画、実施に関する相談

や、必要な情報の提供等さまざまな形でかかわっ

ておりますが、担当部局以外の職員につきまして

も、イベントやワークショップ等に個人的に参加

しているものという職員も多数おり、地域に暮ら

す住民といたしまして商店街や町中の活性化に取

り組んでいるというところであります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 商店街活動の内容やその

成果にかかわる問題を、本市としてはうまく指摘

できているのか。また、商工会等にも同様、意見

交換はできているのかお伺いをいたします。報告

だけの一方通行じゃございませんよね。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 商店街活動への指摘

や意見交換ということでございますが、補助金を

交付している事業につきましては、その実績報告
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を求めまして、事業についての評価や課題の整理

等を行い、次年度以降の事業に反映していただい

ているというところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 商店街の特徴を整理する

と、商店街とは何か、商業集積という言葉に集約

されるように思います。小売業の機能が集まり、

消費者の買い物場所が集中している場所と捉える

ならば、商店街は小売市場、ショッピングセンタ

ー、駅ビル、アウトレットモール等と並び商業集

積の一種であると思います。商店街は、異業種の

店が集まることでワンストップショッピングの利

便性を提供したり、同じ業種の店が複数存在する

ことで商品や価格の比較を容易にしたりするメリ

ットを持っていると思います。そうしたメリット

を通じてより多くの顧客を集めて、小規模分散性

という小売業の制約条件を乗り越えているわけで

す。 

  ただし、商店街を捉えるに当たっては、場所だ

けではなく組織という側面を見ることもできます。

黒磯駅前活性化委員会、えきっぷくろいそ、株式

会社まちづくりにしなすのなどの組織は、本市に

幾つぐらいあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 商店街の数と組織の

数というのは一致しているかどうかというのはあ

りますが、まちづくりや商店街活性化に向けた活

動をしている組織のうち、昨年度に市が活動支援

を行いました組織は４団体でございます。質問の

中にもございました３団体、３つの団体のほか、

黒磯駅前通り商店街が含まれております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、商店街の組織

について、本市としてはどのように認識をしてい

るのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 商店街につきまして

は、先ほど⑸のご質問でお答えいたしましたとお

り、市民の消費生活を支える場であり、多様な交

流やにぎわい創出の場であるというふうに考えて

おりますが、その組織は非常に重要で、まちづく

りに欠かせないものというふうに考えております。

商店街が機能するための原動力となるのがその組

織でありまして、さらに各個店であるというふう

に捉えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 商店街は、個々の小売業

者が自由な活動を行う中から結果的に特定の場所

に商店が集まる形で、いわば自然発生的に形成さ

れたものではないでしょうか。確かに、商店街は

組合、商店会等の組織が形成されますが、それは

あくまで個々の独立した商店が対等な関係のもと

にまとまっているだけで、商店街組織にはそれほ

ど大きな権限があるわけではないと思います。そ

れぞれの商店についても、たまたま同じ場所に立

地しているというわけで、業種や規模から経営の

意欲、能力、資源に至るまで大きなばらつきが見

られるのは当たり前だと思います。 

  もしかして、商店街というものは組織としての

活動が余り得意ではなく、利害の調整が難しい性

質を持っているのではないでしょうか。商店街の

盛衰が、基調に基づく計画的な管理、運営よりも、

競争という原理に大きく左右されることを意味し

ていると思います。結果的には、個々の小売業者

が自分の店の利益を最大化するべく競争を展開す

ることが、結果的に商店街全体の魅力を高めたり、

あるいは逆に魅力の乏しいものにしたりするわけ

です。ですから、個々のお店への支援について本
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市の取り組みをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 個々の店舗、事業主

への支援といたしましては、運転資金、設備資金、

創業支援資金等の制度融資、制度融資を利用した

事業者に対しての保証料の補助というようなもの

を実施しております。 

  また、商工会が主体となって行っております店

舗の魅力向上や経営ノウハウの取得等に対する支

援についても、今、実施しているというところで

ございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、最後の再質問

に入りますが、商店街でまちづくりについて、本

市としては商工会をどのように位置づけ、今後、

商工会とどのように連携をしていくのか、より詳

しくお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 商工会の位置づけと

今後の連携についてですが、商工会は、商工業や

地域経済の発展のための重要な組織であると認識

をしております。今後も商工会との連携を密に図

り、商工会の運営や商工会が会員や各種団体とと

もに取り組む事業を支援してまいりたいというふ

うに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ商工会等と連携をし、

商店街の復活もしくは時代のニーズに合う商店街

になるよう、末永く支援並びに応援をしてもらい

たいと強く要望いたします。 

  お祭りも地域の振興でございます。ことし那須

塩原商工会が５月に行った商工祭並びに西那須野

商工会が行っているうまいもんフェスティバル、

５年を数えて非常に多くの人でにぎわったような

祭りも積極的に行っている商工会並びに商店街の

皆さん、商店の皆様を、これからも強く応援をし

ていただきたく、強く要望します。 

  そして、これからは商店の皆様が元気づくこと

が那須塩原市の元気につながる一助でもあると思

っています。市長もその２つのお祭りの挨拶には

力強い、これから商工会を支援するんだと、商工

会の皆様が元気になってこそ那須塩原の元気はあ

るんだというようなことも強く挨拶で言っていま

したので、聞いた商店街の皆さん並びに商店の皆

様は勇気をつけられたと思います。君島市長が言

う市民の目線ということは、そういったことも市

民の目線で見て、今後、那須塩原市の経済がます

ます発展するよう力強く要望いたします。 

  私は、議員になってから７年前から言っており

ます。産業観光部の課長が幹事課長に上がるよう

な、そういった施策を前向きに積極的に進めても

らいたいと思います。那須塩原市の経済をつかさ

どっている部署の課長が幹事課長に上がっていな

いようでは、これから先の那須塩原市の商工業、

その辺も執行部にとっては、私たちの取り組みが

どんなに熱く言ってもなかなか認識していただけ

ないのではと思いますので、ぜひそういった組織

にも前向きに取り組んでいただければと思います。 

  それでは、次に４、既存庁舎における市民サー

ビスの向上について。 

  お役所仕事などという言葉はかつてのものとな

り、職員は今では必死になって市民のために行政

サービスの向上に努めていると思います。市役所

の仕事内容がどのようなものであれ、退屈なルー

チンワークが続くのではないか、また仕事がなく

て暇をもてあますのではないかといった心配は、

本市では無用だと思います。むしろ、これからの

職員は、どのように迅速にかつ役に立つサービス
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を提供するかということを常に考えながら仕事を

することが、市民へのサービスに応えるべきこと

だと思います。 

  新庁舎の建設が凍結となりましたが、現在の市

役所の機能や組織について、改めて以下の点につ

いてお伺いをいたします。 

  ⑴現時点での新庁舎の完成はいつごろになるの

か、具体的にお伺いをします。 

  ⑵既存庁舎の課題についてお伺いをします。 

  ⑶新庁舎ができるまで、既存庁舎で市民の求め

るサービスに十分応えられるのか、当局の考えを

お伺いします。 

  ⑷新たに市民の求めるサービスに応えられるよ

うな組織の改革はあるのかお伺いをします。 

  ⑸既存庁舎の課題のうち、新庁舎完成までに取

り組むべきものについて、ハード、ソフトを含め

具体的にお伺いをします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） それでは、４、既存庁舎

における市民サービスの向上について順次お答え

申し上げます。 

  初めに、⑴の現時点での新庁舎の完成時期につ

いてでございますが、東京オリンピック開催後の

着工を原則に、合併特例債の発行可能期間をも視

野に入れて、これから手順を踏んで全体の整備ス

ケジュール等を検討してまいりたいと考えており

ます。 

  次に、⑵の既存庁舎の課題についてでございま

すが、平成27年３月に策定いたしました新庁舎建

設基本構想においては、既存本庁舎の位置、施設

の狭隘、施設の老朽化、施設の構造的な問題、防

災上の問題、バリアフリー化の限界、市民交流ス

ペースの不足、行政機能の分散の８つを大きな課

題としております。 

  次に、⑶の新庁舎ができるまで、既存庁舎で市

民の求めるサービスに十分応えられるかと、⑸の

既存庁舎の課題のうち、新庁舎完成までに取り組

むべきものにつきましては、関連がありますので

あわせてお答えいたします。 

  市民の皆様が直接かかわる窓口サービスにつき

ましては、親しみやすい便利で快適なサービスを

提供する身近な窓口としての市役所、これを実現

することを目的に、平成27年５月に策定いたしま

した窓口サービス向上に係る行動計画におきまし

て、満足度の高い窓口サービスの充実に向け、鋭

意取り組んでいるところでございます。 

  また、先ほどお答えした既存庁舎の課題の中で、

市民サービスの提供に大きな支障が生じる場合に

は、随時改善に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

  最後に、⑷の市民の求めるサービスに応えられ

るような組織の改革についてでございますが、組

織の改革につきましては、社会状況の変化や市民

のニーズ、喫緊の課題などに対し速やかに対応す

るための改革を必要に応じ行っております。 

  今年度につきましても、第２次総合計画の実効

性を担保するための組織について検討、見直しを

行う予定でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴より順次再

質問をさせていただきます。 

  確認をいたします。合併特例債の発行可能期限

は、平成36年内に新庁舎は完成するという認識で

よろしいのでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 
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○企画部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  新庁舎の完成時期につきましては、合併特例債

の発行可能期限であります平成36年度を目途とし、

今後、整備スケジュール等について検討をしてま

いりたいというふうに考えておるところでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、新庁舎建設に

伴い、既存庁舎の再利用は考えているのかお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 既存庁舎の再利用につい

てでございますが、こちらにつきましても今後に

おいて具体的な方向性等も含め検討してまいりた

いと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、改めて⑵の再

質問に入ります。 

  既存庁舎の課題についてはただいま答弁をいた

だきましたが、８つの課題についてもう少し詳し

くお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 既存庁舎の８つの課題に

ついての詳細ということでございますが、こちら

につきましては、新庁舎建設基本構想のほうから

引用させていただいて答弁をいたします。 

  まず、既存庁舎の位置についてでございますが、

こちらにつきましては交通機関が集まる駅周辺か

ら遠く、わかりにくい場所に位置しているという

ようなお話でございます。 

  また、次に施設の狭隘についてでございますが、

こちらは、待合スペースや執務スペース、相談室

などのスペースを確保することが難しい状況にあ

るということ。 

  施設の老朽化につきましては、築30年以上が経

過しているため、空調、電気、給排水などの設備

関係が老朽化し、年々維持管理費の増加が想定さ

れるということ。 

  施設の構造的な問題につきましては、来庁され

たお客様が正面玄関から全体が見渡せず、目的の

窓口を探すことが難しいという状況にあるという

こと。 

  防災上の問題につきましては、危機管理機能を

備えた防災拠点としての役割といったものを十分

に果たすことが難しいという状況にあること。 

  バリアフリー化の限界につきましては、障害者

や高齢者へ配慮した対応が十分にできないという

こと。 

  市民交流スペースの不足につきましては、市民

活動にとって大切な情報の受発信のスペースの確

保が難しいということ。 

  そして、最後になりますが、行政機能の分散に

つきましては、窓口の分散化により市民の皆さん

の利便性と行政効率の低下を招くおそれがあると

いうこと。 

  以上が、８つの課題の詳細ということでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、既存庁舎の課

題については、どこの部署が中心になって対応を

するのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） どこの部署が中心になっ

て対応するのかというお話でございますが、既存

庁舎の維持管理に関する課題につきましては財政

課が所管ということになります。また、窓口に関

する課題につきましては、平成27年５月に策定い
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たしました窓口サービス向上に係る行動計画に基

づき各課で取り組んでおりますので、各課が所管

になるということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） １点、ちょっと確認した

いんですが、この那須塩原、今の現存の庁舎は、

人口７万人に対応するべく庁舎だというふうに私

ども認識をしているんですが、そういった認識で

よろしいのでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  この庁舎を建設したのは昭和58年、完成したの

はです。ということになりますので、そのころの

人口規模というものに関しては当然８万人までは

いっておりませんが、容量的には８万人というよ

うなところの容量の中で庁舎を建設しているとい

うことだというように認識しております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑶の再質問に

入ります。 

  平成27年に策定した窓口サービス向上に係る行

動計画についてはどのような経緯で策定し、どの

ようなメンバー、並びに市民の声は反映されたの

かをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 私のほうから答弁をさせ

ていただきたいと思います。 

  経緯につきましては、先ほど企画部長のほうか

ら若干答弁があったところではございますけれど

も、ご存じのとおり、これから先人口減少社会が

進むというふうな中で、やはり多くの人たちから

選ばれる、こういったまちづくりをしていかなけ

ればならないというふうなことになります。そん

な中で、行政サービス全般について向上を目指す

というのは永遠の命題だというふうに考えており

ますが、そんな中でもやはり窓口サービスの向上、

これは非常に重要だろうというようなことから、

この計画を策定したものでございます。 

  次に、メンバーとしましては、窓口業務を所管

いたします各部局などから選出しました職員で構

成されますワーキンググループ、そして課長職員

で構成されます連絡会、そして部長級職員で構成

される向上委員会、ここで計画を策定、推進をし

ているところでございます。 

  次に、市民の声をどのように反映したかという

ようなことでございますが、この計画を策定する

に当たりまして、本庁や支所等に来庁されたお客

様に対しましてアンケートを実施したところでご

ざいます。それらの調査結果を、市民の皆様方の

意見として活用させていただいたというふうなこ

とになっております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、窓口サービス

にはどのようなクレームが市民の皆様から出てい

たのか、詳しくお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） クレームというふうなこ

とでございますが、これにつきましても、その市

民アンケートの中からお答えをしたいと思います

が、まず接遇面としましては挨拶がない職員がい

るですとか、あるいは対応する職員によって対応

がまちまちではないかとか、あるいは説明に専門

用語が多くてわかりづらいというふうな意見が寄

せられたところでございます。 

  また、業務効率面で申し上げますと、時間帯に

よっては混んでいて時間がかかる場合があります
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というふうなところ、あるいは申請書類の記入、

これが難しい、もっと簡素化できないのかとか、

あるいは環境整備の面につきましては、待合スペ

ースが狭い、あるいはカウンター前に椅子をもっ

と配置してもらいたい、通路が狭い等々の意見が

寄せられているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 部長、海外に、僕ハワイ

にしか行ったことがないんですが、お店に行くと

「May I help you」と言うんですよ。何かお困り

ですかと、ただショッピングですから見ているだ

けですと「Just looking」と言ったらさっと行く

んですよ。だから、お困りの方が来たときはあそ

このカスタマーズで、僕の同僚だった岡本議員な

んかが昔窓口、彼はドコモの系列のそういった社

長だったので、民のそういったのを提案したりと

かいろいろしていたんですが、何らこういう話を

するんですが、窓口業務がこれといって進化はし

ているとは思えない。ただ、８割以上の市民が大

方満足はしているんではないかと思います。 

  そういった、やっぱり現状を踏まえた上でのそ

の満足度、期待度には十分やっぱり答えていると

いう認識でよろしいでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） アンケート調査の結果も、

実は窓口サービス、先ほど申し上げましたのはク

レームの部類というようなことでございますが、

大方の市民の皆様方は満足していらっしゃるとい

うふうな結果は出てございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、市民の皆様が

直接利用される施設等のクレームなどは出ていな

いのか。例えばトイレ、エレベーター、その他、

そういったものをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） それでは、最近あったお

話のほうからお話ししたいと思いますけれども、

実は本庁舎脇にトイレがございますが、そこの照

明が夜間点灯していないというふうなご意見があ

りまして、それにつきましては早速状況を確認し、

夜間においても照明が点灯するような電気設備の

改造を行っております。その夜間といいますのは

10時以降というようなことになりますけれども。 

  また、本庁舎につきましては、以前より暗い、

狭い、あるいは１階部分にあっては階段があって

見通しが悪いというふうな構造的な問題について

指摘を受けているところでございます。そんなこ

とから、窓口サービス向上に係る行動計画の取り

組みといたしまして、窓口カウンター上部への業

務内容の案内看板の設置、あるいは２階階段正面

に案内ボードの設置などを行っているところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 例えば、入り口のところ

に（仮称）図書館のジオラマが飾ってあるんです。

あれは建設部長に言って、もう念願ですよ、飾っ

てもらった。ところが暗くてわからない。ああい

うときに職員の、僕はいつも言っている、暗くな

いと。だけれども、カスタマーの人は暗いと思っ

ているんです。だから、そういったのもできれば

市民目線で考えてもらいたい。もう無理を言って

あそこに飾ってもらったのに全然意味がないです

よ。しかし、ああいうものを飾ることによって市

民の人たちが期待をするんですよ。それはやっぱ

り少し切に考えてもらいたい。それが総務部長の

仕事であれば、ぜひ総務部長にもあそこの図書館

の場所を見てもらって、間接照明並びにちょっと
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した照明をつけるような、ちょっとしたそういっ

た努力をしてもらいたい。それがやっぱり将来の

那須塩原につながる１つの手段ではないかと思い

ますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

  また、このようなクレームの処理にはどのよう

なスキームで対応し、どこの担当部署が担当して

進めていくのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） まず、本庁舎の管理につ

きましては、私ども総務部財政課の管財係が所管

をしているところでございます。また、クレーム

の対応につきましては、その内容をまずはよく確

認しまして、対応すべきかどうかを判断をさせて

いただきます。対応すべきというふうになった場

合については、簡易な修繕など経費が余りかから

ないものであれば、速やかに対応するというよう

なことになるかと思いますし、現予算でなかなか

対応できないというふうなところであれば、改め

て予算措置を行い対応するというふうなことにな

ると思います。 

  さらに、もっともっとやっぱり多額の経費がか

かるといった場合については実施計画に計上し、

そこで計上した上で対応するというふうなことに

なるというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、既存庁舎で市

民のサービスに十分応えられていると思うか、改

めてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 先ほど申し上げましたよ

うに、この既存の庁舎でございますが、構造上の

制約があるというふうな中ではございますが、窓

口サービス向上にかかわる行動計画、これに基づ

きまして、可能な限り市民サービスの向上に努め

てまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑷の再質問に

入ります。 

  市民の求めるサービスに応えられるような組織

の改編については、最近どのようなことが行われ

たのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 最近行われました組織の

改編については、私のほうからお答え申し上げま

す。 

  平成27年度になりますが、こちらの年度では子

ども未来部というものを設置いたしまして、部内

に子育て支援課と保育課というものを設けまして、

子育て支援の強化を図っているということでござ

います。 

  また、同じ年度でございますが、シティープロ

モーション課の設置によりまして、本市の魅力と

いったものを内外に広く発信しているところでご

ざいます。 

  平成28年には、総務課内に危機対策・放射能対

策室を設置いたしまして、危機対策、放射能対策

を総合的、弾力的に推進するとともに、都市整備

課内に駅周辺整備室を設置いたしまして、ＪＲ駅

を中心としたまちづくりといったものを推進して

いるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、次に、組織の

改革はどのように行われるのか、本市の仕組みに

ついてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 
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○企画部長（藤田輝夫） 組織の改革はどのように

行われるのかとその仕組みについてでございます

が、本市では、組織機構改革を推進するために那

須塩原市組織機構改革推進会議といったものを設

置しております。この会議は、企画部長を本部長

といたします部長級で組織します推進本部と、各

部から選出された委員で構成いたします検討委員

会、そして各部ごとに組織しております専門部会

等々から構成しているということでございます。 

  役割といたしましては、市長の命を受けまして、

社会情勢の変化に対応した行政サービスを提供す

るための組織や施策をより効率的に実行する組織

などについて調査、検討を行いまして、改革案を

作成いたします。この改革案に対しまして、市と

しての決定手続を踏まえまして実際の組織改革と

いうものが実施されているということでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、時代背景や市

民のニーズに応えるべき組織改革は、どこの部署

が担当するのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 担当部署につきましては、

先ほどお答えした組織機構改革推進会議の事務局

であります企画部の企画政策課が担当課というこ

とになりまして、会議全体を所掌したり、本部、

あるいは検討委員会、専門部会の連絡調整を行う

ということになります。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 最後に、今の組織で十分

市民サービスに応えられていると思うかお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） こちらにつきましては、

当然、我々としては応えられている、応えていか

なくてはならないと強く認識しておりますし、今

後においても、社会情勢の変化、市民のニーズ、

喫緊の課題などに対して可能な限り速やかに対応

できる組織でなくてはいけない。さらに市役所で

あり続けたいというふうに強く思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑸の再質問に

入ります。 

  既存庁舎の課題の中で、市民サービスの提供に

大きな支障が生じる場合とありますが、具体的に

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  既存庁舎の８つの課題の抜本的な解決、解消に

つきましては、新庁舎の建設といったものに委ね

られているというふうに思っているところでござ

います。そんな中で、完成までの間、特に老朽化

等によります電気設備などの庁舎設備等のふぐあ

いが生じた場合といったことを想定しているとい

うことでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、随時改善に努

めるとありますが、具体的な仕組み、タイムスケ

ジュール等についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 庁舎の電気設備を初めと

します各種設備につきましては、故障を未然に防

止するために定期点検を実施しているところでご

ざいます。点検により緊急の修繕が必要となった

場合につきましては速やかに対応しておりますし、
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緊急に対応しなくてもいい場合につきましては、

優先順位を設定しながら修繕を行っているところ

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 次に、市民サービスの提

供には、職員のスキルアップはもとより職場の環

境等整備は必要不可欠だと思いますが、職員から

の課題等はどのように解決をしているのかお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） よりよいサービスを提供

するためには、やはり職場環境の整備も重要であ

るというふうには考えているところでございます。

そのため、職員からの要望も考慮しながら職場環

境の改善に努めているところでございます。 

  具体的には、冷暖房、これの稼働時間を長くし

たり、あるいは夏場の対応としまして扇風機の配

備を行ったり、あるいは西日対策といたしまして

ブラインドの改修などを行っているところでござ

います。また、トイレにつきましては、市民の皆

様方も利用するというような観点から洋式化を進

めておりまして、衛生対策、あるいは悪臭対策な

ども行っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 昭和58年、この庁舎がで

きたときに比べれば、女性職員もかなりふえてい

ると思うんです。そういった意味では、もちろん

便所の洋式化は当たり前だと思いますが、そうい

った女性にやさしいような、そういった課題は今

までに解決をしてきたのか。 

  しかし、今後そういったものに関しても、男女

共同参画ですとかいろいろ騒がれています。また、

国にとったり県にとって、市にとってもそうです

が、幹部職員に女性を登用するということなどを

考えると、ますます女性職員がふえてくるのでは

ないかという気がしますが、そういった部分の取

り組みは、部長は男ですのであれなんですが、ど

のようにそういったのを考えてやっているのかお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 確かに、女性職員、大体

割合で言いますと７、３から６、４、三、四割が

女性職員というふうな状況になってきております。

昔から比べるとかなりふえてきているというよう

な状況でございます。ただトイレの現状で申し上

げますと、スペース的な制約というのもあります

ので、例えば和式を洋式化して便座をふやすとか

というふうな対応はなかなかできないというふう

なことが現状かと思います。 

  ただ、先ほど申し上げましたように、悪臭対策

等、そういったものについては、男子便所も同じ

でございますが、そんな対応はしているというふ

うな現状でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） これも１つ提案なんです

が、将来的にこの庁舎を再利用する上でも、確か

にトイレは喫緊の課題だと思うんです。であれば、

昔トイレはかわやといったように外にもありまし

た。那須塩原で一番きれいな公衆便所。男性職員

はかわやでいいじゃないですか。庁内を全部女性

職員のトイレにするとかいうような思い切った政

策も必要ではないかと思うので、ぜひその辺も前

向きに考えてもらいたいと思います。 

  それでは、最後の再質問に入ります。 

  既存庁舎での市民サービスに対応するための検

討、見直しはしっかりやるということでよろしい

のでしょうか、お伺いをいたします。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 検討、見直しというふう

なことでございますけれども、もちろんこの検討、

見直しにつきましては、先ほど来申し上げていま

す窓口サービス向上に係る行動計画におきまして、

窓口サービスの取り組み項目の進捗状況、あるい

は達成状況について、毎年その進捗のほうを管理

していくというようなことになっております。こ

れらの検証結果を踏まえまして、窓口サービスの

さらなる向上に努めたいというふうに考えており

ますし、また新たな課題が発生した場合には、そ

の都度内容を検討し窓口サービスの推進に努めて

いきたいというふうに考えているところでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 既存庁舎は、人口７万人、

８万人に対応するというようなことを聞いていま

すが、どう見ても手狭なのは理解をしています。

また、女子職員も当時からではかなりふえている

と思います。ぜひ、トイレ等なども含め、工夫を

しながら対応してもらいたいと思います。 

  また、エレベーターにつきましても、バックア

ップのためではなく、一つは業務用的な要素を持

たせつつ、使用に反映しながら検討してみてはど

うか要望をいたします。いつから片側にはなって

いるかわかりませんが、物量も多いですし、５階

からＢ１までかなり書類等も運んだりする部分も

あると思うので、片一方に関しては、こちらのエ

レベーターに関しては業務用で使わせていただき

ます、または職員も使わせていただきますのでと

いうようなことを考えて、そういったものを少し

考えてみてはどうかと思います。恐らく節電等の

対策でああいう状態にしてあるとは思いますが、

非常に不便を来しているところでもありますし、

12時のあのエレベーターの中、私はにおいフェチ

なので、ざるそば、ラーメン、かつ丼なんかのに

おいが充満している中をすると、市民の皆様が利

用したときに少し不快になるのではないかという

こともありますので、ぜひそういったことも十分

に理解をしながら進めてもらいたいと思います。

またそういったことも強く要望いたします。 

  新庁舎建設は凍結をしましたが、ぜひ課題を真

摯に解決し、やれるものからスピーディーに進め

てもらいたいと思います。本当に、窓口業務でも

何でも待ったなしだと思いますので、ぜひ市民の

皆様が心地よく、それで私、前から言っています

ように、市役所は市民の役に立つところでござい

ます。ぜひそういうのも理解した上でしっかりと、

優秀な職員もいるわけですから。前、ＳＰＡＣ等

もそうでした。地方創生でそういった若者が活躍

した場を、できれば今度は庁内のサービス向上の

ために、ぜひ若い人たちがこれから入る庁舎です

から、そういったものも真摯に受けとめながら前

向きに進めてもらいたいと思います。 

  以上で、私の市政一般質問を終了します。ご清

聴ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、７番、櫻田貴久

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで、昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５９分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 



－89－ 

 

◇ 佐 藤 一 則 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、５番、佐藤一則議

員。 

○５番（佐藤一則議員） 皆様、こんにちは。議席

番号５番、ＴＥＡＭ那須塩原、佐藤一則です。通

告書に従い、市政一般質問を行います。 

  １、まち・ひと・しごと創生総合戦略について。 

  我が国日本は急速に少子高齢化が進行し、2008

年以降は人口減少局面に入っています。国立社会

保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口

（平成24年１月推計）」（出生中位（死亡中位）

推計）によれば、2060年には人口が8,674万人ま

で減少し、高齢化率は2013年の25.1％から2060年

には39.9％となると推計されています。また、こ

れに伴い労働力人口も大幅に減少すると推計され

ています。 

  人口減少は、①若年人口は減少するが、老年人

口は増加する時期、②若年人口の減少が加速化す

るとともに、老年人口が維持から微減へと転じる

時期、③若年人口の減少が一層加速化し、老年人

口も減少していく時期の３段階で見ることができ

ます。その状況は地域によって大きく異なってお

り、東京都区部等は①の段階に、人口５万人以下

の地方都市は②の段階に、過疎地域の市町村は既

に③の段階にあると思われます。このような少子

高齢化、人口減少の地域的な時間差のある進展に

より、地方の経済雇用基盤の崩壊や社会保障制度

の維持可能性の確保が困難になるといった種々の

悪影響が生じることが考えられます。 

  地方においては、人口減少がこのまま進むと、

2060年には現在、人が住んでいる居住地域のうち

６割上の地域で人口が半分以下に減少し、さらに

２割の地域では無居住化すると推計されています。

また、地方から大都市圏、とりわけ東京圏への若

年層の人口移動が生じており、このまま東京圏へ

の一極集中が続けば、地方における上記のような

問題のみならず、出生率が低い東京圏へ若年層が

集中することによる人口減少のさらなる進行、こ

れまで東京圏へ流入した人口が高齢化する時期を

一気に迎えることによる医療、介護ニーズの急激

かつ大幅な増大と、これによる施設や人材の不足

などの問題も生じると考えられます。 

  このような人口減少克服、地方創生という構造

的な課題に対処するためには、国と地方が、国民

とともに今後の見通しや基本認識を共有しながら

総力を挙げて取り組むことが重要であり、その際

には、地方がみずから考え、責任を持って取り組

むことが不可欠であると考えられます。 

  人口減少と東京一極集中に歯どめをかけるため

には、地方への「ひと」の流れをつくり出すこと

が必要であり、このためには地方に「しごと」を

つくり、地方へ「ひと」を呼び込み、「ひと」の

暮らしを支える「まち」が活性化する好循環、相

乗効果が重要であり、この過程では、若い世代の

希望に沿って結婚、妊娠、出産、子育てができる

ような環境を整えることが何より大事であると考

えられます。 

  特に、安心して結婚や出産、子育てを行うこと

ができる経済的基盤をつくることが重要であり、

地域の魅力ある中小企業の発掘等、若者雇用対策

を進める必要があると思うことから、本市に関し

て次の点についてお伺いします。 

  ⑴人口と高齢化率の推移についてお伺いします。 

  ⑵世帯数の推移についてお伺いします。 

  ⑶転入・転出者数の推移についてお伺いします。 

  ⑷出生・死亡者数の推移についてお伺いします。 

  ⑸従業員者数と事業所数の推移についてお伺い

します。 

  ⑹人口減少がもたらす影響についてお伺いしま
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す。 

  ①財政状況について。 

  ②公共施設の維持管理について。 

  ⑺人口ビジョンについてお伺いします。 

  ①短期的目標について。 

  ②中期的目標について。 

  ⑻重点施策の現状と課題についてお伺いします。 

  ①雇用について。 

  ②結婚について。 

  ③子育てについて。 

  ④教育について。 

  ⑤暮らしについて。 

  ⑥交流について。 

  ⑦広報について。 

  以上、最初の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 佐藤一則議員の１のまち・ひ

と・しごと創生総合戦略について、順次お答えを

いたします。 

  初めに、⑴の人口と高齢化率の推移についてで

すが、国立社会保障・人口問題研究所が平成25年

３月に公表した推計によりますと、本市の人口は

平成27年の11万8,583人をピークに減少に転じ、

平成52年には10万7,484人まで減少すると推計さ

れております。また、高齢化率については、平成

22年の19.8％から平成52年には35.1％まで増加す

ると推計されております。 

  次に、⑵の世帯数の推移についてですが、国勢

調査の結果によりますと、平成17年の４万826世

帯から、平成22年には４万4,545世帯となってお

り、さらに平成27年には４万5,563世帯と増加の

傾向にあります。 

  次に、⑶の転入・転出者数の推移についてです

が、平成22年度まではおおむね転入者が転出者を

上回る転入超過で、社会動態は増加で推移してお

りましたが、平成23年に転出者が転入者を上回る

転出超過となり、その後も社会動態は減少の傾向

が続いております。 

  次に、⑷の出生・死亡者数の推移についてです

が、平成24年度までは出生者数が死亡者数を上回

り、自然動態は増加で推移しておりましたが、平

成25年に死亡者数が出生者数を上回り、自然動態

は減少となり、その後も同様の傾向が続いており

ます。 

  次に、⑸の従業者数と事業所数の推移について

ですが、経済センサスによりますと、従業者数は

平成18年の５万2,758人から、平成21年には５万

5,373人と増加となっておりましたが、平成26年

には５万3,518人と減少に転じております。 

  また、事業所数は平成18年の5,697事業所から、

平成21年には6,226事業所と増加となっておりま

したが、平成26年に5,725事業所と減少に転じて

おります。 

  次に、⑹の人口減少がもたらす影響についてお

答えをいたします。 

  まず、①の財政状況についてですが、歳入では、

地方税が生産年齢人口の減少などにより、平成25

年度の約191億9,000万円から、平成36年度には約

169億3,000万円まで減少すると試算をしておりま

す。 

  一方の歳出では、扶助費が高齢者人口の増加に

伴い平成25年度の約82億円から、平成36年度には

約96億2,000万円に増加すると試算をしておりま

す。 

  また、②の公共施設の維持管理については、平

成25年から平成64年までの40年間で、大規模改修

や建てかえ更新費用に総額約717億円を要する見

込みとなっており、税収が減少し、社会保障費が
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増加する厳しい財政状況に一層拍車がかかるもの

と考えております。 

  次に、⑺の人口ビジョンについてお答えをいた

します。 

  まず、①の短期的目標についてですが、東日本

大震災等の影響を受け、社会動態は転出超過とな

っていることから、計画期間最終年度である平成

32年度までには転入超過を目指してまいります。 

  また、②の中期的目標についてですが、おおむ

ね10年後となる平成37年を目標年次とし、その間、

現在の人口規模である11万7,000人を維持するこ

とと、生産年齢人口比率60％を維持することに加

え、本市に愛着を感じている人の割合を80％以上

とすることを目標に、総合戦略に示された重点施

策を推進してまいります。 

  最後に、⑻の重点施策の現状と課題についてで

すが、①の雇用についてから⑦の広報についてま

では関連がありますので、一括してお答えをいた

します。 

  本市における人口減少や少子高齢化は、全国平

均や近隣市町と比べて穏やかに進むと見込まれて

おりますが、着実に進行している状況にはござい

ます。このような中、本市としては高齢者を支え

る若い世代の移住者、定住者をいかにふやしてい

くかが極めて重要であると考えております。 

  そこで、本市のまち・ひと・しごと創生総合戦

略では、重点施策に７つのＫを定め、雇用、結婚、

子育て、教育、暮らし、交流、広報の各分野にお

いて「未来を拓く子どもたちの健やかな成長のた

めに」、「未来を創る地域産業の活性化のため

に」、「未来に集う人々の活発な交流のために」、

そして「未来を守る災害対応力強化のために」の

４つの基本目標の実現に向け横断的な定住促進施

策を積極的に連携、推進しているところでござい

ます。 

  答弁とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 最初の答弁をいただきま

したので、順次再質問をいたします。 

  まず、⑴の人口と高齢化率の推移についてであ

りますが、人口が減少する上に高齢化率が増加す

ることに対しての課題と対策についてお伺いをい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  人口減少の中で高齢化が進行することでの課題

と対策についてということでございます。まず、

国のまち・ひと・しごと創生総合戦略におきまし

ては、人口の減少は地域経済の縮小を呼び、地域

経済の縮小が人口減少を加速させること、これが

地方にとって一番大きな課題だというふうに位置

づけているところでございます。このことにより

まして具体的にどうなるかと申しますと、雇用の

パイといったものが減少し、生産年齢人口という

ものが減少いたします。すなわち働き世代が減少

していくということでございますので、当然の結

果として税収が減っていくということでございま

す。 

  また、あわせまして、同時並行で高齢化が進行

するということによりまして、医療、介護、年金

等々の社会保障費が増加することになりまして、

市の財政負担というものはますます厳しくなって

いくというようなところというものが予想される

ところでございます。 

  これらの課題に対しまして、結婚、出産、子育

ての総合的な支援や安定した雇用の創出など、高

齢者を支える若い世代をふやしていくための取り

組みと、あわせまして健康寿命などの延伸などに

よりまして少しでも社会保障費といったものを減
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らす取り組み、そんなものを同時並行的に進めて

いるといったところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） ⑴につきましては理解し

たところでございます。 

  続きまして、⑵の世帯数の推移についての再質

問でありますが、人口が減少しているにもかかわ

らず世帯数が増加傾向なことから、これは核家族

化が進んでいると思いますが、その課題と対策に

ついてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 核家族化の進行に伴う課

題と対策ということでございますが、核家族世帯

や単独世帯といったものが増加することによりま

して、人のつながりというものが希薄化しまして、

近所づき合いであったり地域での交流といったも

のが減少していくということで、このことはひい

てはということで、地元離れや地域への愛着の薄

れにつながっていくといったことが懸念されると

いうところでございます。 

  これらの課題に対しましては、まずは家庭、家

族の単位ということになりますが、この単位にお

きまして親、子、孫などの世代が多世代の同居を

促進するとともに、あわせまして地域コミュニテ

ィーの維持発展をさせていくための取り組みなど

によりまして、人のつながりや地域の交流といっ

たものを促進させて、地域力の向上といったもの

に努めてまいらなくてはならないというふうに思

っているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 続きまして、⑶の転入・

転出者数の推移についての再質問を行います。 

  転入超過から転出超過に転じ、社会動態が減少

している主な原因と、その対策についてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 転出超過の主な原因につ

いてということでございますが、転出超過の主な

原因といたしましては、まずは東京圏へ地方から

人口が流出しているといった一つの大きなトレン

ドといったものが、本市にも遅からず来ていると

いったことが一つあると思います。そんな中で、

東日本大震災といったものが追い打ち原因となり

まして、転出超過に転じたのかなというふうに分

析しているところでございます。 

  対策といたしましては、市のイメージアップや

魅力を発信する取り組みの強化といったものに努

めるとともに、先ほどもお答えしていますが、雇

用の創出や総合的な結婚、出産、子育て支援など、

高齢者を支える若者の世代をふやしていくために、

移住・定住促進施策といったものを積極的に推進

していく必要があるというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） この原因は、本市に限ら

ず全国的な傾向だと思っております。今後も、や

はり市のイメージアップ、または魅力を発信しま

して、東京に行った人をぜひ取り戻してください。 

  続きまして、⑷の出生・死亡者数の推移につい

ての再質問を行います。 

  自然動態の減少は、急に死亡者数が増加したこ

とよりも出生者数が減少したことが原因かと思い

ますので、合計特殊出生率の推移についてお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 合計特殊出生率の推移に

ついてでございますが、本市の合計特殊出生率に

つきましては、平成17年の1.44に対しまして、平
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成24年には1.63、平成25年には1.47、平成26年に

は1.51となっておりまして、いずれも県の平均値、

あるいは国の平均値よりも高いところで推移して

いるというようなところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） ただいまの答弁によりま

すと、本市における合計特殊出生率が県や全国と

比較して高い数値で推移していることは理解した

ところでありますが、本市においての数値目標が

あるのかどうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 合計特殊出生率の本市の

数値目標についてということでございますが、こ

ちらにつきましては、国のまち・ひと・しごと創

生長期ビジョンというものがございまして、こち

らの中で国が目標値を設定しておりますが、その

目標値を市としても採用させていただいていると

いうことでございます。具体的に申し上げますと、

平成32年には1.6程度、そして平成42年には1.8程

度を目指すということとしているところでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 人口が減らないというこ

とは2.07という数値は多分出されていると思いま

すが、それについては既に近づいているというこ

とは理解したところでございますが、その数値に

向けてどのような施策があるのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 数値目標を達成するため

の施策ということでございますが、これはまさに

本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略の中に位

置づけた、結婚であったり子育てであったり雇用

であったりといった重点の７つの施策というもの

をしっかりと実施していくことが、この目標の達

成につながっていくのかなというふうに思ってい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） ただいまの答弁によりま

すと、私が先ほど最後に質問いたしました重点施

策の７つのＫに含まれているということで、そう

いうご理解でよろしいんですか。わかりました。 

  続きまして、⑸の従業者数と事業者数の推移に

ついての再質問を行います。 

  従業者数と事業者数がともに減少した原因とそ

の対策についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 従業者数と事業者数

が減少した原因ということでございます。 

  平成26年度のデータと18年の比較では26ふえて

いますので、21年のデータの比較で見てまいりま

すと、従業者数と事業者数がともに減少している

主な産業区分は建設業、製造業というふうになっ

ております。原因といたしましては、経済のグロ

ーバル化が進む中で、円高等の理由による景気の

低迷やこの間にございました東日本大震災、それ

から工場の閉鎖や生産調整等が影響しているとい

うふうに考えております。 

  本市における対策につきましては、地域経済の

活性化対策を初めといたしまして、製造業を中心

とした企業誘致、それからＩＴ関連企業を対象と

したサテライトオフィスの誘致等の取り組みを進

めているほか、中小企業に対しましての運転資金

や設備資金、創業支援資金等の支援を行っており

ます。 

  今後も、商工会等関係団と連携を図りながら、

多様な企業誘致や新規創業の支援等に努めてまい
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りたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） これはやはり、人口減少

ともに働く人も少なくなっているというのは、そ

れは比例して理解するところでございますが、今

後とも情報発信をいたしまして、できるだけ本市

から撤退のなきような政策をよろしくお願いをい

たします。 

  続きまして６の①です。財政状況についての再

質問を行います。 

  人口減少により税収の落ち込み、一方の歳出で

は高齢者人口の増加に伴い扶助費の増加が見込ま

れることから、その課題と対策についてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 財政の件でございますの

で、私のほうから答弁のほうをさせていただきた

いと思います。 

  人口減少と、それから高齢化の急速な進展によ

りまして、多くの高齢者を少ない生産年齢の人た

ちが支えるという大変厳しい社会になってくるん

だろうというふうに認識をしているところでござ

います。税収の減少と扶助費の増加は、行政経営

におきまして社会資本の整備や維持に投資ができ

る財源が少なくなる、あるいはなくなってしまう

というふうな極めて大きな課題だというふうに捉

えているところでございます。 

  こういった状況を乗り越えるためには、まずそ

の事業の見直しを初めとしました民営化、あるい

は指定管理者制度、事業の委託、そういった行財

政改革の徹底、あるいは市民との協働、そういっ

たものをさらに進めていかなければならないとい

うふうには考えてございます。 

  また、先ほど来、市長、あるいは企画部長のほ

うからお話がありましたように、人口減少が地域

経済の縮小を呼び、また地域経済の縮小が人口減

少を加速させるという悪循環の連鎖に陥らないよ

うにするためにも、まち・ひと・しごと創生総合

戦略の推進によりまして定住者の減少を最小限に

とどめるとともに、交流人口の増加によりまして

地域経済の活性化を図り、サービスの原資となり

ます税収のほうを確保を行っていく必要があると

いうふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） もちろん、人口減少して

いくことが非常に問題であろうと思うんですけれ

ども、その中で一番やはり懸念されることは、年

代別の構成が非常にバランスが悪いということで

ありますので、今後また本市からいろんな政策を

向けまして、国に逆に提案されるような政策を行

いまして、できるだけそのバランスの悪いものを

解消していけたらと思っておりますので、今後と

もどうぞよろしくお願いをいたします。 

  続きまして、⑹の②についてでございますが、

学校の公共施設、公共交通等の維持が困難になる

ことなど、これまで行政等が行ってきた住民サー

ビスの提供への影響が懸念されますことから、そ

の対策についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 私のほうからお答えさせ

ていただきます。 

  人口の減少によりまして、住民サービスの提供

への影響といったものが懸念されることへの対策

ということのお尋ねでございます。まずは何をす

るかといいますと、まち・ひと・しごと創生総合

戦略といったものに基づきまして、７つの重点施

策といったものを着実に推進していくことにより

まして、人口の減少といったものに歯どめをかけ
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まして、地域経済を元気にしていくことが住民サ

ービスの継続に通ずるものというふうに考えてい

るところでございます。 

  そんな中で、具体的には公共施設のお尋ねがあ

りましたので、公共施設につきましては総合的か

つ計画的な管理に関する基本的な方針といったも

のを定めまして、今後はその方針に基づいて有効

活用ができるようにつなげてまいりたいというふ

うに思います。 

  また、公共交通につきましては、那須地域定住

自立圏におきまして、ＪＲ那須塩原駅を中心とし

た公共交通ネットワークの構築というものに取り

組んでおりますので、そういう中で効率的で効果

的な圏域内の公共交通というものをしっかりと積

み上げていきたい、築き上げていきたいというふ

うに思っております。 

  いずれにしましても、そういうことによりまし

て利用者の利便性の向上といったものを図ってま

いりたいというふうに考えているところでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それにつきましては了解

しました。 

  続きまして、７の①について再質問をいたしま

す。 

  転入超過に転じる対策についてお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 転入超過に転じる対策に

ついてでございますが、こちらにつきましては先

ほどもお答えさせていただきましたが、市のイメ

ージアップや魅力を発信する取り組みの強化とい

ったものに努めるとともに、雇用の創出や総合的

な結婚、出産、子育て支援など、若い世代に向け

た魅力ある取り組みといったものを積極的に進め

てまいります。そのことによりまして、先ほど佐

藤議員も言われていましたが、一度本市を離れた

若者のＵターンや、あるいは市外の若い世代の移

住・定住といったものを促進してまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 続きまして、⑺の②につ

いては中期的目標の人口規模、生産年齢人口比率、

那須塩原市に愛着を感じている人の割合数値目標

は理解したところであります。 

  その目標の達成に優先的に取り組んでいる基本

目標の１「未来を拓く子どもたちの健やかな成長

のために」、基本目標２「未来を創る地域産業の

活性化のために」、基本目標３「未来に集う人々

の活発な交流のために」、基本目標４「未来を守

る災害対応力の強化のために」の４つの基本目標

の実現のために７つのＫを定めていることから、

それぞれのＫの重立った事業について、進捗並び

に今後の事業展開について再質問をいたします。 

  まず、１の雇用についてでありますが、⑴市内

立地企業への推奨制度の創設と、⑵サテライトオ

ィスの誘致についてまとめて再質問をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） それでは、初めに市

内立地企業の奨励制度の創設につきましてお答え

をさせていただきます。 

  現行の那須塩原市工場誘致条例、こういったも

のがございますが、こちらのほうは製造業を中心

といたしました奨励制度となっておりますので、

対象の規模、それから業種、こういったものの拡

大を、それに合わせまして奨励金等の見直しと、

こういったものを行って条例改正に向けて検討を

しているという状況でございます。 
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  ⑵のサテライトオフィスの誘致についてであり

ますが、ＩＴ企業を対象に、個々のニーズを把握

しながら誘致活動を進めているという状況でござ

います。これまで、関心を示していただいている

企業から、宿泊施設等を活用した短期間でのオフ

ィス開設を検討したいというような意向がありま

して、本年の４月、先々月、現地の見学、宿泊体

験というようなのを行ったという状況でございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 次に、２の結婚について

は、⑴結婚生活への支援と⑵の若者の出会い創出

事業の開催について、まとめてよろしくお願いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 結婚につきましては、私

のほうで答弁をさせていただきたいと思います。 

  ⑴と⑵は関連がございますので一括してお答え

させていただきます。 

  現在、本市が行っている取り組みといたしまし

ては、産業観光部が所管いたします農業後継者の

婚活イベント那須高原農コンと、子ども未来部が

所管いたします地域結婚サポーターによります栃

木出会いサポート事業といったものがございます。 

  今後、企画部におきましても結婚支援策といっ

たものを推進するための指針となる那須塩原市結

婚サポート総合戦略の策定とあわせまして、本市

における結婚支援策の推進拠点となります結婚サ

ポートセンターの開設に向けた準備を進める予定

でございます。 

  これらによりまして、本格的な結婚支援策の展

開といったものを図ってまいりたいというふうに

考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 農業後継者の婚活イベン

ト、那須高原農コンということでございますが、

これはどのようなイベントなのでしょうか、お伺

いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 那須高原農コンの内

容ということでございます。農業の担い手の確保、

それから後継者不足の解消などを図るために実施

している事業でございまして、イベントへの、具

体的なイベントの中身といいますか、細かい話を

少しさせていただきますと、参加の要件といたし

ましては、男性は二十以上の独身者、これは本市

在住のという中でございます。女性は二十、20歳

以上の独身者で、こちらのほうは地域等の制限は

ございません。こういったメンバーで開催します。 

  中身といたしましては、昨年行った実績でござ

いますが、ナスの収穫体験、それからバーベキュ

ーなんかを行いながら交流を深めるという形をと

っております。イベントの最後にはマッチングと

いうようなこともございまして、結果としてその

場で成立したのは１組というのが実績でございま

した。 

  現場の話を聞いてみますと、マッチングは１組

でしたが、それぞれに今携帯、スマホというんで

すか、そちらのほうで連絡先の交換なんかはほか

にもやっていたというふうな話を聞いております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 電話でやりとりはしてい

るということでございますが、その後、その方が

それ以上の進展があったかどうかというまでは追

跡はできているかどうかなんですけれども、お伺

いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 
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○産業観光部長（藤田一彦） こちらのほうは、申

しわけございませんが、その後、その１組が今ど

ういう状況にあるかというところまでは把握はで

きておりません。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 了解したところでござい

ます。 

  このような婚活によりましてカップリングがで

きまして、ここに定住してくれる人がふえるよう

になれば、ある意味すばらしい事業だと思います。 

  次に、３の子育てについてでございますが、⑴

子ども子育て支援体制の整備と待機児童ゼロの達

成についてまとめてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それでは、キーワ

ード子育てに関する２項目のご質問について、所

管いたします私のほうから回答させていただきま

す。 

  まず初めに、子ども子育て支援体制の整備につ

いてでございますが、平成27年度にこども未来部

を創設いたしまして、他部局との連携を図りなが

ら、発達支援システムを初めとした切れ目のない

子育て支援体制の構築に向けた取り組みを進めて

いるところでございます。 

  続きまして、待機児童ゼロの達成につきまして

は、那須塩原市保育園整備計画に基づく施策を推

進したことによりまして、平成27年４月時点で

394人、さらに平成28年、本年４月の時点では269

人の保育の定員を新たに確保いたしました。これ

により、計画上の目標値でございますおおむね

500人の定員増は達成いたしましたが、いまだに

入園待ち児童や定員の弾力的運用が解消されてい

ない状況にあることから、本計画をことしの３月

に改定し、市民の皆様が安心して子育てができる

環境の整備に向けて引き続き取り組んでいるとこ

ろでございます。 

  続きまして、その中の病児保育施設の設置につ

いてでございますが、現在、本市と市内の医療機

関が運営いたします認可外保育施設との間で、病

児保育を併設しました認可事業への移行及び施設

整備についての協議を順次進めている状況でござ

います。 

  また、学童保育の充実につきましては、放課後

児童クラブ整備計画を策定し、公設、民営のクラ

ブについて計画的な施設整備を進めており、今後

も条例で規定した面積要件や利用者の見込み、施

設の安全性や老朽化等への対応などを総合的に勘

案しながら、児童の健全育成及び保護者の子育て

と仕事の両立支援に向けた取り組みを進めてまい

る考えでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） おおむね500人の定員増

のほうは確保したということでございますが、ま

だ待機児童、入園待ちの人がいるということでご

ざいまして、新たに３月にこの計画を改定したり

取り組んでいるということでございますので、一

日も早い待機児童ゼロを解消していただけると思

いますので、今後ともどうぞ推し進めていってい

ただければ大変ありがたいと思います。 

  次に、４の教育についてでございますが、⑵の

英語教育の推進と、⑶のＩＣＴ教育の推進につい

てあわせてご質問をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、お尋ねでござ

います教育につきましては、まず英語教育の推進

でございますが、これにつきましてはご承知のと

おり、平成26年度から市内全校に外国語指導助手
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ＡＬＴを常駐配置をさせていただいて、特に今年

度からは大規模小学校２校、それから大規模の中

学校２校に２名、複数の配置ができているという

ようなことで、大変ありがたく思っております。 

  あわせてことしの４月には、かねてより作成を

してまいりました那須塩原市小中一貫英語教育カ

リキュラム、これが完成いたしました。これにつ

きましては先月県の教育委員会のほうに、県の教

育長と、それから担当する学校教育課のほうに出

向きまして届けをしてまいりました。また、国の

ほう、文部科学省のほうにも出向きまして、この

カリキュラムそのものにつきまして生涯学習政策

局の国際教育課の担当のほうに届け出をしまして、

いずれからも高い評価をいただくことができてよ

かったと思っております。 

  これらの取り決めを通しまして、今後さらに                  

国際性と国際的に通用しますコミュニケーション

力、この育成、これにおきましてさらに推進して

まいりたいと、こう思っております。 

  それからもう一つ、ＩＣＴ教育の推進について

のことでございますけれども、これにつきまして

は昨年度から３カ年の計画で、小中学校の教室に

電子黒板を配置する事業を進めております。また、

あわせて各学校ではデジタル教科書などの教材を

有効に使いまして、今まで以上にわかりやすい授

業づくりに取り組んでおります。これには昨年度

から始めました那須塩原学び創造プロジェクト、

これも実際に機能しているというふうに感じてお

ります。 

  また、タブレットにつきましては、平成26年度

から豊浦小学校にこの活用に関する実証研究とい

うことで導入をさせていただきました。２年を経

て有効な単元等の洗い出しができてきて、今後、

普及に向けての貴重な研究データが得られたと、

こう思っております。 

  この２年でタブレットを使って勉強をしてまい

りました子供たちが中学校に進学をしますので、

中学校における活用については、さらに検証する

という目的のために、今議会におきまして日新中

学校区での小中学校のタブレットの配備に対する

補正予算を上程させていただいたというところで

ございます。 

  英語につきましてもこのＩＣＴにつきましても、

かなりの費用がかかるものでございますので、今

後、貴重なそういった費用を有効に活用するため

の運用につきましては、さらに研究を重ねていき

たいと。そして、現実的な運用に向けての取り組

みをさらに進めていきたいと、こう考えておりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） ＩＣＴ教育の推進という

ことでタブレット活用、前年、議員全員としまし

ても豊浦小学校で、１単元だったんですけれども、

授業参観、見させていただきました。それで今年

度、日新中学校区の小中学校に配備予定というこ

とですが、前回も予算計上されておりますが、ま

だまだ多くの学校が未整備、未配備ということで

ございますが、それらの学校についての今後の計

画ということが決まっていましたらご質問をいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今おっしゃいましたよう

なことにつきまして、我々も非常に今後について

どんなふうに整備していくことが望ましいのかと

いうことにつきましては、慎重に考えていきたい

というふうに思っております。今回、実証研究を

重ねていく中で、今後その導入に当たっての課題、

あるいはより効果的な活用の仕方等につきまして、

さらに中学校における貴重な研究データが出てく
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るだろうと思っております。 

  また、導入にかかる費用というのは大変大きな

ものがございますので、そういったものをいかに

有効に利用して使って、なおかつ教育効果の上が

る整備の仕方というのはどういうものがよろしい

のかということもしっかりと考えていきたいと思

っております。 

  なお、ほかの学校につきましてはまだではござ

いますが、今回、日新中学校区で導入に当たりま

しては、パソコン室の整備、更新に合わせてパソ

コン室の機器につきましてもタブレット型のパソ

コンに置きかえていくというようなことは、これ

につきましては今後、各学校のパソコン室の機器

の更新に合わせて同様のことを進めていきたいと

思っておりますので、その段階で更新できる学校

につきましてはタブレット型のパソコンが整備さ

れていきますので、そういったものにつきまして

はどんどん活用して、さらに進めていっていただ

きたいと、こう考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） タブレットの導入につき

ましてはまだ検証、終わっていないということで

ございますが、多分すばらしい効果があらわれる

ものと期待しておりますので、そのときは、最初

に導入した学校と最後に確保した学校の差が出な

いような対策をぜひよろしくお願いをいたします。 

  続きまして、５の暮らしについては、⑸の空き

家状況の把握、利活用推進と⑺の地域公共交通網

の充実についてあわせてご質問をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） それでは、⑸の空き家状

況の把握、利活用推進についてお答えをいたしま

す。 

  空き家の状況把握につきましては、平成26年度

にＤＩＤ地区内の利用可能な空き家の調査を行い、

今年度空き家等の適正管理や利活用の促進などの

施策を実施するため、市内全域の実態調査を行う

予定であります。 

  空き家の利活用推進につきましては、平成28年

３月８日に公益財団法人栃木県宅地建物取引業協

会と協定を締結し、平成28年４月１日より空き家

バンク制度の運用を開始いたしました。ことし７

月１日から、空き家バンクの利用促進を図るため

空き家バンク登録建物リフォーム補助金、空き家

バンク利用子育て世帯転居補助金、それから空き

家バンク利用契約媒介手数料補助金の３つの補助

制度を導入する予定でございます。 

  また、今年度は空き家等対策計画の策定も予定

しておるところであります。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 私からは⑺の地域公

共交通網の充実についてお答えをいたします。 

  地域公共交通については、利便性を高めるため

に平成27年９月にゆ～バス、予約ワゴンバスの運

行について見直しを行ってきたところです。今後

は、より多くの市民に利用していただけるよう市

民ニーズの把握に努め、常に課題を意識しながら

地域公共交通網の整備に努めていきたいと考えて

おるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 続きまして、６の交流に

ついては⑴市全体での魅力ある観光づくりと⑻定

住自立圏構想の推進について、２点についてお伺

いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） ６、交流の⑴市全体

での魅力ある観光地づくりについて、こちらのほ
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う、午前中の櫻田貴久議員の質問でも答弁させて

いただきましたが、本市では観光局を立ち上げま

して、市内全域の豊かな観光資源を有効に活用し

た観光振興に取り組んでいるというところでござ

います。 

  今後につきましては、観光関係者のみならず、

さまざまな分野の関係者や地域の皆さんと連携を

図りながら、観光資源のさらなる掘り起こし、磨

き上げとともに情報の発信に努めてまいりたいと

考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 私のほうからは、定住自

立圏構想の推進についてお答え申し上げます。 

  本市が中心市でございます那須地域定住自立圏

につきましては、昨年の11月に共生ビジョンを作

成したところでございまして、その中で公共交通

のネットワーク化、あるいはＪＲ那須塩原駅東口

のバリアフリー化などの事業については、既に着

手しているといったようなところでございます。 

  本年度におきましては、共生ビジョンに掲げま

した事業のさらなる磨き上げや、あるいは新たな

事業などについて、構成する各市町のほうと協議、

調整をしているところでございます。 

  また、本市が構成市になっております八溝山周

辺地域定住自立圏につきましては、昨年の10月に

共生ビジョンの改定というものを行っておりまし

て、それに基づいて、現在では圏域内観光パンフ

レットのデジタル化、あるいは道路インフラ整備

促進の要望などに向けました基礎調査の実施など

を進めているところでございます。 

  今後につきましては、両圏域とも構成市町間の

連携を強化いたしまして、市民サービス、あるい

は市民の利便性の向上といったものに努めてまい

りたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） この項の最後の項目、７

の広報については、⑴市のイメージアップサイト

の製作と⑸定住情報窓口の一元化についてまとめ

てご質問をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） ７の広報につきましては、

まず市のイメージアップサイトの製作についてで

ございますが、こちらにつきましては昨年の６月

に開設しましたイメージアップサイト「チャレン

ジｉｎｇライフ」でございまして、この中で、ま

ちの魅力で移住・定住を促すことをコンセプトに

市民の多彩なライフスタイルを発信させていただ

いているところでございます。今後は、日常的な

生活情報等々についてもデータを掲載いたしまし

て、さらに充実を図ってまいりたいと考えており

ます。 

  次に、定住情報窓口の一元化についてでござい

ますが、こちらにつきましては平成27年４月１日

から移住相談の一元的窓口ということで、シティ

ープロモーション課内に移住促進センターという

ものを設置しております。移住に関する１年間の

相談件数といったものにつきましては160件余と

なっております。というのが現状でございます。 

  今後は、那須塩原市が取り組んでいる定住促進

施策といったものを紹介する冊子等を作成するな

ど、さらに暮らしの魅力といったものを伝えてま

いりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） この総合戦略は、喫緊の

課題である人口減少問題に対応し、地方創生をな

し遂げていくため第１章の人口ビジョンに掲げた

本市の未来に向けた４つの基本方針、「未来を拓

く子どもたちの健やかな成長のために」、「未来
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を創る地域産業の活性化のために」、「未来に集

う人々の活発な交流のために」、「未来を守る災

害対応力の強化のため」に基づき、各種の個別計

画との整合を図りながら分野横断的に取り組む戦

略的ビジョンとして位置づけられています。 

  今後もこの取り組みにより、目標が達成できま

すようよろしくお願いをいたしまして、この項の

質問を終了いたします。 

  続きまして、２、交通安全・交通事故防止等の

対策について。 

  今年度に入って、特にゴールデンウイークを挟

んで多くの交通事故の報道がなされております。

那須塩原警察署管内では、ことし５月12日現在、

既に５人、前年比プラス２人の方が交通事故によ

りとうとい生命が失われる等、緊急事態にあり、

誠に遺憾に思っております。本市の交通安全対策

についてはこれまでにも複数の議員より質問がな

されているところであり、その都度、市の交通安

全、事故防止施策の運営強化を願ってきたのでは

と思っております。 

  昨年第５回定例会の中でも、２人の議員から高

齢者と小学生等子どもの交通安全行政への取り組

みについて質問がなされ、特に高齢者に関しては、

高齢者みずからの事故発生減少の取り組みととも

に、高齢者が事故に巻き込まれないような取り組

みについて検討しているとの答弁を得たように記

憶しているところでありますことから、次の点に

ついてお伺いします。 

  ⑴運転免許を自主返納される高齢者に対する支

援についてお伺いします。 

  ⑵高齢者の歩行中及び自動車運転中の事故防止

対策についてお伺いします。 

  ⑶現在、警察と連携して実施している交通安全

啓発の内容についてお伺いいたします。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） それでは、２の交通

安全・交通事故防止等について順次お答えをいた

します。 

  初めに、⑴の運転免許を自主返納される高齢者

に対する支援についてお答えをいたします。 

  運転免許自主返納者への支援事業につきまして

は、現在実施はしておりませんが、高齢者学級な

どにおける交通安全教室において、昨今の高齢者

の交通事故の現状から、自主返納や運転を控える

ことなど、個人の状況に応じた判断をしていただ

くようアドバイスをしているところであります。 

  今後、さらなる高齢者ドライバーの事故減少に

向けまして、運転免許自主返納者への支援事業実

施について検討していきたいと思っております。 

  続きまして、⑵の高齢者の歩行中及び自転車運

転中の事故防止対策についてお答えをいたします。 

  高齢者の事故に多い後方から来た自動車との事

故対策として、ドライバーから離れていてもすぐ

に認識でき、また歩行時及び自転車運転時のいず

れでも使用できるよう、反射材のついた目立つ柄

のナップザックを購入し、昨年度末から高齢者学

級や高齢者向けのイベントにて配布をしていると

ころであります。今後も、こうしたイベントなど

を通して配布を行い、事故防止への啓発を行って

まいりたいと考えております。 

  次に、⑶の現在、警察と連携し実施している交

通安全啓発の内容についてお答えをいたします。 

  年４回実施しております交通安全運動において、

市と警察で協力し、街頭や店頭において交通安全

のチラシなどを配布しているほか、各種イベント

においても啓発用品などを配布し周知に取り組ん

でおるところであります。 
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  また、学校や高齢者学級などの交通安全教室や、

園児を対象とした横断歩道での実地訓練において

も、交通安全教育を連携、協力して実施している

ところであります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それでは、順次再質問を

いたします。 

  ⑴についてでございますが、運転免許自主返納

者は、運動能力の低下等により交通事故防止を未

然に防止するために、家族等に説得され自主的に

返納していると思います。返納することにより外

出がしづらくなり、交流や情報が減り、健康寿命

の低下の一因となると思いますが、これらについ

て、市の対策についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 運転免許を自主返納

された方、この方たちに対する市の対策について

お答えをいたします。 

  市の対策といたしましては、外出する際の車に

かわる移動手段としてゆ～バス、予約ワゴンバス

を利用していただくというのを返納者に対して個

別に利用案内をすることを考えております。具体

的には、自主返納者に対して路線図、時刻表、バ

スの乗り方などのこれらの文書を配布し、ゆ～バ

ス等を利用していただけるよう働きかけていきた

いと考えているところであります。 

  また、福祉部局と連携しまして、高齢者が利用

しやすい方法などを今後、検討をしていきたいと

考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 自主返納したことにより

外出できなくなるようなことでは非常に困ります

ので、今後も引き続きそのような呼びかけ等をい

たしまして、できるだけ車に乗っていた時代に匹

敵するような外出の支援をよろしくお願いを申し

上げます。 

  なお、⑵、⑶については理解したところであり

ます。 

  今後も、この政策におきましては、首長はもと

より所管の部長等がかわっても、その目的を初め

手法等を変えずに交通安全・交通事故防止等の対

策に万全を期されますよう切に願いまして、この

項の質問を終わります。 

  以上で私の一般質問を終了させていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、５番、佐藤一則

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時５８分 

 

再開 午後 ２時０８分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎答弁の訂正 

○議長（中村芳隆議員） ここで建設部長から発言

があります。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 先ほどの佐藤一則議員の

１番の質問の中で答弁した内容に誤りがありまし

たので、訂正をお願いしたいと思います。 

  公益財団法人栃木県宅地建物取引業協会という

ふうにご答弁を差し上げたところですけれども、

正式には公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会

でありますので、訂正をお願いしたいと思います。
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大変申しわけありませんでした。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 本 はるひ 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、20番、山本はるひ

議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、通告に従

いまして市政一般質問を行います。 

  １、循環型社会を目指す本市の取り組みについ

て。 

  本市の第１次那須塩原市総合計画後期基本計画

では、まちづくりの基本施策の一つとして循環型

社会の推進を掲げています。私は、この循環型社

会の実現のためには、市民との協働という視点を

持ってごみの減量や分別の徹底、資源化を進めて

いくことが重要な施策だと考えます。 

  そこで、さらなる市民との協働による循環型社

会の実現に向けての本市の現状と課題、今後の考

え方について伺うものです。 

  ⑴ごみの減量、資源化の現状について。 

  家庭系ごみについて、収集と直接搬入の現状、

ごみ排出量及び処理の実績、資源化率と最終処分

率の現状、ごみ処理経費の実績について伺います。

また、それぞれの目標値に対しての達成度につい

ても伺います。 

  ⑵市民との協働によるごみ減量の推進について。 

  環境にやさしい持続可能なまちを目指して、市

民、事業者、行政の連携、協働による３Ｒの推進

が方針として示されています。施策としてどのよ

うに推進しているのか伺います。また、その成果

として、それぞれの役割が果たされごみの減量に

つながってきたか、市民のごみ減量や資源化への

意識は高まってきているかについて伺います。 

  ⑶ごみ処理施設の管理、運営について。 

  那須塩原市クリーンセンターについて、熱回収

施設としての焼却状況、リサイクルセンターとし

ての粗大ごみや瓶、缶などの処理の現状と今後の

耐久年数などの見込みを伺います。また、民間で

行っている紙類の回収実績についても伺います。 

  一般廃棄物最終処分場の現在の埋め立て率と、

新たな施設の計画について伺います。 

  なお、既に使われていない旧黒磯清掃センター

と旧塩原クリーンセンターについて、解体の予定

を伺います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） それでは、１の循環

型社会を目指す本市の取り組みについてのご質問

に、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴のごみの減量、資源化の現状につい

てお答えをいたします。 

  家庭系ごみの収集と直接搬入の現状であります

が、家庭ごみの収集については市内全域を６地区

に分割し、約2,900カ所のごみステーションから

回収をしております。平成27年度の収集量は２万

5,464ｔで、家庭系ごみの直接搬入については

2,344ｔとなっております。 

  次に、ごみの排出量及び処理の実績についてで

すが、平成27年度の家庭系ごみの排出量は２万

7,814ｔで、処理の実績については、これは家庭

系と事業系を合わせたものになりますが、焼却が

３万7,099ｔ、資源化したものが5,989ｔ、最終処

分場へ埋め立てした処分量は4,546ｔとなってお

ります。 

  次に、資源化率と最終処分率についてですが、

それぞれ13.4％、10.4％となっております。 

  次に、ごみ処理経費の実績については、平成27
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年度９億2,360万円となっております。 

  また、それぞれ平成27年度の目標値に対する達

成度になりますが、家庭系ごみ排出量の目標値２

万8,783ｔに対し目標達成度は103.5％となってお

ります。資源化率につきましては、目標値22.8％

に対し達成度は58.8％、最終処分率は、目標値

5.6％に対し達成度は53.8％となっております。 

  次に、⑵の市民との協働によるごみ減量の推進

についてお答えいたします。 

  市民、事業者、行政の連携、協働による３Ｒの

推進の基本方針に沿って、３者の連携、協働によ

る事業として２つの施策を推進しております。 

  １つ目は、市民、事業者、行政の情報交換、ご

み減量推進員体制の充実、ごみ減量等協力事業者

認定、これらにより３Ｒを推進していこうという

ものであります。 

  ２つ目は、環境学習による啓発、広報やホーム

ページなどによる情報提供により、市民の３Ｒに

対する意識を高めていこうというものであります。

これらの施策の推進の成果として、家庭系ごみの

減量につながってきたものと考えております。 

  市民のごみの減量や資源化への意識については、

平成27年に実施しました環境基本計画市民アンケ

ート調査において、市民が環境を守るために日常

生活で取り組んでいることに関する設問で、

92.4％の市民がごみは分け方、出し方に従って分

別して出している、68.2％の市民が不要なものは

買わない、つくらないようにしていると回答して

いることから、市民の意識は高まってきているも

のと考えております。 

  次に、⑶のごみ処理施設の管理、運営について

お答えをいたします。 

  那須塩原クリーンセンターの熱回収施設として

の焼却状況につきましては、平成27年度の稼働日

数が358日で、３万7,099ｔのごみを焼却しており

ます。リサイクルセンターの処理実績につきまし

ては、粗大ごみを含めた不燃ごみが751ｔ、瓶が

1,343ｔ、缶類が342ｔとなっております。 

  クリーンセンターの今後の耐久年数であります

が、あと十七、八年程度と見込んでいるところで

あります。 

  次に、民間で行っている紙類の回収実績につい

てですが、集団資源回収における回収量は、平成

27年度の実績が818ｔとなっております。 

  次に、最終処分場の現在の埋め立て率について

は、昨年実施した測量において埋立率は71.7％と

なっており、平成32年度末に埋め立てが終了とな

る見込みであります。 

  また、新たな施設の計画につきましては、平成

28年３月に策定した第２期最終処分場基本構想に

よりまして、平成33年度の供用開始に向け計画的

に整備を進めていくこととしており、構造の特徴

としては、周辺環境への負荷の軽減が図れる被覆

型、いわゆる屋根のついた最終処分場を基本とし

て計画を進めているところであります。 

  最後になりますが、旧黒磯清掃センターと旧塩

原クリーンセンターの解体についてでありますが、

現在、両センターともに市の除雪車両などの駐車

スペースや文書の保管場所として利用していると

こでありまして、解体の予定については、一般廃

棄物処理基本計画の見直しの中で検討していきた

いと考えております。 

  答弁は以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、⑴から再

質問をしていきたいと思います。 

  ごみの減量、資源化の現状について数字をいた

だいたんですけれども、その数字をもとにして質

問をいたします。 

  目標値を設定した時点からごみが減っていると
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いうような結果が出ておりました、103％という

ことで。指定ごみ袋を採用したことの影響につい

てはどのように考えているかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 指定ごみ導入後の家

庭ごみの排出量の動向でありますが、平成21年度

に指定ごみ袋の有料化を実施いたしました。この

年は、前年に対して25％全体でごみの量が減って

おります。その後は横ばい状態、微増、微減を繰

り返しておりまして、一昨年26年度、昨年と減少

傾向にあるというのが動向でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 次に、資源化と埋め

立てにおいて、目標にかなり達していなかったの

ですが、その理由を伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） まず、資源化率の達

成度が低い、達していないという理由でございま

すが、これは計画を立てた時点で資源化量の予測、

これの見込み違いでございます。予想以上に資源

化量が少なかったという状況であります。特に紙

類、新聞、段ボール、雑誌類、これらの予測が大

幅に違っておりました。 

  紙類については全資源化量の55％を占める大変

大きな割合になっておりますが、これらの量の見

込みについては、民間の新聞の販売店、あるいは

スーパー、それから古紙回収業者の方たちの直接

の回収が思ったよりも進んでおりまして、いわゆ

る市を通さないで直接再生業者さんのほうに持っ

ていくという、そういう状況が思ったより進んで

おりまして、これらが資源化率が目標に達してい

ない一番大きな理由かなと思っております。 

  それから、最終処分率の達成度が低いという理

由でございますが、平成21年度からごみを燃やし

た後の焼却灰、これを熱による灰溶融をいたしま

してスラグ化をして、道路の路盤再生材として利

用していたわけなんですが、平成27年、東日本大

震災の放射能の影響によりまして、その再生が停

止しております。灰溶融を用してスラグ化を中止

しておりまして、その灰はそのまま最終処分場の

ほうに持っていったという結果がございまして、

ここでいう最終処分率が目標に達していない。こ

れが一番大きな理由かなというふうに分析をして

いるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 数字だけ聞くと非常

に目標に達していなくてひどいのかなというふう

に思ったんですが、理由がそれぞれあるというこ

とで、現実としては、その紙などは資源化されて

いるというふうに理解をいたしました。 

  それで、燃やすごみの中にリサイクルできそう

なものがどれほどあるのかということについては、

何か把握をされておりますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 現在、燃えるごみと

資源化するごみと不燃ごみと粗大ごみと４種分け

ているわけなんですが、その燃えるごみの中にど

れぐらいリサイクルというところはちょっと正確

にはつかんでおりませんが、年に２回、燃えるご

みがクリーンセンターに運ばれるときに、その中

身をあけて調査します、いわゆる組成調査をして

おりまして、分析をしているところなんですが、

４割程度が生ごみで、分析不能が３割程度という

結果が出ておりまして、その３割程度の中にリサ

イクルできるものがあるという部分かなとは思っ

ておりますが、正確にはちょっとつかんでおりま

せん。 
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○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 現状についてはわか

りました。 

  次に⑵のほうにいくんですけれども、市民との

協働によるごみの減量の推進について、先ほど３

Ｒということをおっしゃったんですけれども、市

の中では、この３Ｒという中で何を一番重視して

いるのかということをお聞きしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 議員おっしゃる３Ｒ、

いわゆるリユース、再使用、リサイクル、再生利

用、リデュース、ごみの抑制という３つの３Ｒか

らなります。先ほど再資源化率という言葉が出て

まいりました。これは、分母がごみの総排出量、

分子が資源化量になるわけですけれども、このう

ちリユースとリサイクルに関してはその分子の部

分、資源化量をふやすというそういう取り組みで

ございます。リデュース、ごみの抑制というとこ

ろは、分母のごみの総排出量を減らすというとこ

ろでございまして、今まではそのリユースとリサ

イクルのほうにはさまざまな事業を展開してきま

した、これからもやっていきますけれども、今後

は一番重要なのはやはりリデュース、いかにごみ

を出さないかと、そういうところを市民の皆様に

周知して、その辺を取り組んでいきたいなという

ふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ３Ｒでごみを減らし

ていくというときには、ついついリサイクルとい

うようなこと、あるいはリユースというようなこ

とが先に出てくるんですけれども、やはり私もこ

のリデュースという、ごみを出さない、それから

発生させない、つくらないというところを根本に

持ってこなければ、要らなくなったのは捨てると

いうふうになってごみの量は減らないんだという

ふうに思いますので、その点については、そのよ

うに思っているということはとてもいいなという

ふうに思いました。 

  それで、今後、そのリデュースを進めていくの

に、どういったことを行っていくことがよいとい

うふうに思っていらっしゃいますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） リデュースの進め方

については、今、今後は再優先で進めていくとい

うお話をさせていただきましたけれども、具体的

には、やはり市民、事業者への意識づけというの

が重要になっておりますので、その辺の例えばＰ

Ｒの仕方とか、あるいは研修会とかその辺も含め

て重点的にやっていきたいなと思っています。い

ずれにしても、最初にその意識を持っていただく、

もったいないという意識を持っていただくという

ところが一番重要なのかなと思っているところで

あります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 私は、ここの質問で

は事業者のことはちょっと除いて、市民に対して

ということで特化して話をしたいんですが、意識

を変えるのが一番難しいんだと思うんです、どう

いうことに関しても。でも、そのごみを出す人の

意識を変えていかないとやっぱり減っていかない

という現実がありますので、そこのところは本当

に難しいのですが、考えていっていただきたいと

いう中で、今、市はごみ減量推進員制度というも

のをとっておりまして、ごみを減らしていく、あ

るいは分別していくことを推進しているのですが、

これはうまく機能しているのかどうかお伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） ごみ減量推進員とい

う、いわゆる市民と市がごみの減量化、資源化を

進めていく上で地域のリーダーとして活動をお願

いしているところでありますが、この辺のごみ減

量推進員の制度が市民に対してどれだけ周知して

いるのかというのでちょっとアンケート調査をや

った経過がございますので、ちょっとご報告いた

します。 

  平成23年度なんですが、基本計画の策定の際に、

市民アンケートを800人の方に実施をしました。

その中で、ごみ減量推進員制度を知っているのか

という質問に対して、全く知らないと答えた割合

が54％の方がいらっしゃいました。 

  その後、平成26年度に各種イベント、巻狩祭り、

ふれあいまつり等で来た方に対してアンケートを

実施いたしました。これは949名の方に実施をい

たしました。その結果、全く知らない人の割合が

30％でございました。現在も、やはり30％の方は

この推進員制度は全く知らないというふうな形だ

と思っていますので、今後も広報誌、ホームペー

ジ等で周知徹底していきたいなというふうに思っ

ているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ごみ減量推進員制度、

今でも多分３割ぐらいは知らないということはや

はり大きな問題だと思いますし、これは大きくは

ないですけれども、お金を出して委嘱をしている

という形ですので、ぜひ自治会に１つくらい、町

内に１つぐらいあったんだと思う、１人ぐらいい

らっしゃると思いますので、やはりこのせっかく

ごみを減らすための制度だということなので、こ

こはうまく使っていただきたいと思うんですが、

この制度についての何か課題、あるいは今後この

ようなことをやっていきたいという具体的なこと

があれば教えていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） このごみ減量推進員

さん、課題と申しますか、やはり先ほど申し上げ

たようにごみ減量化を進めていく上で地域のリー

ダーとして欠かせない存在でございますので、や

はりどうしても市民の方が知らないという形にな

りますと、運動そのものがうまくいっていかない

ということで、何とか市民の人に認知をしていた

だきたいというのは、まず１番の今のところ考え

ているところかなと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 全部ではないかもし

れないですが、ごみ推進員は自治会の長、自治会

長などに推薦をしていただいてなっていただいて

いると思うんですが、実はご本人がそのままそれ

になっていたりとか、あるいは役員の方に頼んで

いたりということで、余り多分、この制度に入っ

ている推進員の人そのものも何をしていいかわか

らない、ボランティア袋をただ預かっているだけ

のような方もいるような感じがいたします。 

  それで、今やっぱり減量していくには分別をや

っぱりきちんとする。先ほど紙が一番ということ

を言ったんですが、紙は分別も難しいので、ぜひ

ごみ減量推進員さん、１年ごとに委嘱をしている

と思いますので、具体的にこういうものはこうい

う、これはリサイクルできるとか紙なんだよとか、

これは燃やしていいんだとかこれは燃やさない、

あるいは電気店に持っていくというようなことを、

せめて推進員さんにはきちんと示していただいて、

それを何とか自治会のほうに持っていっていただ

いて、自治会の中で何か周知ができると。小さな

範囲でできるような形をとらないと、推進員制度

を持っている理由にならないと思いますので、そ



－108－ 

このところを何かもう少し考えていただくことは

大切なんだと思います。 

  ごみは誰でも出しますので、いろいろなところ

でやはりごみを拾うだけではなくて、お祭りなど

のときにもそういうものを何か現実に分けるよう

な作業をできるようなことをしていただけたらい

いのではないかなというふうに思います。 

  次に、今、集団資源物回収をやっていると思う

んですが、その実績についてお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 集団資源回収の実績

というところでございます。現在、小学校、中学

校のスポ少、生徒会、児童会、あるいは幼稚園、

保育園、子ども会、育成会、あるいは自治会、あ

るいは各団体、サークル、それぞれのいろんな団

体がこの集団資源回収に登録していただいており

ますが、団体数としては現在108の団体が登録を

していただいているところであります。 

  実績といたしましては、現在、実施回数として

昨年は延べ404回のごみ回収事業を実施していた

だきました。市のほうで交付金を交付しておりま

すが、交付金額総額としては約650万ほど交付を

しているところであります。一番中身として多い

のは、やはり紙類が一番多くて80万ほど交付をし

ているところであります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） この集団資源の回収

を進めるということはとても大切なことで、これ

は集めて売ってお金が入り、市役所からまた交付

金が出るという、二重にご自分たちの努力がその

ままお金に反映されるというもので、決して、集

めることはボランティアという部分あるとしても、

市民にはとてもやっていただきやすいものだと思

うんです。 

  特に私は、黒磯市は黒磯市のときに一度その集

団回収をやめてしまったことがあって、その後、

余り復活していない小中学校があるんですけれど

も、ぜひとも子どもたちに、先ほどの意識改革と

いうことで言うと、私たちみたいな人たちにごみ

は分別するんだとか紙は別にするんだということ

を教えるよりも、小さな子どもたちにそういうも

のを身につけていただくほうがずっと簡単に意識

というものはできていくものなんです。ですから、

子どもたち、学校で牛乳のパックをきちっと折り

畳んで別に捨てるというようなことも、自然にあ

れが身についているんです、そういうことをやっ

ているので。 

  ですので、ぜひ、大変だと思うんですけれども、

特に小学校、あるいは保育園、幼稚園などで環境

の学習の一つとして集団資源を、集団でごみを集

める。例えば月曜日の朝に何か缶を３つでも４つ

でもいいから持ってきてねみたいなことをやっぱ

り進めていくのも、環境部としてどうなんでしょ

う、学校にというのは難しいこともあると思うん

ですが、ぜひそういう試みをやっていただきたい

なというふうに思います。意識を変えるのはやは

り若いときです。年をとってからではなかなか意

識は変わらないということで、これは難しいかも

しれないんですけれども、宣伝をしていただいて

進めていただきたいなというふうに思っています。 

  先ほど、分別をしているかという調査で90％以

上の人がしているということだったんですが、逆

に言うと１割ぐらいの人はしていないんです。そ

のしていない人たちはいつまでたっても多分しな

いということで、その辺のところが今後の対策と

しては必要だというふうに思います。何をという

ことは今、急にではないんですけれども、やはり

地道な努力はしていただきたいというふうに思っ
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ています。 

  先ほどリデュースが一番大切だと、分母を減ら

すことが大切だということだったんですが、やっ

ぱりごみを発生させているのは結構市役所は多い

んです。紙など結構いっぱい出していて、それは

リサイクルすればいいんだよというような考えで

はだめなんです。その辺について、役所が出して

いる紙などについてはどのように考えております

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 答弁の前に、先ほど、

すみません、集団資源回収の中で紙類80万と言っ

たかと、818ｔの間違いでございます。すみませ

ん、訂正をお願いいたします。 

  今の役所の中の紙類というところで言いますと、

おっしゃるようにたくさんの紙が出たのはほとん

どリサイクルという形で再生しております。先ほ

ど言うリデュースの部分で言いますと、ペーパー

レスのところが全然進んでいないというところで、

それは役所内で言えば総務関係の管轄になるかと

思うのですが、その辺を含めて、いかに紙を出さ

ないかという観点で何ができるかというのは、ち

ょっと今後、関係課と協議していきたいというふ

うに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） なかなか大変なこと

だと思うんですが、やはり足元からもしっかりと

やっていただきたいというふうに思います。 

  ３番目に移るんですが、ごみ処理の施設につい

ての、クリーンセンター、可燃ごみ以外の回収実

績、あと最終処分場の計画についてはおよそ了解

をいたしました。これは進めていっていただきた

いというふうに思います。 

  それで、問題は旧清掃センターの解体なんです

けれども、これは何か国などの補助金を得ること

で解体をするということはできないんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 旧清掃センターの解

体については、解体そのものにかかる費用につい

ては補助は対象になっておらないというところで、

跡地利用も含めた、例えば新しいクリーンセンタ

ーをつくるので今、古いやつを壊してという流れ

の中で言うと、解体の費用も補助金の対象になる

という制度がございます。 

  解体自体は、やるとすれば市の単独でやるしか

ないというところの現状がありますので、跡地利

用も含めて今後、その解体のスケジュールについ

ては先ほど答弁しましたように、今後の基本計画

の中にちょっと定めていきたいかなと思っておる

ところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） そういうことであれ

ば、待つしかないのかもしれないんですが、ここ

の跡地利用の予定ということで言うと、考えられ

ることはないんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 今のところ、清掃セ

ンターの跡地というと、当然土壌の調査とかその

辺も問題になってきますし、その辺も含めますと、

今のところ明確な跡地利用の方向性というのはま

だ決まっていないという状況であります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 先ほど、除雪車が入

っていたり、あとは書類の置き場になっていると

いうことだったんですけれども、クリーンセンタ

ーはやっぱりクリーンセンターで、煙突が特に埼

玉にあるところはぎゅっと立っていて、知らない
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人が見ると、あそこに焼却場があるのかなという

ふうなイメージを持ちます。余りいいものではな

いと思いますし、あそこの周りに住んでいる人た

ちも何となく気になっているところです。ただ、

使っていないので、特にすぐに何が起きるという

ことではないんですけれども、西那須野はきちん

とお金を積んでいたのでもうなくなりました。や

はり、那須塩原市としては、あの黒磯のセンター

も塩原のものも、ぜひ要らなくなったものですの

で、お金がかかっても解体を進めていただきたい

というように私は希望をいたします。 

  大量生産、大量消費、大量廃棄という時代は過

去のものだというふうに言いながら、実際は物が

あふれています。ごみというのはやっぱり減り続

けるということはないだろうというふうに思って

います。現状を聞くと、やはり循環型社会の実現

は容易ではないと考えますが、それでもやはり減

量や分別の徹底、資源化は進めていかなければな

らないことです。 

  この質問をしていて一番考えたことは、ごみの

処理については、やはり私たち市民のできること、

すべきことと、行政がしなければならないこと、

あるいは事業者のすべきことをやっぱりはっきり

と分けるということが、実は最大の課題ではない

かというふうに思います。協働で減らすというよ

うな言い方をしても、市と一緒にごみ処理をする

ことはできません。ごみを出す市民は一人一人、

あるいは家庭という単位で出すわけですので、そ

こに市が直接口を出すことはできないと思います。

また、市民は袋に入れて出してしまったら、もう

そのごみの行方を追うことは無理です。 

  ごみを減らさない、出さない暮らし方で、減ら

す努力や分別は、一人一人のやっぱり市民の自覚

や意識を持ってすべきなのですが、やはり子ども

たちへの啓発も含めて、行政がしっかりとそのこ

とを市民に示すべきだと思います。 

  一方、発生するごみの処理は市役所の責務とい

うことで、いかにして合理的、効率的にごみを減

らしていくか、あるいは処理をしていくか、資源

化を進めていくかということは考えていただきた

いと思います。そのときに、市民の意見を聞くと

いうようなことをよくやるんですけれども、やは

り処理は市役所ですべきこと、情報も市役所が一

番持っていますので、ぜひ自信を持って、この関

係部署で処理については計画を立ててやっていっ

ていただきたいというふうに思います。 

  もう一つ、一般廃棄物処理基本計画は今年度が

中間目標年度で、改定、見直しをするものと思っ

ていますが、ごみの減量とか資源化は、ことしと

か来年とか10年とかというスパンで考えるだけで

はなくて、やはり未来に向けて次の世代のことも

視野に入れて計画を立てるべきだというふうに思

っています。そういう視点がないと、やはりごみ

は減っていかないというふうに思っています。 

  どうぞ、その辺のところをよく考えていただい

て、経験豊かな行政の皆さんの知恵を結集してい

ただいて、そして市民と事業者と行政の３者で協

働という視点、意識を持ってごみの減量、分別、

資源化を進めていっていただきたいと願い、この

項の質問を終わりにいたします。 

  次に移ります。 

  ２番、甲状腺エコー検査の実施と助成について。 

  甲状腺エコー検査は、市民団体によりことしも

市内公民館で行われておりますが、毎回定員を上

回る希望者がいます。 

  市長は、３月議会の会派代表質問において、甲

状腺エコー検査はするべきだと申し上げてきたが、

今後、精査した上で今までの市の考えと整合性を

図れるのか検討していきたいとお答えになってお

ります。検討した結果と今後の方針をお聞かせく
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ださい。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ２の甲状腺エコー検査の実施

と助成について、お答えをいたします。 

  本市における甲状腺、平成25年７月12日に開催

をいたしました放射能対策本部会議において、現

時点では甲状腺検査は実施する段階にないが、検

査を希望する市民に対しては、受け入れ可能な検

査機関の情報について提供をしていくこととする

と。なお、今後においても有識者の意見を聴取し

ながら、新たな情報収集と評価による調査研究を

進めるものとするという決定があったわけでござ

います。 

  私自身も、放射能対策アドバイザーの鈴木元先

生から、現時点において甲状腺検査を実施しない

ことについて直接説明をいただいた経過がござい

ます。市のこれまでの考え方を理解をしたところ

であります。 

  また、鈴木先生からは、現在も状況は変わって

いないとの意見をいただいていることから、現時

点においては甲状腺検査を実施する段階にないと

いうこれまでの方針を変えないという結論に至っ

たわけでございます。 

  しかしながら、現に不安を持ちながら子育てを

していらっしゃる市民がいらっしゃるということ

でございます。市民団体が主催をいたします甲状

腺検査が実施される、そして受診を希望する方が

いることも十分承知をしております。これらの不

安解消のためには、今後も引き続き実施可能な検

査機関に関する情報等の提供、これを行ってまい

りたいと考えているところであります。 

  なお、甲状腺検査の今後の実施の有無につきま

しては、国や県の動向、そして新たな知見等を注

視してまいりたいと考えているところでございま

す。 

  答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 今回の補正予算にも

入っていなかったので、多分やるということはな

いんだろうということは予想をしておりました。 

  不安を持っている保護者がいらっしゃるという

ことは認識をしているようですが、そういった保

護者に対して何もしなければ、不安は増大してい

きます。不安払拭に対して具体的に何をするのか、

どうやって不安解消をしていくのかということに

ついてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 市は、具体的にどのような方

策で不安払拭を図るのかという再質問がございま

した。これにお答えをしたいと思います。 

  ５月８日に、市民団体主催で実施をされました

甲状腺検査、これを受診された方のアンケート結

果を拝見をいたしました。検査を受けて安心をし

たという意見が多かったわけでございますが、一

方、今後も心配だというふうな意見も見受けられ

たところでございます。 

  そこで、市といたしましては、不安を感じてい

る市民の方に必要な情報を提供することが、まず

は不安軽減につながるものと考えておりまして、

今後、健康セミナーなどの開催を早急に検討して

まいりたいと考えているところであります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ここに行けば検査が

できるよという情報を差し上げるだけでは、不安

解消にはなりません。今、市長が情報をお渡しす

るようなことをするということはとてもいいこと
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だと思いますので、ぜひ、お子さんのいらっしゃ

るお母さんやお父さんたちを対象にして、何か甲

状腺のことをやると、お年を召した方ばかりいら

っしゃるという傾向があるのですが、そうではな

くて、実際に保護者の方たちに対して何らかの形

で安心していただくための情報は差し上げてほし

いと思います。 

  今、小中学校で、学校での定期健診が行われて

いるのですが、その中に甲状腺の検査を加えるこ

とは考えないのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） ただいまのご質問

につきましてお答えいたします。 

  今、小中学校の健康診断の中で、甲状腺エコー

検査の項目を加えてやることができるかというこ

とですけれども、現在のところ、私どものほうも、

教育委員会サイドともまだお話をしておりません

ので、それ以前に、鈴木先生のほうから、やはり

アドバイザーとしてのご意見をいただきながら、

まだちょっと検討というか研究する段階にあると

いうことでありますので、現段階においては、ま

だそのことは考えておりませんというお答えを申

し上げたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 日光市では、お子さ

んの甲状腺の状態を知っていただき、放射線に対

する健康への不安軽減を図るとともに、健康管理

の一助となるよう甲状腺検査を実施しますという

ことで今年度も実施をします。自己負担はありま

すが、補助を出しています。 

  けさのニュースによりますと、福島県の全ての

子どもを対象の甲状腺検査の２巡目の結果が出ま

した。甲状腺がんの検査結果の見方は専門家によ

って分かれるのですけれども、少なくともその結

果から問題ないとされた子どもさんや保護者の方

の不安はなくなると思います。それが、希望者で

はなくあまねく全ての子どもを対象にした検診の

よいところだというふうに私は考えています。 

  本市では、小中学校で、定期健診のほかに心臓、

血液、腎臓検診、小児生活習慣病予防検診、いわ

ゆるメタボ予防検診を行っています。ここに甲状

腺エコー検査を取り入れることができないのでし

ょうか。考えていただきたいというふうに思いま

す。 

  放射線による体への影響は、実はよくわかって

いません。健康への影響は、今後いつ出るか、出

ないかわからないのです。検診は、データをとっ

ておくということからも絶対に必要です。そして、

不安を持っている方々に安心していただくために

も、検診がとても重要なツールになります。 

  また、市民や保護者の方々への説明をこれから

していきたいということでしたが、市長がこの場

でアドバイザーの話を聞き、市のこれまでの考え

を理解したとどんなに力説しても、不安を持つ市

民の方々は理解ができません。不安を持ちながら

子育てをしている方々がいらっしゃることは承知

しているとお答えをいただいても、検査機関の情

報を提供していただいても、解決しないことです。

ぜひ、不安材料を取り除く方向へかじを切ってい

ただきたいということを切に望んで、次の質問に

移ります。 

  ３、市図書館の今後のあり方と駅前図書館につ

いて。 

  市図書館及び駅前図書館について、私は26年12

月、27年６月と12月議会で質問をしています。６

月議会では、駅前図書館の位置づけは、にぎわい

創出や定住促進に結びつくもの、昨年12月議会で

は、駅前図書館については、駅前に整備するとい
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う特性を生かした多機能な施設、他の市立図書館

では提供できない機能を備えた施設とする。黒磯

図書館を閉鎖して、駅前図書館にその機能を移し

ていくと答弁をいただいています。 

  そこで改めて、市図書館のあり方、今後の管理

と運営についてお伺いします。また、駅前図書館

についても伺います。 

  ⑴那須塩原市図書館のあり方の基本理念と方向

性について伺います。 

  ⑵那須塩原市図書館の基本理念の中での駅前図

書館の位置づけについて伺います。 

  ⑶（仮称）駅前図書館基本計画の中での基本理

念、「知のストックと読書の幅を広げるマルチメ

ディア・プレイス」、利用者が主役の交流の場と

はどういうことか。図書館が交流の場であると定

義していますが、教育委員会作成の那須塩原市図

書館のあり方との整合性についてはどのように図

られているのか伺います。 

  また、都市再生整備計画、公共施設等総合管理

計画との関連についても伺います。 

  ⑷市図書館は指定管理者により管理、運営され

ていますが、新たに開館する駅前図書館を含めて、

市図書館の今後の管理、運営の方針について伺い

ます。 

  ⑸駅前図書館の整備の状況を伺います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ３の市図書館の今後のあ

り方と駅前図書館について、私からは⑴、⑵及び

⑷についてお答えをいたします。 

  初めに、⑴の那須塩原市図書館のあり方の基本

理念と方向性についてお答えをいたします。 

  那須塩原市図書館のあり方につきましては、平

成27年11月に策定をいたしました。基本理念とし

ましては、子どもから高齢者、障害者といった垣

根がなく、誰もが利用しやすい利用者が主役の図

書館として、整備の方向性として５つのコンセプ

トを定めております。 

  １、情報化社会に対応した図書館。２としまし

て、多様な生涯学習意欲を支援する図書館。３と

しまして、子ども、子育て世代にやさしい図書館。

４としまして、出会い、交流し、地域文化を創造

する図書館。５としまして、将来を見据えた拡張

性のある図書館。そして、基本理念及び整備のコ

ンセプトに沿って、各図書館及び分室等、それぞ

れの施設に関し運営の方向性を示しているもので

ございます。 

  次に、⑵の那須塩原市図書館の基本理念の中で

の駅前図書館の位置づけについてお答えをいたし

ます。 

  （仮称）駅前図書館につきましては、基本理念

である利用者が主役の図書館を踏まえまして、な

おかつ黒磯駅前という立地的特性及び新規整備と

いう観点から、既存の図書館では提供することが

できないサービスを提供するとともに、市民や来

訪者の交流の場となり、駅前周辺地域の活性化に

資する施設として位置づけております。 

  次に、⑷の市図書館の今後の管理、運営につい

て、その方針についてお答えをいたします。 

  現在、３つの図書館は全て指定管理者による管

理運営を行っており、（仮称）駅前図書館が開館

する平成31年度までは指定管理による管理、運営

を予定しております。ただし、今後（仮称）駅前

図書館の開館による現黒磯図書館機能の集約や運

営状況の変化も予測されることから、今後、最適

な管理、運営形態について検討してまいりたいと

考えているところです。 

○議長（中村芳隆議員） 建設部長。 



－114－ 

○建設部長（君島 勝） 続きまして、私からは⑶

及び⑸についてお答えをいたします。 

  初めに、⑶の（仮称）駅前図書館基本計画の基

本理念等についてですが、まず、基本理念「知の

ストックと読書の幅を広げるマルチメディア・プ

レイス」、利用者が主役の交流の場とはどういう

ことかについてお答えをいたします。 

  この基本理念は、従来どおりの基本的な知のス

トックとしての役割の維持と充実に加え、電子書

籍への対応や音声、映像資料等を充実させるマル

チメディア・プレイスとしての取り組み、そして、

先ほど⑵でお答えいたしましたが、駅前という立

地を生かした新たな地域交流の役割も担う場であ

るということを示したものであります。 

  次に、那須塩原市図書館のあり方についてとの

整合性についてお答えをいたします。 

  このあり方は、市の図書館全体の現状と課題を

整理し、現在、図書館に求められているサービス

についてまとめております。先ほど⑴でお答えし

たように、基本理念と５つのコンセプトを示した

もので、基本計画もこの方向性に沿ったものとな

っております。 

  また、都市再生整備計画、公共施設等総合管理

計画との関連についてですが、都市再生整備計画

では、コンパクトで持続可能な都市構造への転換

と地域の活性化を図る事業を進めており、（仮

称）駅前図書館は、こうした事業の拠点施設とし

て位置づけられております。 

  公共施設等総合管理計画につきましては、総合

的かつ計画的な管理に関する基本的な方針を定め

る計画として、現在、策定中でございます。 

  最後に、⑸の（仮称）駅前図書館の整備の状況

についてお答えをいたします。 

  （仮称）駅前図書館は、平成27年度末に公募プ

ロポーザルによりまして設計者を選定し、平成28

年４月15日に基本設計及び実施設計の業務委託契

約を締結したところであります。 

  プロポーザルの設計案をもとに市民の皆様の意

見を反映させ、多くの方に利用される施設となる

よう、５月12日にキックオフミーティングを開催

し、プロポーザル案の説明や参加者との意見交換

等を行いました。今後も、ワークショップ形式で

利用者のニーズを把握しながら、市民みずからが

施設整備に参加する機会をつくってまいります。 

  また、図書館運営に携わっている皆様の意見を

聞き取り、基本設計に反映させていく予定でござ

います。 

  なお、基本設計は本年10月末の完了を目標とし

ておりまして、その後、引き続き実施設計を進め

てまいりたいと考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時５８分 

 

再開 午後 ３時０８分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

  20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ただいまお二人の部

長から答弁をいただいたんですけれども、私の質

問は、市の図書館のあり方と駅前図書館のことに

特化をしているつもりです。図書館はご存じのと

おり、教育委員会生涯学習課の所管でありまして、

図書館は社会教育施設であることは明白だと思い

ます。 

  図書館については、私の質問は、建設や建物の

ありようを聞くのではなくて、図書館の理念、そ
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の中身や考え方についての質問ですので、少なく

とも１から４までは教育部で答えていただくべき

ものだと考えておりました。今回、３については

建設部長から丁寧にご答弁をいただいたんですが、

公立図書館という観点に絞ってお尋ねしているわ

けですので、なぜ３に関して教育部でお答えいた

だけなかったのかなと不思議な気がいたします。 

  それでは、再質問に移ります。 

  最初に、図書館のあり方という中で５つのコン

セプトを話していただいたんですが、この５つは

この順番に大切だと思っているのか、あるいはそ

うではないのか、そのことをお聞きしたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ５つのコンセプトの重要

度というんですか、図書館を運営していくという

ことであれば、全てがやはり必要なものというふ

うに考えておりますので、現時点でどこに優劣を

つけるというような考え方は持っておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ２番目に、「出会い、

交流し」という言葉があるんですが、図書館とし

て公立の、公設でできているものとしては公民館

が交流の場、あるいはこれから駅前交流センター

もできていきます。それと並行して、これが昨年

11月にできて、この「出会い、交流し、地域文化

を創造する図書館」というのが４番目に入った理

由を教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 出会い、交流等の機能で

ございますが、公民館であったり交流センターで

あったり、いろいろなそういった特化した施設も

あろうかと思いますが、特に図書館の近年の全国

的なニーズといいますか、そういったものを見て

いきますと、やはり図書が置いてあって、そこで

図書を読むとかそういうことだけではなく、やは

りそこを利用する方々の交流とか、そういったも

のも非常に重要視されているというような背景が

あることから位置づけたものでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 交流につきましては

この後にも出てきますので進みます。 

  ２番目のところで、既存の図書館では提供する

ことができないサービスをというふうに言われた

と思うんですが、具体的にどのようなものかお聞

かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 駅前図書館につきまして

はこれから整備をしていくと、具体的に建築をし

ていくということになります。既存の３図書館に

ついては、もちろん設置後30年等が経過している

ということで、それなりに機能というものがもう

定まってきているというのが現状でございますの

で、新たに整備をする図書館においては、市民ニ

ーズであるとかそういったものを把握しながら、

これまで提供できていなかった内容について整備

をしていきたいということでございまして、具体

的にということでございますが、一つには情報化

が進展していると、そういう中でそういった情報

化に対応した内容のものを整備していければとい

うことと、それと、特に子どもであったりお子様

を持つ親御さん、そういった方々の交流の場とか

そういった機能については、既存の図書館ではな

かなか充実していないという現状もございますの

で、そういったものも含めて新たな駅前図書館に

ついてはそういった機能も入れていきたいという

のが考え方でございます。 
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○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 昨年の12月の議会の

ときに、初めてこの場で黒磯図書館を閉鎖すると

いうお言葉が部長から出たんですけれども、黒磯

図書館がなくなって、このあり方の中には、それ

が３館13分室１サービスポイントに加え駅前図書

館を整備しというふうな書き方がしてあります。

閉鎖することが決まっていて、その部分が多分駅

前図書館に機能を集約してくるということなんだ

と思うんですが、その辺のところの関連をもう少

し説明ください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） まず、今回、策定をいた

しました市図書館のあり方につきましては策定を

したのが昨年11月ということで、既存の図書館と

して黒磯図書館ももちろん現実に残っているわけ

でございます。ですから、その図書館の現状等を

踏まえ、市民ニーズを入れながら一つの図書館と

いう位置づけとしては明確に現にあるものですか

ら、それの考え方をあり方の中で明確に示させて

いただきました。 

  ただ、駅前図書館というものが整備をするとい

うことで正式に決定したものですから、同じ地域

内、一般的に人が徒歩等で移動する距離について

は１kmから1.5kmというような話が出ております。

時間距離にしますと約10分から15分。現在の黒磯

図書館と（仮称）駅前図書館の距離についても直

線距離で約１km、いわゆる道路を通って移動する

場合には1.5km程度でございます。 

  そういった、いわゆる人の流れ的な部分のデー

タなんかを見ると十分移動ができる距離というこ

ともありますし、また同じエリア内に２つの図書

館を設置しておくというのは、もちろん経費的に

も相当負担が出るということですので、既存の図

書館の機能といいますか必要な部分は十分把握し

た中で、新たな移動可能である図書館に集約をす

るというような考え方の中で、駅前図書館ができ

た段階で、黒磯図書館については集約を行ってい

くというような方向を定めたものでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） すみません、よく言

っていらっしゃることがわからないんですけれど

も、でもはっきりしているのは、黒磯図書館は閉

館すると。その後、駅前図書館ができてそこに集

約するということは、駅前図書館の中に黒磯図書

館を、黒磯図書館がなくなって、駅前図書館にそ

れを機能を集約するのだから、駅前図書館が今、

持っている黒磯図書館の機能をそこになければい

けない。それに加えて、駅前図書館として交流だ

とかどうたらこうたらといっぱい書いてあるんで

すが、あの広さの中でそういうものができるんで

すか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 今回整備する駅前図書館

の中で、既存の黒磯図書館の機能を集約して、加

えて新たな機能、今回整備するエリアの中で十分

入るのかというご質問だと思いますが、既存の黒

磯図書館については、面積的にはそう広くないと

いうのはご案内のとおりなんですが、今回整備す

る図書館については、既存の面積の２倍以上を計

画しているということでございます。十分既存の

機能を入れながら、新たな部分も加えていきたい

というふうに考えております。 

  数字的にちょっと不案内でしたので、黒磯図書

館の現在の面積は1,575㎡でございます。（仮

称）駅前図書館については4,000㎡強の面積での

計画ということですので、可能というふうには考

えております。 
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○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） もう黒磯図書館には

交番もありませんし、あと東野交通の案内所もあ

りませんし、そして市役所の出先もありません。

そういうことを考えますと、4,000㎡あっても、

実際の設計、見ていらっしゃいますよね、部長は。

あれを見ると、とてもとても図書館としてはそん

な２倍になったというふうにはなりません。本も

全部入りません。どうするんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 設計のプレゼンテーショ

ンも議員ごらんになっていたということで、私も

行ってきましたが、今回、設計業者が決定をし、

提案された図書館のモデル的なケースについては、

あくまで提案のものでございますので、今後設計、

基本設計、実施設計に入っていく中で、やはり管

理運営も含めて総合的に調整をしながら形をつく

っていくということですので、既存のものにいろ

いろな機能が加わって、本当にそれだけの面積が

確保できるのかという心配はあろうかと思います

が、それについても今後、十分に検討していく時

間がありますので、その中でそういった懸念材料

については調整をしていきたいというふうに考え

ております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 微妙な言い回しなん

ですが、黒磯図書館を閉鎖するというお言葉を使

っていたんですけれども、黒磯図書館は、あそこ

はなくさないという可能性もあるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 基本的に考えているのは

集約をするということですので、閉鎖ということ

で考えております。ただ、その後の利用なんかに

ついてはまだこれからとなりますので、跡地利用

については明確には決まっておりませんが、現時

点の考えとしては、現在の図書館は駅前に集約を

すると、閉鎖をするという考え方でおります。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それでは、１つお聞

きしたいんですけれども、駅前図書館の基本計画

は、黒磯図書館を閉館するということが決まって

から立てたものなんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 駅前図書館の基本計画に

ついては、黒磯図書館の閉館が決まってからとい

うことではございません。少なくとも同時並行的

に計画も同じときに決定をしておりますので、も

ちろんその過程では議論をしておりましたが、最

終的に（仮称）駅前図書館の基本計画が確定した

段階でそういう判断をしたということでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） なぜそれを聞いたか

と申しますと、あの設計業者からの説明を聞いて

いるときに、黒磯図書館をそこに集約するという

ようなことが全く考えられていないような、何か

全く違うものをつくるというようなことを感じた

から聞いたものです。 

  黒磯図書館が閉鎖するということが決まって、

そして駅前図書館にそれを集約するということを

やはりきちっと設計業者には伝えていただいて、

今後のことは考えていただきたいというふうに思

います。 

  次に、あり方の中で、利用者が主役の図書館と

いうのが基本的な考え方だというふうに言ってい

たんですけれども、基本計画には自由度の高い図

書館を目指すというふうにあるんです。この利用
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者が主役の図書館と自由度の高い図書館を目指す

というものについて、どのようにそこら辺の整合

性を考えているのか教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） まず、図書館のあり方の

中での基本的な考え方としては利用者が主役とい

うことで、やはり公的な施設でございます。やは

り市民を中心に、利用される方がやはり主体的に

利用していただく、その方が主役であるべきもの

ということで考えて位置づけをしたものでござい

ます。 

  また、（仮称）駅前図書館についての自由度の

あるということでございますが、先ほど来の質問

の中にもありましたが、これまでの図書館にない

機能を備えていくということで、一定のこれまで

の図書館プラス、その自由度という表現が広い意

味でとっていただければと思うんですが、ある意

味交流の場であったり、また観光客の方が寄れた

りとか、いろんな新たな機能ということで狙いを

定めておりますので、そういった部分も含めて、

利用者が自由に利用できるスペースというんです

か、機能も兼ね備えていくというような意味合い

で、そういったような計画の中に表現を入れてい

るということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 黒磯図書館の閉鎖が

決まる前にえきっぷなどが考えていた図書館とい

うのは、それはそれで非常にユニークな図書館で

よかったんだと思うんですが、黒磯図書館が閉鎖

されて、そこの機能を持っていくということは、

今、黒磯図書館が持っている機能をやはり確保し

なければいけないと思うんです。 

  そうすると、図書館というのは、部長はどうか

わかりませんが、余り５人、６人でわあわあと行

って、そこで行くというよりも１人で行って、た

またま友達に会うことはある。勉強するのも１人

が基本だと思うので、公立の黒磯図書館を、駅前

に機能を集約するといったときに、やはり交流と

いうのは交流センターもできるわけですし、それ

が前面に出て自由度が高いといったらカフェがで

きて通路ができてというふうになってしまって、

やはり既存の図書館の機能が保たれないと思うん

ですが、もう一度それについて意見を聞かせてく

ださい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 既存の図書館、黒磯図書

館の特性としては、あり方の中にも幾つか記載を

させていただきました。１つの例でいきますと、

ボランティア活動が非常に盛んな図書館であると

いうことで、多くの団体の方が読み聞かせを初め、

いろいろなことで活動をいただいているというよ

うな特性もございます。 

  新たな図書館、（仮称）駅前図書館の中に現在

の黒磯図書館の機能を移すということが、やはり

これから細かな設計を進めていく中で、例えば静

かなエリアが欲しいであるとか、交流するような

スペースが欲しいとかいろんな提案もいただいて

おりますので、しっかりすみ分けができるような、

既存の図書館の機能を移しても、新しい図書館の

機能を加えても、現在の図書館の機能がしっかり

すみ分けできるような設計の中で今後、調整をし

ていくということで考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 本の冊数は変わりま

せんし、今つくるところが4,000㎡というのはそ

れ以上広くならないと思うんです。足し算をして

いただければすぐにわかりますけれども、今ある

黒磯図書館の機能プラス今、部長がおっしゃった
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夢のようなすてきなものはできません。そこのと

ころはしっかりとやっぱり精査をしていかなけれ

ばいけないものだというふうに思います。 

  ボランティアの部屋も足りませんし、駅前のと

ころに100人が入るホールをつくるというような

ことの計画をされていると、１階部分はほとんど

図書館としての機能は保てないというように感じ

ます。 

  それの設計が通ったということですが、今後、

市民の意見を聞いてつくっていくというではある

んですが、どのくらい市民の意見が聞けるんでし

ょうか。あそこで、あの設計に対してトップをと

って頼んだのに、どこまで変えることができるの

ですか、お聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 設計業者については、一

つのコンペという中で提案いただいたものが（仮

称）駅前図書館の基本計画を踏まえた提案であっ

たということで、一定の評価があって１位になら

れたというふうに思っております。 

  そういった中で、どういう形で市民の意見を吸

い上げ、その意見が本当に反映できるのかという

ことだと思うんですが、私どもとしては、まず市

民の意見を吸い上げるというのは、まず一つとし

ては、これまで懇談会であったりえきっぷであっ

たり図書館協議会であったり、いろいろな形でご

意見をいただきました。そういったものを踏まえ

て基本計画になっているということでございます

ので、まず大きな部分での市民の意見というもの

は聞いているという判断をしております。 

  ただ、具体的に今後、建築をする、またその運

営であるとか管理であるとかそういった部分につ

いては、まず設置者である私ども市がしっかりそ

の内容を整理した上で、ここの部分については、

逆に市民の意見を聞かないと、よりよいものにな

らないだろうという判断をさせていただこうと思

っておりますので、その必要度に応じて、やはり

市民の方の意見を聞き、それを反映させていくと

いうのがやはり本来のつくり方だろうというふう

に私は思っておりますので、そういうような方向

で市民の方々と今後、交流を深めていければと思

っております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） ５月にキックオフミ

ーティングがあって、いろいろな方の意見を聞い

たんですが、私から見たら、主導をとっていたの

は都市整備課でした。大変都市整備課の方が図書

館に詳しくて感心をしたんですが、今後も、この

図書館については都市整備課が主導をとってやっ

ていくんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ５月12日、キックオフミ

ーティングがあったかと思います。あの内容、主

たる目的としては、設計業者さんが決まって、そ

の提案内容がある。そういったものをまず市民の

方に伝えるというような部分がスタートだという

ふうに私どもは認識しております。 

  今後、（仮称）駅前図書館を整備するに当たり

ましては、もちろんいわゆる施設の建築、設計も

含めて箱物の部分に対しての整理をしていかなけ

ればならない、大きなウエートがあります。ただ、

できた後、やはりその管理運営をするのは教育委

員会になってきますので、例えば開館時間を何時

から何時にしたらいいのかとか、職員体制はどう

したらいいのかとか、そういった部分は、やはり

私どもが主になって考えなければならない。 

  そういった部分では、建設を進める市長部局建

設部サイドと管理運営を行う教育委員会の中で、
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十分に連携をとりながらやっていく必要があろう

ということで、年度が明けてからも、ここもう３

回、４回ですか、定期的な集まりを持っておりま

すし、それ以外にも個々の担当レベルでのやりと

りもしておりますので、どちらが主たる立場でい

うことでございますが、基本的には連携してやっ

ていくというのが本筋だと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） いろいろご事情があ

るんだと思いますし、建物は建物で補助金もいた

だいているところでもあるんだとは思うんですけ

れども、ぜひ交流センターのようにならないよう

に、庁内の中でしっかりと連携をとっていただい

て、あとこの間、市民の方の意見も中身について

が多かったです。建物もありましたけれども、本

についてどうするのとかというそういうことがと

ても多かったので、それはやはり教育委員会、生

涯学習課のほうでしっかりとやっぱり聞いておく

べきことだと思いました。 

  ぜひ、今後またミーティングがあるんだと思い

ますけれども、その際には、少なくとも並列で都

市整備課と生涯学習課と並んでやっていただかな

いと、私には何か生涯学習課の方が後ろにちょろ

んちょろんといるようなことでは、この図書館は

建物なのかというふうに思ってしまいますので、

そこのところはそのように望みます。 

  次に、４番目に移るんですけれども、指定管理

の話です。 

  現在、５年間の指定管理が来年の３月で終わる

ということで、先ほど28年度からは31年度までの

指定管理をするというふうなお話でした。その後

はどうするのかは決めていないということだった

んですが、特定任期付職員の採用の中でも、その

後には駅前図書館の館長にというようなことも書

いてございましたので、その辺のことをもう少し

詳しく教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 管理運営については、先

ほど最初の答弁でお話をさせていただきました。

基本的には指定管理で現在も行っております。既

存の３館についても３年間ということで、（仮

称）駅前図書館がオープンをする年の年度末まで

は指定管理になるということで今、進めておりま

す。12月議会あたりには議案として提出できれば

というふうには考えておりますが、ただ、既存の

図書館と、また（仮称）駅前図書館の管理運営に

ついては、正直これから細かな運営方法を詰めて

いくことになろうと思いますので、駅前図書館に

ついてですね。そういったものを十分全体的に把

握しながら、将来的な管理運営というんですか、

指定管理が時期切れた後の管理運営についても十

分整理をしていかなければならないというふうに

は思っております。 

  それと、先日、特定任期付職員の決定というこ

とで議員の皆様には総務のほうからご連絡がいっ

たかと思いますが、やはり専門的なスキルを持っ

ている方が今回、来ていただけるということでご

ざいますので、その方のやはり館を運営する場合

の課題であるとか運営方法、いろいろな情報をい

ただきながら一緒になって整理をしていく。その

段階で将来的な管理方法については再度整理をし、

検討していくということで考えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 黒磯図書館の機能を

集約して黒磯図書館を閉鎖するということは、駅

前図書館もやはり今の市図書館の体制の中に入っ

ていくんだというふうに思っていたんですが、や

はり今もう駅前図書館は市図書館の中では別建て

だというふうに考えたほうがよろしいんでしょう



－121－ 

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 最初の質問の中で、社会

教育施設ということでお話をいただきました。市

としても、あくまで今回整備する図書館について

は社会教育施設、図書館という位置づけで考えて

おりますので、現在の図書館の別枠にあるものと

いうことでは考えておりません。あくまで市図書

館の一つということで位置づけはしております。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） では、本当に質問な

んですが、市が雇った方が館長になって、片方が

指定管理者で管理するという、指定管理者で管理

する中の館長だけが市の職員だというような運営

の仕方はあり得るんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 市で雇った方ということ

ですが、市の職員でございます。市の職員が、い

わゆる図書館の中の管理部門に入っているという

のは、県内でも現実にございます。貸し出し部門

だけを指定管理に委託するとかいろんな方法がご

ざいますので、そういったものも含めて、この３

年間の中でより最適なものに整理していきたいと

いうふうには考えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） そういたしますと、

もしこの今、職員となった方が図書館長候補とし

て最適だということでもし館長になった場合には、

市図書館の指定管理の今の運営と管理と一緒にと

いうことではなくて、運営は市がやるけれども、

貸し出しだけ指定管理者にしてというような違っ

た形での指定管理になるんですか。ちょっとわか

りかねるので、少しわかりやすく説明をお願いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） わかりやすく説明がなか

なかできないんですが、指定管理の方法も、仕様

書であるとか、もちろん基本協定、年度協定の中

でその管理の内容をお示しをし、協定を結びます。

また、そのベースになるのが仕様書とか実施計画

書とかありますので、その中で、本来市が管理す

べき部門はこの部分で、指定管理者は別な部分を

管理運営してくださいとか、その取り決めの中で

整理ができるのが現実にございましたので、そう

いった部分も含めて、３年後になりますか、どう

いう形で、新たな図書館も含め、既存の図書館も

含めどういう方法で管理運営したらいいのか、そ

ういったのは先ほども申しましたが、今回、新た

に雇用する整備担当職員のスキルなども十分生か

しながら整理をしていって、実際に３年間を今後、

指定管理で位置づけようとしている３つの図書館

も含めて、どういう形が一番、市民が主役、利用

者が主役の図書館になるか、それを検討していく

ということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） そうすると、確認な

んですけれども、今年度で終わる５年間の指定管

理とその次の３年間の指定管理につきましては、

今までの５年間と契約する内容は同じというふう

に理解してよろしいわけですね。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 基本的には同じで考えて

おりますが、これまでの５年間の中でいろいろな

課題も出てきております。そういった部分につい

ては仕様書等の中で修正をかけ、委託をするよう

になるかと思いますが、基本的には同じ方向で考
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えています。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） それと、今後、３年

後のことはこれから考えるということなんですが、

３年後、新しくできたときには、また公立図書館

として市が運営管理をしていくということに戻る

ということはあり得ないというふうに考えてよろ

しいんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ３年後に市が管理をして

いくということ、いわゆる指定管理に入る前の形

に戻るということでよろしいですか。 

〔発言する人あり〕 

○教育部長（伴内照和） そこの部分につきまして

も、少なくともこれからの３年間指定管理で継続

をする考えでおりますので、その間によりよい管

理方法を検討していきますので、結果として過去、

指定管理にする前に戻ったほうがいいという答え

になるかもしれませんし、継続的に指定管理の中

で運営したほうがよりサービスが充実するという

結論になるかもしれません。それは今後の検討の

中で決めていくところです。 

○議長（中村芳隆議員） 20番、山本はるひ議員。 

○２０番（山本はるひ議員） 大体わかりました。 

  整備状況と今後の進め方についてはおよそ了解

をしたんですけれども、図書館の運営はやはり社

会教育施設ということで、しっかりと教育委員会

のほうで、生涯学習課のほうで主導はとっていた

だきたいというふうに、それは希望をいたします。 

  図書館というのは、ともすると本を無料で借り

るところだ、あるいは静かに勉強するところだ、

図書館の職員というのは本の貸し出しの手続をす

る人だ、あるいは図書館というところでは本を自

分で探して借りるところだというようなふうに思

っている方というのはまだ多いと思います。それ

はなぜかというと、いろいろ原因はあるんだと思

うんですけれども、図書館の評価を、貸し出しの

本の冊数とかそこに来た人の数でカウントをする

からなんだと思うんです。図書館というのは決し

てそういうものではないし、そうやって評価をす

ると、何でもいいから貸せばいいと、長くいっぱ

い貸せばいいということになるんですよ、今の那

須塩原市のように。 

  そして、いっぱい人が来るためにはイベントを

やって、そこに人を呼び込むというようなことも

ないとは言えません。私はそれは、いわゆる図書

館法で言ったところの図書館のあり方とは少しず

れているのではないかというふうに思っています。 

  今後、やはり図書館というのはレファレンスの

部分をしっかりとやはり力をつけていただいて、

今はカウンターが、貸し出しのカウンターの中に

レファレンスもあって一緒になっているんですが、

今、進んでいる図書館は、レファレンスと貸し出

しが別です。貸し出しはもう機械でもできるんで

す、ピッピッピッピと。そういう意味では、人は

きちっと図書館の中で位置づけられなきゃいけな

いというふうに思っています。それをしっかり考

えていただきたい。交流なんて言っている場合じ

ゃないんだと思うんです。 

  それで、マルチメディアというようなことで電

子図書、必要なことです。多様なメディアを活用

したレファレンスのサービスの充実というのは、

今後の図書館のやはり最重要なことで、今言った

ように、設計の中でも別のカウンターをつくって

いただきたいというふうに思っています。 

  さらに、今後、図書館は地域資料とか地域の歴

史の資料、あるいは行政資料も含めて、その地域

の団体、市民団体も公共団体も含めて、そこで発

行しているパンフレットとかチラシなども積極的
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にやはり収集し、提供していくべきものだと思い

ます。 

  調査、研究とか課題解決のためには、なかなか

バックナンバーが手に入らない。雑誌の収集を進

めるべきだと思います。進んだ図書館は雑誌が物

すごく数があります。あるいは、新聞が本当にあ

ります。物を判断するときに、図書館は本当に知

の宝庫なんです。そこには、１つのものを判断す

るのに、こっちの考え、あっちの考え、いろんな

考えがあっていいんです。そういう意味では、や

はり捨てられてしまうもの、特に市の情報、ある

いは雑誌とかでは集めていただきたいというふう

に思っています。それが図書館のすごく大切なサ

ービスで、交流するのも大切ですけれども、それ

より先にあるものだというふうに思っています。 

  インターネットの普及を考えると、これからの

図書館は、紙の資料とネット情報をやっぱり組み

合わせて使える場になることがとても重要です。

言ってみれば地域のポータルサイトというような

ことを目指してもいいのではないかなというふう

に思っています。 

  図書館は、公共施設の中で実は断トツに利用が

多いんです。それも年齢にかかわらず、赤ちゃん

からお年寄りまで非常に利用されている場所です。

それはどこでも同じです。那須塩原でも同じだと

思います。市民の交流の場と言われている公民館

よりもずっと幅広い年齢の人がいろいろな使い方

をしています。それも、個人で使っているという

ところがすごく特徴なんです。学校に行けない子

どもがここで、何というんでしょうね、自分で１

日過ごすということもあります。それがその子の

学校では得られない何かを得て、そして巣立って

いくということもできるのが図書館だと思います。

那須塩原がそうなっているかどうかわからないん

ですけれども。 

  公共図書館は、やっぱり読書を支えていく知的

インフラだとも言われていて、学力の向上とか知

的水準の向上、情報の検索、取得などにはやはり

欠かせない場所になっていきます。どうか、図書

館というところが、得られる情報というのが、あ

したのお弁当づくりのヒントから、あるいは政治

や哲学、芸術、あるいは宇宙のことまですごく幅

広くいろいろなものが得られるところなんです。 

  知の公共空間という言い方もあるんですけれど

も、あるいはお一人様の生涯学習の場というよう

な言われ方をしています。とても大切な視点だと

思うんです。今は、何か何でもつるんで物をやる、

学校でもみんな一緒に何かやるんだよということ

が多いんですが、図書館というのは、本当に１人

でそこで１日中こもっていても文句を言われませ

ん。本を読んでいなくたって文句は言われない、

そういう貴重な場なんです。そういうところが基

本的に無料で使える、公共図書館というのはそう

いうところなんです。 

  私は、やっぱりせっかく駅前に新しい図書館が

できる、今の黒磯図書館の機能も集約して新しい

図書館ができる。駅前で、今、人は通学、通勤に

しか使っていないんですけれども、そこにとても

すてきな図書館ができたら、もしかしたら西那須

野の人が北へ向かってくれるかもしれない。大田

原のトコトコもいいけれども、あそこは無機質な

ので、そこの人も来てくれるかもしれない。子ど

もに特化はしていないんですけれども、そういう

図書館をつくってもらいたいというふうに思うん

です。 

  そういう意味では、図書館のあり方というのは

とても大切な指針なんです。ぜひそこのところを

踏まえていただいて、図書館はまちづくりを支え

る情報拠点というような言い方もされますし、生

涯学習課が主導を持って図書館をつくっていって
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いただきたいと思います。 

  これで終わります。ありがとうございました。 

〔発言する人あり〕 

〔「議長」と言う人あり〕 

〔「結構です、この間とても嫌な思いをし

たので。お答えは全部いただきましたの

で。ありがとうございました」と言う人

あり〕 

○議長（中村芳隆議員） 副市長。 

○副市長（人見寛敏） 嫌な思いをするかしないか

は、これから私のしゃべることを聞いていただけ

ればと思います。 

  議員が最後にお話をいただいたことで、ほっと

いたしました。本当に最後にお話の前段では、こ

の黒磯、（仮称）駅前図書館が何もできないよと、

つまらないものになるよというふうにきっと周り

の方はお聞きになられた、そんな印象がとてもご

ざいました。でも、最後に議員から、やはり交流

の場だ、まちづくりにとって図書館は非常に有効

だというお言葉をいただけてほっとしております。 

  建設の部門、まちづくりのハードの部門、それ

と教育の部門が一緒になって、今、駅前図書館を

つくろうとしておりますので、どうぞエールを送

っていただければというふうに、私からもお願い

をしたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、20番、山本はる

ひ議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 藤 村 由美子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、１番、藤村由美子

議員。 

○１番（藤村由美子議員） １番、藤村由美子です。

通告に従い、一般質問を行います。 

  １、地域住民たすけあい事業について。 

  第３期那須塩原市地域福祉計画並びに那須塩原

市地域福祉活動計画を策定するに当たり、地域住

民が抱える福祉問題や意見などを集約することを

目的に、昨年11月20日の黒磯公民館を皮切りに、

２月29日の東那須野公民館まで合計15回の地域座

談会が開催されました。 

  一方、介護保険事業として地域住民たすけあい

事業が、既に平成27年度から黒磯、三島、塩原の

３公民館でスタートしており、今年度は新たに、

鍋掛、とようら、西那須野、ハロープラザの４公

民館に広がります。座談会で説明していた「豊か

に安心して住み続けられる地域づくりのために」、

「自分たちの地域の問題をみんなで共有し、地域

のことは地域で決めていく」という理念は、市内

全域で共有されているのでしょうか。 

  地域住民たすけあい事業は市民生活に直結する

事業であり、少子高齢化社会の到来を見据え、市

民協働で継続していかなくてはならないものです。

この事業が地域福祉にかかわる計画の中にどのよ

うに位置づけられて、どのように進められていく

のか伺います。 

  ⑴地域座談会からどのような課題が把握できた

か。 

  ⑵次期地域福祉計画と地域福祉活動計画の中に

は、地域住民たすけあい事業はどのように位置づ

けられるのか。 

  ⑶昨年度実施した地域住民たすけあい事業につ

いての進捗状況と、現時点で把握している課題。 

  ⑷今年度実施予定の３公民館での事業計画は。 

  ⑸平常時と緊急時では、地域住民たすけあい事

業での対応に違いはあるか。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の
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質問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 藤村由美子議員の質問にお答

えを申し上げます。 

  １の地域住民たすけあい事業について、順次お

答えをいたします。 

  初めに、⑴の地域座談会からどのような課題が

把握できたかについてお答えをいたします。 

  地域座談会は、15カ所の公立公民館で開催をい

たしました。その中で、意見のありました主な課

題につきましては、大きく分けまして２つ、２点

ございました。 

  １つ目といたしましては、高齢者の日常生活に

おける移動手段の問題であります。通院や買い物

などのために外出する際、現在の公共交通だけを

利用することに不安を感じているということでご

ざいました。 

  ２つ目といたしましては、地域におけるつなが

りが薄れているという問題であります。自治会へ

の加入率の低下や、新住民と旧住民の交流、世代

間での交流がうまくいっていないこと等が原因と

考えられます。 

  次に、⑵の次期地域福祉計画と地域福祉活動計

画の中には、地域住民たすけあい事業はどのよう

に位置づけられるのかについてお答えをいたしま

す。 

  地域福祉計画と地域福祉活動計画は策定が始ま

ったばかりでありまして、具体的内容につきまし

てはこれから検討をするところでありますが、地

域住民たすけあい事業につきましては、地域福祉

計画で基本理念を定め、地域福祉活動計画におい

ては、住民が行う具体的活動内容を定めるという

ことを考えているところでございます。 

  次に、⑶の昨年度実施をしました地域住民たす

けあい事業についての進捗状況と、現時点で把握

している課題についてお答えをいたします。 

  昨年度の進捗状況でありますが、黒磯公民館地

区で４自治会、三島公民館地区で４自治会が見守

り活動を開始したほか、三島公民館地区では、地

区内に活動を広めようとコミュニティー組織が結

成されました。活動を開始できない自治会では、

高齢者のみの世帯が多いことや、自治会長が１年

交代であること等の事情があるようでございます。 

  課題については、明らかになった地域の問題を、

自治会やコミュニティーが主体的に解決する体制

づくりを市や社会福祉協議会がどのように支援し

ていくかが挙げられます。 

  次に、⑷の今年度実施予定の４公民館での事業

計画についてお答えをいたします。 

  今年度は、鍋掛公民館、とようら公民館、西那

須野公民館、ハロープラザの４公民館地区を対象

として、昨年度同様、社会福祉協議会、地域包括

支援センター等とともに、自治会が主体的に活動

を開始できる体制づくりを支援してまいります。 

  最後に、⑸の平常時と緊急時の地域住民たすけ

あい事業での対応の違いについてお答えをいたし

ます。 

  自治会の皆さんへは、平常時は外からの見守り、

声かけ等の活動を行い、異変を察知した場合の緊

急時は、社会福祉協議会、市役所、地域包括支援

センター、警察署等の関係機関への連絡をしてい

ただくようお願いをしているところであります。 

  答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時５３分 

 

再開 午後 ４時０３分 
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○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

  １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 市長からご答弁いただ

きましたので、まず⑴について再質問いたします。 

  地域福祉計画は行政が今後５年間で行うべき計

画であり、地域福祉活動計画は、市民自身が今後

５年間で自分たちでできることを定めるもの。そ

こで、市民から意見を吸い上げ、計画に反映した

いというお考えだそうです、市は。 

  では、前回、地域福祉活動計画を策定する際も、

このようなステップを踏んだのでしょうか、お伺

いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  前回、５年前につくったのは、ちょうど平成23

年度でありました。このときには、実際にはこの

ような座談会とかいろんな事業者の方からのアン

ケートとか、そういうものは特にはとらないで、

ごめんなさい、アンケートだけを実施をいたしま

して、それをもって策定委員会の中で検討をいた

しまして、１年間の中で計画を策定いたしました。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 実は、私はこの地域福

祉活動計画のことは、今回の地域座談会に参加し

て初めて知りました。市民自身の活動計画ならば、

策定に市民がかかわるということはとても大切な

ステップです。 

  昨年の第１回目に引き続き、現在、第２回目の

地域座談会が開催されています。今回、第２回目

の座談会を開催した目的を教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 昨年11月から２月

にかけまして15の公民館で座談会を行いまして、

今回は、黒磯公民館で２回、そして西那須野公民

館と三島公民館で各１回、そしてハロープラザで

１回ということを計画しておりまして、２回目の

座談会となります。 

  これにつきましての目的は、前回やったことを

フィードバックをさせていただきまして、それを

もとに市民の方が、行政がやること、そして市民

として何かできることということを分けまして、

そういうところを整理していただきまして、計画

策定の意見ということでお願いをしている座談会

でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 昨年開催した１回目の

課題をフィードバックして、今回、市民の方に整

理してもらう目的で開催されたというお答えでし

た。 

  今回、昨年の座談会に参加したという方はほぼ

半数だったと思います。初めて参加した方は、今、

自分が感じていることをただ素直に書けばいいの

かなというスタンスでした。配布された前回の資

料を見て、その課題について具体的な解決方法を

みんなで探るという方法では徹底されていなかっ

たように感じたんですが、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  確かに、私どもが今回座談会に出ていただける

と思った方が、実は結構役員さんの方がかわった

というような事情もありまして、半数ぐらいが違

う方が出席をされておりました。ですから、私た

ちがちょっと、私たちの狙いというところとは、

若干ちょっと今回、話し合いが違う形で行われて
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しまったということは感じております。 

  ただ、１回目、２回目の反省といたしましては、

事前にもっと今回の狙いというものを出席者にき

ちんと説明をして、その上で座談会に臨んでいた

だくというような準備が必要だったということが

今回の反省点でございます。次回からちょっと座

談会につきましては、そういうことについて改善

を図っていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 非常にたくさんの方に

貴重な時間を割いて出席していただいたわけです

から、効果的な開催方法というのを今、検証して

くださったので、次回からは大丈夫だと思います。 

  参加した市民の方から、本当にたくさんの課題

が出されました。⑴へのお答えもいただきました

が、地域のつながりが薄れている、高齢者の移動

手段の問題、あと自治会役員さんのなり手の不足

など、どのグループでもほぼ共通していました。

住民の助け合いで解決できない難しい課題につい

ては、ぜひ市の計画の中でしっかり盛り込んでい

ただきたいと思います。 

  次に、⑵について再質問します。 

  昨年からスタートしたこの地域住民たすけあい

事業は、薄れている地域のつながりを取り戻し、

地域住民同士で緩やかな見守りや助け合いを行っ

てほしいというものですが、介護保険事業ですの

で、高齢者自身が地域の中で社会的な役割を持ち、

生活支援の担い手として活躍してもらおうという

狙いがある事業でもあります。一見、市民協働の

まちづくりのような事業ですが、今後もずっと介

護保険事業として継続して予算づけをしていくも

のなのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  今後も継続してこの事業を継続していくのかと

いうことだと思いますけれども、基本的にこの計

画、地域福祉計画と地域福祉活動計画、この中に

おける地域住民のたすけあい事業、これをもとに

地域見守り事業という部分というものは、非常に

この事業の位置づけの中では重要な位置づけであ

るということを認識しております。 

  ですから、もう行政だけではなかなか支援し切

れない部分というか、地域の方たちがみずから、

高齢者みずからが地域に何か力を、何か支援でき

る部分があれば、そういうものを活用させていた

だいて地域のコミュニティーづくりに寄与してい

ただきたいというような思いもございます。そう

いった点から、今後もこういうことは継続的に実

施をしていければよいなというふうに考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 継続していくというこ

とで了解いたしました。 

  では、次に⑶と⑷について、一括して再質問い

たします。 

  地域によっては、もともとつながりがあって、

事業が独自で順調に進んでいるところもあれば、

活動を進めていく上で不安や課題が出ているとこ

ろもあるようです。昨日の会派代表質問でも触れ

られましたが、役員の方が１年交代の地区では、

事業の継続や拡大が大変かもしれません。市とし

ては、できるだけ緩やかなスタンスで進めていっ

てほしいとのご説明ですが、この地域ではこのよ

うな助け合いができるけれども、こちらの地域で

はできないというようなことも出てくる可能性が

あると思います。 

  このような地域格差は出てもいたし方ないとお
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考えなのか、幾らか配慮をなさるのか、ちょっと

お聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  結論から申し上げますと、その地域地域で現在

の関係を壊さない程度に、できる範囲で見守り活

動を行っていただきたいというのが正直な思いで

ございます。 

  実際に活動を始めているところとは、地域との

連絡会議という会議がありまして、そこには高齢

福祉課の職員と社会福祉協議会のほうの職員が出

向きまして、実際に活動している中で困ったこと

とか、こんなことまでできるとか、そういうこと

についていろいろご意見をいただきながら、助言

というところまではいかないんですけれども、そ

ういったことも全て地域でできる範囲で行ってい

ただけるような、そんな会議を持って、その中で

こちらのほうから説明をさせていただいております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 地域でできる範囲でと

いうことですので、地域によっては高齢化が進ん

でいて担い手が少なかったり、できないところと

かも出てくると思いますので、そういうところは

できるだけ市のほうでバックアップをしていただ

きたいと思います。 

  また、議会報告会の意見交換会で出た意見です

が、民生委員さんには守秘義務があり、見守りを

必要としている人がいるという情報を知っていて

も言えないもどかしさがあるとのこと。一方、地

域の情報をできるだけ把握したいと考えている自

治会長さんたちにとっては、教えてもらえないと

いうもどかしさがあるそうです。このようなデリ

ケートな問題を抱えつつ地域一丸となって見守り

事業を進めてくださいというのは、かかわる方に

精神的な負担をかけることにはならないでしょう

か。この負担を軽減する解決方法はあるのかお聞

かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  この見守り事業を地域で行っていく上で、民生

委員さんとか地域包括センターの方たちにつきま

しては、やはり個人的な情報というのを、やはり

ほかの方には漏らしてはいけないような情報とい

うのは確かに持っております。ですから、そうい

う情報を見守り活動の中でお話をしてしまうとい

うのは、確かに負担というか戸惑いがあるかと思

います。 

  私どものほうといたしましては、そういった部

分につきましては、民生委員さんとか地域包括活

動センターの職員の皆さんには各戸を、各家庭を

訪問していただきまして、その中で現在、この自

治会では地域見守り活動を地域住民がみずから行

っているので、こういうところで見守っていただ

けるように自分から地域の方にお話をしていただ

けるような、何かそんな説明をしていただければ

というふうに考えておりますので、そういうやり

方を進めたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 私も同じ提案をしよう

と思っておりましたので、ちょっと関連しており

ますので、次の再質問に移ります。 

  市には、避難行動要支援者援護マニュアルとい

うものがあります。災害などの緊急時には、市が

所有している要支援者名簿により、支援を必要と

する人に対して支援者が駆けつけることになって

います。避難に支援を要する人というのは、すな
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わち日常でも見守りを必要とする人であろうと考

えられますが、この市が所有している名簿は、災

害時以外、例えば地域内で火災が起きたときとか

大規模な停電が起きた場合など、もしくは平常時、

活用できないものなのかお聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  昨年度末につくりました災害時に避難行動要援

護者行動マニュアルですか、そちらのほうの活用

につきましては、やはりこれはあくまで災害時に

おける避難行動のマニュアルということでありま

して、制約がございます。 

  本来でありますと、そのマニュアルに定めた方

たちという対象がありまして、やはり高齢者の独

居老人であったり高齢者世帯のみの家族、障害を

持っている方とかそういう条件がありまして、そ

ういう方たちにつきましては市で情報を持ってお

りますので、独自にリストをつくりまして、マッ

プ等とうまくタイアップをしたような台帳をつく

りまして、災害時には各自治会のほうの方たちに

も提供をして、避難行動が速やかにできるように

提供していくように考えております。 

  ただ、これを平常の見守りの中で提供するとい

うことは、現時点ではちょっと、かなりハードル

が難しいのかなということで、ちょっと現時点で

は提供できないというようなスタンスでおります。

やはりこれは平常時、地域の自治会のほうに提供

するためには、あくまでその方たちの承諾書とい

うものが必要となりますので、そういうものをク

リアできた場合には提供できるんですけれども、

それがなかなかできないというようなことであれ

ば、災害時にのみ限定して、それは、災害行動避

難マニュアルは使いたいというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 制約があってハードル

が高いものなので、平常時はちょっと使えないと

いうお話でした。ただ、先ほども申しました、守

秘義務のある民生委員さんなどがかかわりながら、

地域で手探りで情報を集めるというのは本当に大

変な作業であろうと想像できます。 

  先日の座談会でも、４月にあった地域の総会で

も、防災無線の音声放送が聞こえないという意見

が出ました。防災無線のシステムが変わったこと

により、黒磯地区で音声放送がなくなるという情

報が市民の方にきちんと伝わっていないんです。

聞こえにくくても、いざというときは音声で知ら

せてくれると頼りにしていた方も多いのだと思い

ました。 

  市は、みるメールの登録を促していますが、全

ての人が携帯電話を持っているわけではありませ

んし、メールを使えない人もいます。地域の見守

り、助け合いの判断基準とするために、各世帯が

日常、緊急情報をどのように受け取っているのか

確認してもらう必要があるのではないでしょうか、

お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  緊急情報を、高齢者等が通常から情報を受け取

るような体制というか、そういう部分についてな

んですけれども、これにつきましては、なかなか

今、しっかりしたものがないというのが実情だと

思います。 

  ただ、ひとり暮らしの高齢者とか障害をお持ち、

一部お持ちの方とかにつきましては緊急通報シス

テムというものがございまして、こういうところ

で対応をしているということはできますけれども、
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それ以外の部分につきましては、やはりこれから、

今、平成27年度から進めております地域見守り事

業の中で、やはり通常からいろいろ見守り活動の

中で含めまして情報とかを地域の方から流してい

ただくというようなところも、一つ大きな力にな

るのかなというふうには思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） その避難行動要支援者

援護リストにしても、名簿に載せるのには本人の

承諾が必要です。民生委員さんが知り得る個人情

報も、本人の同意があれば自治会長さんに伝える

ことができるのではないかなと私も思いましたの

で、みるメールがとれない世帯には、平常時はこ

の地域の見守りに頼れる方法があるんですよとい

うことを、ぜひ先ほどおっしゃっていた各戸訪問

で説明していただいて、それを理由に自治会への

情報開示に同意してもらうといいのではないかな

と思ったんですけれども、同じ考えだということ

でよろしいですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答えいたします。 

  現在のところ、そういう方法が一番いい方法で

はないかなというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） では、そのように各戸

訪問で丁寧に説明していただいて、緩い見守りに

頼るべき人たちに対応していただきたいと思いま

す。 

  長期的に持続可能な事業にするためには、かか

わってくださる住民の皆さんの負担軽減が第一で

す。薄れていた地域住民同士のつながりを取り戻

し、いざというときに助け合える元気で温かい地

域を那須塩原市全域に広げていくために、市には

地域福祉計画の理念に沿って、丁寧なバックアッ

プをしていただきますようお願いして、１の質問

を終わりにいたします。 

  ２、若者の自立支援について。 

  那須塩原市では、不登校の児童生徒を対象に、

適応指導教室や宿泊体験館メープルにおいて支援

が行われています。また、本年度から発達支援シ

ステムがスタートし、発達に支援が必要な子ども

とその保護者に対し、出生から二十まで切れ目の

ない一貫した支援が行われることになりました。 

  しかし、現在二十を過ぎている若者の中で、こ

れまで何らかの事情で十分な支援を受けないまま

進学にも就職にも至らないで、現時点で自宅に引

きこもっている若者もいます。生活困窮者自立支

援事業もスタートし、新たな支援が用意されてい

ますが、本人や家族がそもそも支援の必要性に気

づいていないケースも考えられます。気づきがお

くれると解決はさらに困難になり、本人にとって

も社会にとっても、取り返しのつかない大きな痛

手となりかねません。 

  何らかの事情で支援にたどり着いていない若者

にも、早急に手を差し伸べることが必要であると

考えることから、お伺いします。 

  ⑴那須塩原市教育委員会における支援について。 

  ①現在、学校まで行くことができない不登校児

童生徒は何人いるのか。 

  ②適応指導教室や宿泊体験館メープルで指導を

受けた児童生徒が学校に復帰した後のフォローは

できているか。 

  ③昨年度、中学校を卒業した生徒について、全

員の進路を把握しているか。 

  ④高校とはどのような連携をとっているか。 

  ⑵発達支援システムにおける支援について。 

  個別支援計画の中で、ひきこもりの生徒は具体
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的にどのように支援するのか。 

  ②中高生を含む二十までの若者が、学校や家庭

以外に安心して気軽に立ち寄れる居場所づくりに

ついて市の見解は。 

  ③対象者が二十を過ぎると、個別の支援計画は

終了するのか。 

  ⑶中学校卒業以降の若者に対しての支援につい

て。 

  ①ひきこもりをしている若者の人数を把握して

いるか。 

  ②那須塩原市における若年層の生活保護の受給

状況は。 

  ③那須塩原市では、若者が何らかの支援を必要

とした場合、どの部署が窓口として担当している

のか。 

  ④県やほかの機関との連携はどのようにとって

いるか。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、お尋ね２番の

若者の自立支援について、私からは⑴の那須塩原

市教育委員会における支援につきまして順次お答

えをさせていただきたいと、こう思います。 

  初めに、①の現在、学校まで行くことができな

い不登校児童生徒数についてでございます。 

  今年度４月末現在におきましては、１日も学校

に登校できていない不登校児童生徒は、小学校で

１人、中学校で16人でございます。このうち、児

童生徒サポートセンターの適応指導教室、こちら

のほうにつながっている児童生徒は小学生１人、

中学生が６人というような状況にございます。 

  なお、つい先日まとまりました５月末の最新の

情報ですが、中学生16人のうち１人が学校復帰が

できましたので、中学生が15人というふうに変わ

っております。 

  次に、②の適応指導教室や宿泊体験館メープル

で指導を受けた児童生徒が学校に復帰した後のフ

ォローについてお答えをいたします。 

  学校に復帰した児童生徒を含め、各学校におい

てさまざまな課題を抱えている児童生徒につきま

しては、学校教育課で年３回行っております小中

学校への聞き取り調査や、小中学校から毎月報告

されます欠席状況報告並びに児童生徒サポートセ

ンター教育相談員や指導主事によります学校訪問

を通して児童生徒の状況を定期的に把握し、必要

に応じて継続的な支援を行っているところであり

ます。 

  次に、③の中学校を卒業した生徒の進路の把握

状況についてお答えをいたします。 

  各中学校におきましては、生徒全員の進路先を

把握し指導要録に記載するとともに、高校に進学

した生徒につきましては、その写し、抄本を進学

先に送付しているところであります。 

  最後に、④の高校との連携についてでございま

す。 

  市教育委員会といたしましては、現在、高校と

の連携事業、事業としてのものは行ってはおりま

せんが、近隣の県立高校との連携の必要性は強く

感じておるところでありまして、今後、検討して

いきたいと、このように考えております。 

  なお、中学校と高校の連携の取り組みといたし

ましては、那須区内の中学校と高校によります中

高教育連絡協議会と、こういったものが組織され

ておりまして、特に配慮を要する生徒につきまし

ては、中学校の担当教員と進学先の高校の担当教

員とが情報を共有する機会、これを設けておりま

す。 

  また、中学校の特別支援学級に在籍していた生
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徒、あるいは普通学級におきましても個別の支援

計画を立てている生徒が高校に進学する場合には、

中学校が個別の指導計画及び引き継ぎ書、こうい

ったものを作成して、必要に応じて高校のほうに

も引き継ぎをしているというような現状にござい

ます。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 続きまして、私か

らは⑵の発達支援システムにおける支援について、

順次お答えいたします。 

  初めに、①の個別の支援計画の中で、ひきこも

りの生徒は具体的にどのように支援するのかにつ

いてお答えいたします。 

  ご質問のひきこもりの生徒についてでございま

すが、文部科学省の規定では生徒に対してはひき

こもりの定義がございませんので、以下不登校と

表現させていただきます。 

  不登校になっている生徒で、発達支援システム

における個別の支援計画による支援の対象となる

のは、不登校の原因が発達障害に起因するもので、

保護者が同意している場合でございます。 

  具体的な支援といたしましては、保護者や本人

の意向を確認した上で、不登校について適切な相

談が受けられるサービスの紹介を基本に支援して

いくことになると考えております。 

  次に、②の中高生を含む二十までの若者の居場

所づくりについてお答えいたします。 

  発達支援システムは、支援の必要な子どもに対

して継続した支援ができるよう、支援をつなぐ仕

組みと考えております。したがいまして、ご質問

の若者の居場所づくりの支援につきましては、現

在のところ考えておりません。 

  次に、③の対象者が二十を過ぎると個別の支援

計画は終了するのかについてお答えいたします。 

  発達支援システムは、高等学校、特別支援学校

高等部までは保護者の同意のもとに個別の支援計

画で支援の継続が可能となります。その後の大学

等への進学や就労においても、保護者または本人

が持つ個別の支援計画の内容が記載されているサ

ポートファイルを活用していただくようになりま

す。 

  なお、二十を過ぎた場合においても、発達支援

システムネットワークを活用して、個別の支援計

画の支援の内容を関係機関に引き継ぐことはでき

ると考えております。 

  私からの答弁は以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 最後に、⑶の中学

校卒業以降の若者に対しての支援について、順次

お答えを申し上げます。 

  初めに、ひきこもりとはという定義についてお

話しをしたいと思います。ひきこもりとは、厚生

労働省の補助金を受けて作成したひきこもりの評

価・支援に関するガイドラインによりますと、社

会的参加を回避し、６カ月以上にわたっておおむ

ね家庭にとどまり続けている状態を指す現象概念

と定義され、ここでは若者及び若年層とは、中学

校卒業時から39歳までというふうに規定をしたい

と思います。 

  まず、①の市内のひきこもりをしている若者の

人数につきましては、統計はとっておりませんの

で、数字の把握はしておりません。 

  次に、②の若年層の生活保護の受給状況につい

てお答えいたします。 

  平成28年６月１日現在、生活保護受給者のうち

若年層は87人であります。このうち就労できる人

が29人、傷病や障害等で働けない人が33人、学生

が25人であります。なお、就労できる人29人のう

ち10人が就労をしております。 
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  次に、③のどの部署が窓口として担当している

かについてお答えをいたします。 

  現在のところ、担当部署は事務分掌上定めては

おりませんが、ひきこもりが原因で生活に大きな

影響が出る場合の相談は、社会福祉課の窓口に多

く寄せられるのではないかというふうに考えてお

ります。 

  最後に、④の県や他の機関との連携はどのよう

にとっているのかについてお答えいたします。 

  現在、窓口等で相談があった場合、解決が図れ

ないときには、栃木県子ども若者・ひきこもり総

合相談センターやハローワーク、さらには医療機

関へつなぐなどの対応をしているところです。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） では、⑴の①と②は関

連しておりますので、まとめて再質問いたします。 

  教育長から現状についてご説明いただきました。

現在、学校まで行くことのできない不登校の児童

生徒の人数について教えていただきました。この

中で、適応指導教室を利用している人数について

お話ありましたけれども、メープルを利用してい

る人はいるのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほどお答えしましたと

おり、適応指導教室のほうに通っているというこ

とでございます、メープルではなくて。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） メープルを利用してい

ない。それで、適応指導教室を利用している人が

いる。それ以外の方はどうされているんでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それ以外の方につきまし

ては家庭にいるという状況にございますので、こ

ちらにつきましては、各適応指導教室に教育相談

員さんがいらっしゃいますので、その方が定期的

に家庭訪問、それからもちろん学校の担任の教諭

も家庭訪問等して、何とか本人をつなぐという努

力をしている。そして、適応教室なり、あるいは

学校なりに出てくれると、そういった働きかけを

現在やっているという状況にあります。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） これまでの何回かの一

般質問の中でも、適応指導教室やメープルで支援

を受けて完全復帰、部分復帰、一時登校まで元気

になって帰った子どもがいるというご説明は聞い

てきました。今回、至らなかった児童生徒につい

てはどうされるのかなということで確認したかっ

たんですけれども、家庭訪問を続けているという

ことですが、どこまで家庭訪問し続けるんでしょ

うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） どこまで、限りはありま

せん。とにかく本人が適応指導教室なりあるいは

学校なりに関心を持って、何らか動き出してくれ

ると、そういったことをまず目標にしております

ので、根気強く、本当に根気強くアプローチして

いるというような状況にございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） あと確認なんですが、

メープルに臨床心理士はいらっしゃるのでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） サポートセンターのほう

におります。 
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○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） サポートセンターのほ

うにいらっしゃるということで、メープルに常駐

しているわけではないということですね。 

  学校に、例えば適応指導教室でも中学生の方が

１人復帰なさったということですけれども、メー

プルや適応指導教室から一応回復して復帰した方

のその後の進学率というのは把握されております

か、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 前年度末、この３月での

データでございますけれども、復帰者の中で16人、

そのうち14人につきましては進学ということでご

ざいます。また、就職を選んだ方が２人いらっし

ゃいます。 

  なお、残念ながら進学も就職もできない状態で

いるという方も、実は３名ほど現実的にはおりま

す。また、そのほか２人の方は海外の留学という

ことでございますので、実質的には３名の方が、

卒業後自宅のほうにいるというような状況ではご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ３名の方が自宅にいら

っしゃるということですね。 

  学校と、例えばメープルの間では、その戻った

生徒さんのことについて情報をやりとりしている

ことはあるのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 定期的にというわけでは

ないかと思いますが、情報交換は必要に応じてや

っていると思います。学校に戻った場合につきま

しては、当然のことながら学校の担任が中心にそ

の生徒についても注意深く見守りながら、うまく

学校にさらに適応していくように関係をつくって

いくわけでありますが、やはりそれが定着するに

は、やっぱり相当な時間とか、それから周りの人

の配慮が必要。あるいは家庭との連携というのも

大事になってまいりますので、相当な人がいろい

ろな立場からかかわりを持ちながら、丁寧に学校

での通常の生活に戻れるような、そんなかかわり

を現在、一人一人に対してしているというような

ことでございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 学校側で一人一人戻っ

てきた生徒に対して配慮をなさっているというこ

となんですが、今こういう配慮をしているよとい

うことを具体的にメープルのほうにフィードバッ

クしているんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 場合によってはもう一度

メープル等、あるいは適応指導教室を利用すると

いうそういう選択肢も当然ありますので、それに

備えた形でのサポートセンターを中心とした中で

の情報交換というのはできていると思います。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） サポートセンターが核

となっているということ、ご説明だと思います。

実際に利用した生徒が適応指導教室であったりメ

ープルであったりの指導によって、この子にはど

ういうふうに変化があった、この子にはどうなっ

たという、やっぱりそのようなフィードバックが

なければ、こちらそれぞれの指導教室であったり

メープルさんであっても、あのやり方でよかった

んだろうか、もしかしたらこっちのやり方があっ

たんじゃないかなと考えなくちゃいけないことも

あると思いますので、その情報共有というのはと

ても大事だと思うんです。定期的ではないという



－135－ 

ことなのかなと思うのですが、ぜひそこは頻繁に

情報交換していただきたいと思います。 

  では、つながりがありますので③と④の再質問

に移ります。 

  まず、中学校卒業生全員の進路を把握されてい

るとのことですが、先ほどの人数でいいのかどう

かわからないんですけれども、内訳を教えていた

だけますか、進学と就職と、もしくはどちらにも

至らなかった場合。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今のご質問の前に情報交

換の件ですが、サポートセンターを中心に、関係

する学校と定期的に会議を持って、現在、各学校

の不登校状態にある子どもたちの状況については

定期的に会議を持っておりますので、その中でも

当然、情報交換あるいは情報の共有化はなされて

いるというふうにご理解いただければと、こうい

うふうに思います。 

  先ほどのご質問ですけれども、卒業後、進学、

それから就職、それから在家という数のことであ

ったと思いますので、進学につきましては、メー

プルを利用した方ということで…… 

〔「全員」と言う人あり〕 

○教育長（大宮司敏夫） 全員ですか。 

  卒業した生徒が1,141名おります。それで、そ

のうちの実際には98.6％に当たる生徒が進学をし

ておりますので、８人の方が進学をしていない、

先ほど申し上げましたとおりであります。ですの

で、その中で全く外に出ていないというような状

況になっている、外にというか、仕事なりアルバ

イトなりそういったかかわりを持っていないとい

う方がその８名のうちの３名というふうになりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） わかりました。 

  では、就職にも進学にも至らなかった方のうち、

３名の方がひきこもりの状態にあるのではないか

なと思いました。 

  本人が次のステップを踏むことにちゅうちょし

ている場合、適切なフォローが必要と考えますが、

それはどのようにされているのでしょうか、お伺

いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 正直申し上げまして、一

旦卒業してしまったケースについては、なかなか

かかわりを持つということにつきましては難しい

部分もございます。だからといって学校側が何も

しないかということではなくて、やっぱり当然気

がかりですので、きちんとした進路が定まらない

生徒については、学校においても非常に注意をし

て情報を集めたり、あるいは何らかの機会でその

本人との接触をするというケースもこれからあり

得るんではないのかなと思いますが、これはあく

までの任意の話でございますので、なかなか在学

当時のような形のかかわりを持つというのは、現

実的には難しい部分があるなというふうには思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 高校との連携について

も先ほどお答えいただいたんですが、なぜそれを

お伺いしたかというと、やはり中学から高校に進

学することで行政の管轄が縦割りで分かれてしま

っていますから、支援が途切れてしまっているの

ではないか、それが心配でしたのでお聞きしまし

た。 

  高校へ行った生徒で、高校で不登校になった場

合は、高校はどのように対応しているかという情

報はお持ちですか。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） こちらが積極的にそうい

った情報を手に入れるということはなかなか難し

いというふうに思っています。やはり進学したか

らには、そこの在籍をしている学校が責任を持っ

てかかわりを持つというふうになっていくことで

あろうというふうに思っておりますので、そのよ

うな受け取り方は私どもはしております。 

  ただ、いろんな機会に高校の校長先生と接触が

あったりする場合もありますし、高校側でも中学

校のほうに訪問するという機会がありますので、

そういった折には、いろいろな情報が直接当該の

高校の校長から該当する中学校の校長のほうには

話が伝わっていっているだろうというふうに思っ

ております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） では、先ほどの進学に

も就職にも当てはまらなかった方と同じなんです

けれども、高校へ進学したけれども中退してしま

った方というは、やはりどうなるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） そういった情報は、責任

を持ってその卒業学校に伝わるかどうかについて

は、確認は私としてはとれておりません。なかな

かその辺は、いろいろなケースがあるだろうとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 学校に籍のない若者の

ことが特に心配です。ひきこもりの状態になって

いるのに支援が途切れてしまうと、事態は悪化す

るばかりです。 

  現在、市内の小中学校生徒の利用に限られてい

るメープルの拡大利用について、これまでさまざ

まな提言がなされてきたのですが、現状は今のと

ころ変わっていません。せめて、市内在住の不登

校の高校生やひきこもり状態の若者について、利

用させてあげることはできないのでしょうか。も

しかしたら、小中学校のときの支援で力及ばなか

った生徒かもしれないのです。卒業した時点で管

轄が離れることで、支援が途切れてしまっている

と言えないでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） メープルがそういった若

者にとっての自立支援の施設として機能するかと

いう多分お尋ねだろうと思いますが、以前もお答

えしたかと思いますが、メープルを利用するに当

たっては、一人一人の子どもの状況をしっかりと

把握して、しっかりとアセスメントを施した上で、

必要なかかわり方をスタッフが十分理解をした上

で受け入れるという体制をとっております。それ

くらい一人一人の持っているその背景なり状況な

りは違うわけですので、その辺は慎重に対応して

いかなきゃならないということで、現在も運営し

ているところでございます。 

  ですので、その中で、さらに卒業した子どもた

ちを扱っていけるかということについては、正直

なところ、これまでの運営の中では難しいところ

ではないのかなというふうに思っております。 

  ただ、私たちとしても、義務教育が終わってか

らの子どもたちに対してどう手を差し伸べていけ

るか、必要な子に手を差し伸べていけるかという

ことは、やっぱり常々悩みとして抱えているとい

うことだけはご理解いただきたいと思います。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会議時間の延長 
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○議長（中村芳隆議員） ここでお諮りいたします。 

  議会会議規則第９条では、会議の開催時間は午

後５時までと定められております。今後の日程の

都合上、本日の議事が全て終了するまで会議時間

を延長したいと思いますが、異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（中村芳隆議員） 異議なしと認めます。 

  よって、本日は議事が全て終了するまで会議時

間を延長いたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） これまで元気に過ごし

ていた、元気だなと思って見えていた児童生徒が、

ある日突然、何かをきっかけに不登校になるので

す。不登校になった経験を持つ児童生徒が手厚い

指導を受けて一旦回復しても、その後、ささいな

きっかけでまた心がくじけてしまうケースもある

のではないでしょうか。 

  メープルで過ごした時間が本人にとって本当に

心安らぐ時間だったとしたら、ふとメープルに帰

りたいと考えることがあるかもしれません。メー

プルにそんなときは遊びに来ていいんだよという

受け皿機能を持たせることはできないのでしょう

か。メープルに臨床心理士を常駐させ、ひきこも

り状態の高校生や若者にまで利用を拡大できない

か、再度伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃっていると

おり、そこで時間を過ごした生徒にとって、心の

安らぎが例えばそこで得られるのであれば、それ

にこしたことはないなと私も個人的には思います。

ですので、むげに来ちゃいけないよというような、

そんなことでメープルのスタッフがかかわってい

るわけではないというふうに思っています。当然、

ちょっと来てみたくなって来たという子には声を

かける、対応するということは私はあり得るとい

うふうには思います。 

  ただ、それを施設として受け入れるということ

については、しっかりと吟味をしていかなきゃな

らないんじゃないのかなと。軽々に、容易に受け

入れられるというようなものだけではないという

ふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 十分に議論が必要なこ

とだと私も思っております。最後にもう一度お願

いしますので、次の⑵の再質問に移ります。 

  同じくひきこもり状態にある若者について、発

達支援システムの切り口からお伺いしました。①

から③まで関連しておりますので、一括して再質

問いたします。 

  発達支援システムにおいて、ひきこもりの生徒

については、発達障害の人に限って個別の支援シ

ステムでフォローできるということだと思うんで

すが、中学生までは教育委員会を軸として各機関

の連携が可能ですが、高校になれば、先ほど触れ

たように県の教育委員会へ管轄が移行します。ま

た、進学しなかった生徒については、教育委員会

自体から離れてしまいます。 

  中学卒業後引きこもってしまった場合、この発

達支援システムの中で、発達障害があるなしにか

かわらず、どこの課が責任を持って個別支援計画

をフォローしていくのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 発達支援システム

の中で、ひきこもり、不登校の原因が発達障害に

ある子どもさんを、最初はそれをきっかけとして
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発達支援システムのデータベースに登録していた

だくと。当然のことながら保護者の同意のもとに

ということです。もしもそういうことで、発達障

害に起因してひきこもり、不登校になった子ども

さんについては、当然その登録していただいた時

点から行政や関係機関がそれぞれにかかわってい

きますし、それを縦につないでいくというのが今

回、新たに私どものほうで計画している発達支援

システムです。 

  中学校を卒業して高校に行ったとしても、どう

いう育ち方をしたかというデータが全部蓄積され

ている。その子どもさんが、例えば高校を途中で

やめざるを得なかったとなったとしても、そのと

きには、じゃどういう道が考えられるかとか、ど

ういう機関で、その子どもさんなりがどういう道

を進んでいけるかとか、そういうところのアドバ

イスなりいろんな関係機関につなぐということが

できるものが発達支援システムだと考えておりま

す。 

  先ほど教育長の答弁でありましたように、一人

一人その状況が違っているという現状の中で、例

えば発達障害を起因としたひきこもりとか、そう

いう不登校ということで、例えば病名なりそうい

うものがつかないとしても、当然子ども子育てセ

ンターはいろいろな相談を現在も受けております。

その中で発達支援システムに登録していただいた

ほうがその子どもさんのためになるかどうかも、

当然お話を伺っていく中で判断していくようにな

るかと思います。 

  現在、こちらのデータベース化、今から進めて

いくところですので、この後のことはいろいろ紆

余曲折を重ねながらやっていくことになると思い

ますけれども、当然のことながら、相談にいらっ

しゃった方とかそういう方々については、まずは

お話を聞くというところから始めていかなければ

ならないと考えているところです。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 発達障害などの病気に

起因するものであってもなくても、心配なお子さ

んについては相談をしながら、この発達支援シス

テムにのっとってフォローは可能だということで

したので、それに乗れる子どもさんは安心なのか

なとある程度思いました。 

  居場所づくりについての市の見解なんですが、

そちらでは特に考えていないということなんです

けれども、例えば学齢期までは放課後児童クラブ

などがありますが、中高生はもともと放課後に学

校と自宅以外に安心して過ごせる場所が想定され

ていません。人生の中で一番精神的に不安定にな

りやすい思春期の中高生にとって、安心して自分

探しをできる場所が必要ではないでしょうか。 

  自宅に引きこもってしまい一旦壁を築いてしま

うと、家の外に出ることが困難になってしまいま

す。何とか支援が途切れないように、悩みを受け

とめられる機関、もしくは居場所が必要だと考え

ますが、発達支援システムとしては、子ども子育

てセンターがそれを担っているということでよろ

しいですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 若者の居場所づく

りということでしたので、発達支援システムの中

では当然、居場所づくりについては考えておりま

せん。ただ、いろんな相談を受けたりすることは、

子ども子育て総合センターで相談を受けることは

可能です。 

  ただ、その居場所づくり、一度壁をつくってし

まった子どもさん、家から出られなくなった若者

についての居場所づくりというところだと、この



－139－ 

発達支援システムの中でなかなか考えていくのは

難しいのではないかというのが現状でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ひきこもりの状態にな

ってしまった場合は難しい、まして年齢的に上が

ってくるとここでは扱えないということなんだと

思います。 

  那須塩原市には児童館もありませんので、先ほ

ど山本議員もおっしゃっていましたけれども図書

館など、あとはボランティアセンターなども対象

になるかなと思うんですが、中高生や若者が自分

探しのために利用しやすい施設づくり、雰囲気づ

くりというものも、今後、市が建物をつくるとき、

組織をつくるときにぜひ考慮していただきたいと

思います。 

  次に、二十を過ぎると発達支援システムの個別

計画はということでお伺いしました。保護者の同

意で本人がそのファイルを持っているわけですか

ら、ネットワークで引き継ぎが可能だというお話

だったと思います。 

  支援が必要な人には、自立できるまでしっかり

支援を継続することが、個人にとっても社会にと

っても、もちろん市にとっても長期的に見て必要

だと考えますので、二十になったからということ

で支援が途切れないようにお願いしたいと思いま

す。 

  この継続的な支援については次の項にもかかわ

りますので、⑶の再質問に移ります。 

  中学卒業以降の若者に対しての支援について、

社会福祉の観点からお伺いしました。 

  まず①について再質問いたします。 

  ひきこもりをしている若者の人数については現

在、把握していないという回答でした。厚労省の

研究で、全世帯の0.5％がひきこもりの子を持つ

世帯であるというデータがございます。那須塩原

市の直近の世帯数がホームページで見たら４万

5,822世帯でしたので、約229世帯、５％は229世

帯ということになります。世帯当たり１人のひき

こもりとして、少なくとも229人はひきこもりで

はないかということになります。 

  若者支援、特にひきこもりについては、縦割り

行政の弊害で支援がなかなか行き届きにくい分野

です。今後の支援の準備を進めるためにも、実態

を調査する必要があるのではないでしょうか、お

伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  実際、今、いろんな市の窓口に高齢者の介護の

問題とか障害者の問題とか生活困窮の問題とかさ

まざまな問題で相談に来られる方がおります。も

ちろん社会福祉協議会にもおいでになります。そ

ういった中で、直接的にはいろいろ介護の問題と

か障害の問題とか生活困窮の問題がメーンになっ

て相談をしておりまして、実際相談が進む中で、

家族の中に実はひきこもりの子どもがいるという

ような、そういうところというのは聞くことが結

構あるということはお聞きしております。 

  ただ、市としまして、そういったことを全体と

して数字を把握していないというところが実情で

ありまして、今後につきましては社会福祉課のほ

うで、各いろんな相談窓口に寄せられた中で、家

族の中でひきこもりの方がいるというような、そ

んな情報がありましたら、それはある程度年に何

回か情報を取り寄せまして数字的に把握をすると

いうようなことは、今後できるかなというふうに

は考えております。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ７月から支援センター

を開所してひきこもりの若者支援を本格スタート

する日光市では、民生委員さんにお願いしてひき

こもり状態にある若者の調査を進めたとのことで

した。ぜひ当市でも調査に取りかかっていただき

たいと思います。 

  次に、②の再質問に移ります。 

  若年層の生活保護の受給状況についてご説明い

ただきました。病気などの背景がなくても、就労

でつまずき、働きたいのに働けないということに

みずから悩み、ひきこもり状態になる若者もいる

と聞きます。ひきこもり状態にあっても、働いて

いる親と同居していると経済的には困らないため、

自立できず困窮しているという実態がつかみにく

いのです。市としてこのようなケースは把握して

いますか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 今は、たしか生活

保護受給世帯の中でというようなお話かと思いま

したけれども、生活保護受給世帯の場合には、全

てお一人お一人の生活状況については把握してお

りますので、その世帯の中にひきこもりとかそう

いう方がいるかいないかということについては、

把握をすることができております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 私は今は、生活保護に

限らない話でお聞きしたつもりだったんですけれ

ども、今現在は親に収入があって、生活保護でな

くても子どもさんがニートの状態で家にいて、一

応困らないわけですよ。でも本人自身は独立しよ

うと思ったら仕事をしていないから、本来なら本

人は困窮しているんです。でも、親に一緒に面倒

を見てもらっているから困っていないという、こ

ういう状態が長く継続した場合、親はいずれ高齢

化して年金生活になります。早目に手を打たなけ

れば、将来、親子ともに扶助の手当が必要になる

可能性があります。 

  共倒れにならないためには、子どもができるだ

け若いうちに職業支援につなぎ、世帯分離しなけ

ればなりません。そのためにも調査する必要があ

るのです。ひきこもり状態にある若者に支援の手

が差し伸べられなければならないのです。 

  次に、③と④は関連していますので、一括して

再質問いたします。 

  特に若者に特化した窓口は、今、定めはないと

いうことですけれども、本来自立している若者で

あれば、目的別で役所の必要な部署をみずから探

し当てることはできるかもしれませんが、社会と

の関連性を長く絶った状態で、自分自身が抱えて

いる問題についてどこから解決したらいいのか自

分で糸口を見つけることは難しいのです。とりあ

えず、行き詰まっていたらここで相談を受けるこ

とができますよというわかりやすい窓口を準備す

べきと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  とりあえず、ひきこもりの方とかそういう困っ

ている方が相談をしやすい窓口というところでご

質問かと思います。 

  基本的には、県や日光市とか、あとは宇都宮市

などでやっているようなサポートセンター的なそ

ういうものの設置につきましては、まだちょっと

現在のところ非常に難しいかなというふうに思っ

ております。実際そういうところといいますのは

非常に、本人や家族から話を聞くといった相談業
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務や必要に応じて適正な支援機関につなぐという

ような、そういうことを行う業務だと思います。 

  確かに、そういう内容につきましての相談とい

いますのは非常に専門的な知識とか専門的な体制

というのが必要かと思います。そういったところ

といいますのは精神保健とか医療、福祉、教育な

どやはり専門の機関の支援とか、そういうところ

との連携というのが必要であり、また相談支援に

携わる組織体制の確立とか職員のスキルアップと

か職員の育成なんかも含めまして、非常に重要な

ことだと思います。ですから、現時点で安易に窓

口をつくって、そこで相談をつくるというような

ところは、まだちょっと時期的には早いかという

ふうには思っております。 

  ですけれども、市内においてひきこもりの方の

状況を把握するということと、そういう方の相談

窓口、ある程度わかりやすいところ、社会福祉課

とか社会福祉協議会とかそういったところに、ひ

きこもりの相談なんかについてもやっていますよ

というような、そんなわかりやすい窓口というの

も表示するというのも一つの手かと思いますので、

そういったことにつきましては、ちょっと今後、

検討させていただきたいというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 専門機関につなぐとい

うことが本当に大切だと思います。 

  県から委託を受けている栃木県子ども若者ひき

こもり総合相談センター、通称ポラリス栃木さん

は、悩みを抱えている本人や家族などから進学、

就労、または高卒認定などについて、電話、メー

ル、面談、さらには家庭への訪問等により相談を

受けている施設です。もちろん那須塩原市の若者

からの相談も実際に受けてくれています。 

  先日、ポラリスさんを訪問してお話を伺ってき

ました。今のところ那須塩原市との連携はしてい

ないというお話でした。ただ、県北健康福祉セン

ターとは多少連携の事例があるというお話でした。 

  ポラリスさんで、年齢別カテゴリ－による新規

相談者の抱える相談内容は、14歳以下の児童から

19歳までの相談のトップは不登校です。二十から

49歳までの相談内容の半数以上はひきこもりとニ

ートだそうです。これはすなわち、学校在籍中不

登校に悩んでいた人たちの多くが卒業後ひきこも

りに移行し、親の扶養に頼り続ける可能性が高い

と考えられないでしょうか。不登校であった児童

生徒には、継続して支援することが求められてい

ると改めて思いました。この継続的支援について、

市はどのようにお考えでしょうか、お聞かせくだ

さい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 継続的な支援につ

いてお答えを申し上げます。 

  先ほど教育部、そして子ども未来部のほうから、

それぞれのステージでいろいろ不登校なり発達支

援なりでいろいろなかかわりを持っているという

ことで、二十を過ぎた時点で、社会福祉というか

そちらのほうでのひきこもりへのかかわりをどう

するか、どうつなげていくかというような問題か

と思いますけれども、これについては、まだまだ

実際に関係機関でそのようなちょっと話し合いと

いうところ、まだないというところが正直なこと

でありまして、そういったところについては今後、

十分に検討していかなければならないかと思いま

す。 

  ただ、先ほどポラリスの状況について今、お話

をいただきましたけれども、昨年度の、これは社

会人だと思うんですが、ひきこもりの背景という
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かそういうところを見ますと、一番大きなところ

が精神疾患というかそれが一番大きくて、約24％

ぐらいです。その次に多いのが親子関係で22％で、

発達障害、疑いを含むなんですが、そういうとこ

ろでは11％というところで３番目に多い要因なん

ですけれども、こういったところがひきこもりの

背景というようなところがありますので、こうい

ったところを所管する関係部局というか、そうい

うところを含めて今後、調査研究というか、そう

いうものをしていかなければならないのかなとい

うふうには考えております。 

  現時点では、お答えといたしましては、まだま

だこれからそのつなぎの段階をどうするかという

こと、これからちょっと話し合いをこれから持つ

というような段階だと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） そもそもハローワーク

にも行けないひきこもり状態の人には、まず相談

窓口に電話かメールをもらうことからスタートし

なくてはなりません。そこから少しずつ信頼関係

を築いて、面談できるようになるまでつながりを

キープしなくてはならないのです。お金もない若

者にとって、宇都宮のポラリスさんは遠い存在で

す。 

  県内全域をカバーしてくれているポラリスさん

ですが、昨年１年間で、県内全体の市町村から

2,676件の相談を受け、そのうち2,318件は継続の

相談、358人の児童生徒から大人までの新規相談

を受け、249名が支援終了しています。平成28年

度は３名増員して、常勤６人、非常勤11名で運営

なさるとのことです。それでも、メープルよりも

約1,000万円少ない予算規模です。 

  県北の那須塩原市としても、相談業務を開始す

べきではないでしょうか。子ども・若者育成支援

推進法では、地方公共団体に子ども・若者支援地

域協議会を置くよう努めるものとするとなってい

ます。那須塩原市において、この子ども・若者支

援地域協議会を速やかに設置し、子ども・若者総

合相談センターの設立を目指すべきと考えますが、

いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  先ほども同じようなお答えを申し上げたかと思

うんですけれども、現時点ではまだまだ検討すべ

き内容がたくさんございまして、当面は、先進地

での取り組みについて調査研究をさせていただく

というようなところで、今回はお答え申し上げた

いと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） センター設置を今すぐ

にというのはとても無理だと思います。まずは実

態調査に着手して、準備を進めていただきたいと

思います。そして、相談を受け、支援を継続して

いくには、ひきこもりサポーターの要請も急務で

す。県から委託を受けてポラリスさんが開催して

いるサポーター養成講座へ、関心の高い市民を広

報等で募集し、派遣することも支援の地盤づくり

として有効と考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  実際に、この県のひきこもりサポーター養成研

修につきましては、市の職員と社会福祉協議会の

職員が毎年出席をしております。ただ、これはあ

くまで行政関係の職員だけが出席ということで、



－143－ 

この研修に一般の方も、興味のある方がもし参加

できるということであれば、広報等を通じてこう

いうところで周知するということは十分可能であ

ると思いますので、そういったことについては検

討してまいりたいというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 子ども・若者総合セン

ターの設立を目指そうと思えば、準備しなくては

いけないことがたくさんあると思います。受け皿

づくりも進めなくてはなりません。 

  最後に１つ提案があります。 

  メープルの設置目的は、基本的な生活習慣の定

着、自立する心の育成、心のエネルギーの向上を

焦点に、不登校の改善のきっかけづくりと生きる

力の育成を目的とするとあります。もし、メープ

ルを利用した子どもたちが、その後進学した高校

や大学でまた不登校になったとしたら、現在の事

業内容は目的の半分までしかたどり着いていない

ことにならないでしょうか。肝心な生きる力の育

成までを完結するには、臨床心理士やソーシャル

ワーカーなどの専門職を置いて、仕事を持って自

立できるところまでの支援を目指すべきではない

でしょうか。 

  雄大な自然に恵まれたメープルで規則正しい生

活を送りながら、農業や商観光などの就労訓練も

可能だと思います。運営を外部委託などして民営

にすることも視野に入れ、事業の強化、対象の拡

大を図ることで、若者の自立支援の拠点としても

有効活用できると考えますが、全く無理な相談で

しょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員の思いは十分理解で

きます。しかしながら、本市の大きな課題は、義

務教育における、小中学校における不登校の児童

生徒をできるだけ減らす、１人でも減らすという

ことを目標にして今日まで活動してきております

が、なかなか思うように数が減っておりません。

それは、不登校という言葉でくくってしまうのは

簡単ですけれども、それはあくまでも子どもが表

現するものであって、その内側にあるものはさま

ざまでございます。本当に一人一人状況が違いま

す。そこを丁寧に丁寧にひもといてかかわってい

くというエネルギーは並大抵なものではないとい

うふうに私は理解しております。 

  実際、昨年度もメープルは延べ374人の児童生

徒が利用しております。いつ何どき行ってみたい

という子が出てくるかもわかりません。それに備

えて、スタッフは準備を毎日しているということ

もご理解いただきたいというふうに思っておりま

す。できれば、子どもたちがあそこを利用してい

るときに一度スタッフの１人としてかかわってい

ただいて、どういうことが問題なのかということ

をご理解いただければありがたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 長くひきこもりの若者

の支援にかかわっている方々は、皆さん非常に難

しいとおっしゃっています。一方、秋田県藤里町

の社会福祉協議会で全国初の全戸調査を行って、

10人に１人がひきこもりだとの報告をまとめ、５

年がかりで当事者の居場所や仕事をつくり出すこ

とにつながったという力強い例もあります。大切

なのは、ひきこもっている方が求めている情報を

的確に提供しながら、丁寧にステップを一歩ずつ

踏んでいくことだそうです。特に自立のためには

仕事が一番重要な情報であり、中間的就労で自信

をつけて社会に送り出すシステムが求められます。 

  長くひきこもりの状態にある若者が一刻も早く

支援にたどり着き、支援を受けることで自立へと
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一歩ずつ歩みを進められるようになることを願っ

て、私の一般質問を終わります。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、１番、藤村由美

子議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、本日の議事日程

は全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ５時１９分 

 




